
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定により、

平成１１年度財政援助団体等監査（その１）の結果に関する報告を次のとお

り提出する。
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１． 計数については、原則として、表示単位未満を切り捨てて表示してあるため、合計等

と一致しない場合がある。

２． 増減率及び構成比等は、原則として各表内計数により計算している。
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平成１１年度財政援助団体等監査（その１）指摘件数表

団 体 名 頁 局関係 団体関係 共通関係 計

首都高速道路公団 ７ ２ ２

大道北土地区画整理組合ほか１５団体 ４５ １ １

財団法人東京港埠頭公社 ５１ １ １

社団法人東京信用組合協会ほか８団体 ８３ １ １ ２

学校法人日本大学ほか１８団体 １２０ １ １ ２

合 計 ２ ４ ２ ８

（注）監査実施団体８４団体のうち、指摘事項のある団体を掲げた。



１ 監査の観点

財政援助団体等監査は、財政援助等の種別ごとに、主として、以下の観点に基づいて実施して

いる。

（出資団体）

（１）関係局

ア 団体に対する指導監督は適切に行われているか。

イ 出資金の支出手続及び時期は適切か。

（２）団 体

ア 事業は、出資目的に沿って適正かつ効率的に執行されているか。

イ 会計経理及び財産の管理は適正に行われているか。

ウ 工事の設計、施工及び監督は適正に行われているか。

（公の施設の管理受託団体）

（１）関係局

ア 公の施設の管理委託に関する指導監督は適切に行われているか。

イ 委託金の額及び委託時期は適切か。

（２）団 体

ア 公の施設の管理は目的に沿って適正かつ効率的に行われているか。

イ 委託金に係る会計経理は適正に行われているか。

（補助金等交付団体）

（１）関係局

ア 補助事業に関する指導監督は適切に行われているか。

イ 補助金交付の手続及び時期は適切か。

（２）団 体

ア 補助事業は目的に沿って適正かつ効率的に執行されているか。

イ 補助金に係る会計経理は適正に行われているか。

ウ 工事の設計、施工及び監督は適正に行われているか。
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株式会社沿岸環境開発資源利用センター

第１ 監査対象の概要

１ 事 業 の 内 容

（１）事 業 の 概 要

株式会社沿岸環境開発資源利用センター 以下 会社 という は 東京都 川崎市 横浜（ 「 」 。） 、 、 、

市などの出資により平成６年８月に設立され、地方圏の港湾埋立資源需要と首都圏の建設発生

土の供給とを広域的に調整し、環境に配慮した建設発生土の広域的有効利用による港湾建設を

目的として、次の事業を行っている。

ア 建設発生土等再生資源の有効利用に関する斡旋、仲介
あっせん

イ 建設発生土等再生資源の収受及び譲渡並びに管理

ウ 建設発生土等再生資源の利用方法に関する調査研究等及び広報の受託

（２）都 と の 関 係

都は、会社に対し、資本金１２億円のうち７億円（５８．３ ）を出資している。％

２ 組 織

会社は、事務所を港区海岸三丁目２６番１号（バーク芝浦内）に置き、役員１４名（代表取締

役社長１名 代表取締役専務１名 取締役８名 うち職員兼務２名 非常勤６名 監査役４名 う、 、 （ 、 ）、 （

ち非常勤３名 ）及び職員１０名（うち都派遣職員５名）で、２部をもって構成されている。）

第２ 監査の範囲及び実地監査期間

１ 監 査 の 範 囲

平成９年度（第４期）及び平成１０年度（第５期）の事業について実施した。

２ 実地監査期間

(１）港 湾 局 平成１１年１１月１日及び１９日

(２）会 社 平成１１年１１月１６日から同月１８日まで

第３ 監 査 の 結 果

１ 経営状況について

(１）事業の実績

会社の行っている事業は、建設発生土広域利用事業及びリサイクル事業からなっている。

ア 建設発生土広域利用事業

この事業は、国（運輸省）が主催する「港湾建設資源の広域利用推進協議会」の定める各年

度の「港湾建設資源の広域利用基本計画」及び「同実施計画」に基づき実施するものであり、

会社の主要な事業である。
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イ リサイクル事業

この事業は、建設発生土広域利用事業に含まれていない建設発生土について、会社独自に引

受側自治体等を選定し海上移送業務を実施する資源融通事業である。

会社が平成９年度（第４期）及び平成１０年度（第５期）に実施した建設発生土広域利用事

業の実績は表１のとおりであり、リサイクル推進事業（建設発生土の資源融通）の実績は表２

のとおりである。

(表１) 広域利用事業実績 (単位:ｍ )３

移送先 三河港 石巻港 宿毛湾港 広島港

年度 搬出地 （蒲郡） （出島） 合 計・

東京都 248,237 549,454 152,000 949,691

平成９年度 川崎市 147,135 147,135

横浜市 49,728 32,272 18,000 100,000

計 445,100 581,726 170,000 1,196,826

東京都 186,505 430,725 80,000 260,900 958,130

平成10年度 川崎市 104,140 91,540 195,680

横浜市 60,000 20,000 20,000 100,000

計 350,645 450,725 100,000 352,440 1,253,810

(表２) リサイクル推進事業(建設発生土の資源融通)実績 (単位:ｍ )３

年 度 搬 出 地 移 送 先 移 送 土 量

平成９年度 川崎縦貫線(首都高) 三河港(蒲郡) ４７，５２９

平成１０年度 新大津(横須賀市) 三河港(蒲郡) ８８，０６０

三浦縦貫道(道路公社) 三河港(蒲郡) １６，９５７

（２）経営成績

平成１０年度の経営成績は、別表１比較損益計算書のとおり、収入総額３６億９，３１１万

余円、支出総額３４億４，７４９万余円、差引き２億４，５６１万余円の経常利益を計上し、

税引後の当期利益は１億５，３０４万余円となっている。

平成１０年度の営業収益 売上高 は ３６億８,４８０万余円と前年度に比べ１億３ ０９（ ） 、 ，

２万余円（３．７％）増加している。これは、主に移送量が１２５万３,８１０ｍ と前年度に３

比べ新たに広島港 出島 への移送が開始されたことなどにより５万６ ９８４ｍ 増加したこ（ ） ， ３

とによるものである。

営業費用は、３４億４,７４６万余円と前年度に比べ２億８,９６１万余円（９．２％）増加
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している。これは、販売費及び一般管理費が３億３,７３０万余円と前年度に比べ６,３７４万

余円 １５ ９％ 減少したものの 売上原価が３１億１,０１５万余円と前年度に比べ３億５,（ ． ） 、

３３５万余円（１２．８％）増加したことによるものである。

売上原価の増加は、新たに広島港（出島）への移送が開始されたことによるものであり、販

売費及び一般管理費の減少は 法人事業税 前年度は５,８３７万余円 の科目を変更したこと、 （ ）

などによるものである。

次に営業外損益について見ると、営業外収益は８３０万余円と前年度に比べ４０１万余円減

少している。これは、受取利息及び配当金が公定歩合の低下等を反映して大幅に減少したため

である。

このほか法人税 住民税及び法人事業税は９,２５６万余円と前期に比べ経常利益の減少によ、

り１億１,９８４万余円と大幅に減少している。

、 （ ． ）以上の結果当期利益は １億５,３０４万余円と前年度に比べ４,０７９万余円 ２１ ０％

減少しており、これに前期繰越利益３億３,５６３万余円を加えた当期未処分利益は、４億８,

８６８万余円となっている。

（３）財政状態

平成１０年度末の財政状態は別表２比較貸借対照表のとおりであり 資産総額は２４億９,０、

、 、 。７１万余円 負債総額は８億２０２万余円 資本総額は１６億８,８６８万余円となっている

以上、会社の経営状況等について述べてきたが、平成１０年度の経営成績は、前年度に引続き

当期利益を計上しており、良好なものとなっている。

２ 指 摘 事 項

特に指摘する事項はない。
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(別表1) 比較損益計算書

（単位：千円、％）

区 分 平成１０年度 平成９年度 比較増(△)減

（Ａ） （Ｂ） (C)=(A-B) (C/B) 100×

営業収益 （ａ） 3,684,805 3,553,880 130,925 3.7

経 営 売上高 3,684,805 3,553,880 130,925 3.7

業 営業費用 （ｃ） 3,447,468 3,157,853 289,615 9.2

常 損 売上原価 3,110,159 2,756,802 353,357 12.8

益 販売費及び一般管理費 337,309 401,051 △ 63,742 △ 15.9

損 営業利益（ａ） －（ｃ） 237,336 396,026 △ 158,690 △ 40.1

営業外収益 （ｂ） 8,305 12,321 △ 4,016 △ 32.6営

益 受取利息及び配当金 6,994 10,886 △ 3,892 △ 35.8業

雑収入 1,310 1,435 △ 125 △ 8.7外

の 営業外費用 （ｄ） 25 2,100 △ 2,075 △ 98.8損

部 雑損失 25 2,100 △ 2,075 △ 98.8益

収入総額（ｅ）＝（ａ）＋（ｂ） 3,693,110 3,566,201 126,909 3.6

支出総額（ｆ）＝（ｃ）＋（ｄ） 3,447,493 3,159,953 287,540 9.1

経常利益 （ｅ）－（ｆ） 245,616 406,248 △ 160,632 △ 39.5

法人税、住民税及び事業税 92,568 212,411 △ 119,843 △ 56.4

当期利益 153,047 193,837 △ 40,790 △ 21.0

前期繰越損(△)益 335,635 141,798 193,837 136.7

当期未処分利益 488,682 335,635 153,047 45.6
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(別表2) 比較貸借貸借対照表

（単位：千円、％）

区 分 平成１０ 年度 平成９年度 比較増(△)減

（Ａ） （Ｂ） (C)=(A-B) (C/B) 100×

流 動 資 産 2,307,101 2,055,791 251,310 12.2

現 金 ・ 預 金 1,355,761 1,390,770 △ 35,009 △ 2.5

資 売 掛 金 915,236 667,359 247,877 37.1

その他流動資産 40,680 1,665 39,015 -

貸 倒 引 当 金 △ 4,576 △ 4,004 △ 572 △ 14.3

固 定 資 産 183,611 184,732 △ 1,121 △ 0.6

有形固定資産 138,978 140,599 △ 1,621 △ 1.2

建 物 9,600 10,661 △ 1,061 △ 10.0

構 築 物 119,589 125,883 △ 6,294 △ 5.0

器 具 備 品 9,788 4,054 5,734 141.4

産 無形固定資産 608 608 0 0

電話加入権 608 608 0 0

投 資 等 44,024 43,524 500 1.1

保証金等 44,024 43,524 500 1.1

資 産 合 計 2,490,712 2,240,523 250,189 11.2

流 動 負 債 778,754 681,838 96,916 14.2
買 掛 金 731,985 434,504 297,481 68.5

未払金 31,854 19,361 12,493 64.5

負 末払法人税等 6,722 160,847 △ 154,125 △ 95.8

未払事業税 0 44,915 △ 44,915 △ 100

未払消費税 2,047 13,623 △ 11,576 △ 85.0

預り金 378 2,910 △ 2,532 △ 87.0

賞与引当金 5,766 5,676 90 1.6

固 定 負 債 23,275 23,049 226 1.0

退職給与引当金 2,415 3,549 △ 1,134 △ 32.0

債 役員退職慰労引当金 20,860 19,500 1,360 7.0

負 債 計 802,029 704,887 97,142 13.8

資 本 金 1,200,000 1,200,000 0 0

資 剰 余 金 488,682 335,635 153,047 45.6

当期未処分利益 488,682 335,635 153.047 45.6

本 (うち当期利益) (153,047) (193,837) (△ 40,790) (△ 21.0)

資 本 計 1,688,682 1,535,635 153,047 10.0

資本 ･ 負債 合 計 2,490,712 2,240,523 250,189 11.2
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首 都 高 速 道 路 公 団

第１ 監査対象の概要

１ 事 業 の 内 容

（１）事 業 の 目 的

首都高速道路公団（以下「公団」という。）は、首都高速道路公団法（昭和３４年法律第

１３３号。以下「公団法」という ）に基づき、昭和３４年６月に設立された法人で、東京都。

の区の存する区域及びその周辺の地域において、その通行について料金を徴収することができ

る自動車専用道路（以下「首都高速道路」という ）の新設、改築、維持、修繕その他の管理。

、 、を総合的かつ効率的に行うこと等により 首都高速道路の整備を促進して交通の円滑化を図り

もって首都機能の維持及び増進に資することを目的としている。

（２）事 業 の 現 況

公団は、上記の目的を達成するため、次の事業を行っている。

ア 首都高速道路事業

本事業は、首都高速道路の新設、改築、維持、修繕その他の管理を行うものである。

平成１０年度末における事業の現況は表１のとおりであり、全線供用路線は２９路線、一部

供用区間は、川崎縦貫線について平成９年１２月に浮島町地先（川崎浮島ジャンクション 、）

大宮線について平成１０年５月に与野から美女木間８．０ｋｍをそれぞれ供用している。

また、事業中路線は一部供用区間の残りの区間を含め、９路線、７０．４ｋｍを整備促進し

ている。

なお、供用路線にかかる料金徴収業務については、民間会社１９社に委託している。
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（表１）首都高速道路事業の現況 ( )平成11.3.31現在

区 間 延 長 予算採択 供用予定 総事業費( )
(km) ( )路 線 名 起 点 終 点 年 度 年 度 百万円

１ 号 線 台東区北上野 大田区羽田旭町 21.9 昭和34 昭和44 36,546

 飾 川 口 線 飾区小菅 川口市大字西新井宿 18.5 45 62 162,295

２ 号 線 中央区銀座 品川区戸越 8.5 34 42 22,295

２ 号 分 岐 線 港区麻布十番 同区六本木 1.5 38 42 2,761

３号線 １期 千代田区隼町 渋谷区道玄坂 6.7 35 42 12,795( )
３号線 ２期 渋谷区道玄坂 世田谷区砧公園 7.9 42 46 25,652( )
４号線 １期 中央区八重洲 渋谷区本町 11.4 35 47 47,870( )

全 ４号線 ２期 渋谷区本町 杉並区上高井戸 7.2 42 51 20,186( )
４ 号 分 岐 線 千代田区大手町 中央区日本橋小網町 1.0 36 39 3,588

５号線 １期 千代田区一ツ橋 豊島区池袋 8.1 36 44 27,369( )
線 ５号線 ２期 豊島区池袋 板橋区高島平 9.7 43 平成２ 63,854( )

板 橋 戸 田 線 板橋区高島平 戸田市美女木 3.7 53 ５ 51,761

６号線 １期 中央区日本橋兜町 墨田区堤通 7.9 36 昭和45 28,381( )
供 ６号線 ２期 墨田区堤通 足立区加平 7.7 44 59 115,987( )

足 立 三 郷 線 足立区加平 三郷市番匠免 7.5 46 59 88,740

７ 号 線 墨田区千歳 江戸川区谷河内 10.4 41 45 27,699

用 ８ 号 線 中央区銀座 同区銀座 0.1 35 41 69

９ 号 線 中央区日本橋箱崎町 江東区辰巳 5.3 45 54 51,921

１ １ 号 線 港区海岸 江東区有明 5.0 59 平成５ 183,382

路 飾江戸川線 飾区四つ木 江戸川区臨海町 11.2 48 昭和62 201,953

湾岸線 １期 大田区昭和島 江東区有明 9.7 44 59 111,229( )
湾岸線 ２期 江東区有明 市川市高谷 16.3 47 57 136,306( )

線 湾岸線 ３期 川崎市川崎区浮島町 大田区東海 9.1 58 平成６ 311,173( ) 地先

湾岸線 ４期 横浜市鶴見区大黒ふ頭 川崎市川崎区浮島町 11.5 60 ６ 413,146( ) 地先

横羽線 １期 横浜 神奈川 東神奈川 大田区羽田旭町 13.7 39 昭和43 25,993( ) 市 区

横羽線 ２期 横浜市中区本牧ふ頭 同市神奈川区東神奈川 8.9 42 平成元 104,192( )
横浜高速１号線 横浜市西区高島 同市神奈川区三ﾂ沢西町 2.3 43 昭和52 18,626

横浜高速２号線 横浜市中区元町 同市保土ケ谷区狩場町 7.7 46 平成元 150,839

横浜高速湾岸線 横浜市中区本牧ふ頭 同市鶴見区生麦 7.4 54 元 241,901

計 247.8 2,668,509

一部 大 宮 線 与野市円阿弥 戸田市美女木 8.0 63 10

供用 川 崎 縦 貫 線 同市同区浮島町地先 － 62 9川崎市川崎区浮島町地先

区間 計 8.0

一部供用区間を含む 供用延長 計 （Ａ） 255.8

１号線 ２期 台東区北上野 足立区本木 5.4 62 平成15 155,000( ) ( )
大 宮 線 浦和市大字三浦 戸田市美女木 13.8 63 13 398,280( )

〈 〉8.0

( ) ( ) ( )平成元 14 302,124

事 板 橋 足 立 線 板橋区板橋 足立区江北 7.1

昭和57 － 111,350( )
( ) ( ) ( )業 平成３ 15 714,106

中央環状新宿線 目黒区青葉台 板橋区熊野町 11.0

中 昭和62 15 180,563( )
中央環状品川線 品川区八潮 目黒区青葉台 9.2 平成２ 17 520,000( )

路 湾岸線 ５期 横浜市金沢区並木 同市中区本牧ふ頭 14.6 昭和61 13） 468,620( ) (
川 崎 縦 貫 線 川崎市川崎区富士見 同市同区浮島町地先 7.9 62 14 520,211( )

線 0.0 9( ) ( )川崎市川崎区浮島町地先

横 浜 環 状 線 横浜市鶴見区生麦 同市都筑区川向町 9.4 63 17 305,000( )
湾岸線 １期 江東区青海 品川区八潮 － 平成３ 13 92,000( ) ( )

( )東京港ﾄﾝﾈﾙ付近改良

( )計 78.4 1,016,230

うち一部供用区間を除く事業延長 計 （Ｂ） 70.4 2,751,024

( )1,016,230

合 計 Ａ＋Ｂ 326.2 5,419,533（ ）

(注1) 供用年度の（ ）書きは、しゅん工予定年度である。
(注2) 予算採択年度及び総事業費の（ ）書きは、社会資本整備事業（ＮＴＴ無利子貸付金（Ａ型）を導入し関連街路

等を含めた全体事業の推進を図る制度）によるもので外書きである。
(注3) 事業中路線の下段〈 〉書きは、一部供用区間を示し、内書きである。
(注4) なお、このほか都心新宿線など９路線について、事業化のための路線調査・環境調査等を行っている。
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イ 駐車場事業

本事業は、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）上の都市施設として建設した有料路

外駐車場の維持・管理を行うもので、平成１０年度末における事業規模は、表２のとおり

５駐車場、２,１４５台の収容台数となっている。

なお、料金徴収業務については、民間会社２社に委託している。

（表２）駐 車 場 一 覧

（平成11.3.31現在）

駐 車 場 名 所 在 地 収容台数 平成9年度実績 平成10年度実績

利用台数 料金収入 利用台数 料金収入

中央区銀座八丁目 台 千台 百万円 千台 百万円
汐 留駐車場

港区東新橋一丁目 450 149 327 168 372

兜 町 〃 中央区日本橋兜町一番13号先 983 289 510 306 510

本 町 〃 中央区日本橋本町一・二丁目 312 94 284 91 260

白 魚 橋 〃 中央区銀座一丁目 230 72 185 74 184

千駄ケ谷 〃 渋谷区千駄ケ谷一・四丁目 170 113 222 111 219

計 2,145 717 1,530 750 1,546

ウ 附帯事業

本事業は、２号線高架下の一部（港区東麻布一丁目・同区白金六丁目ほか）に建設した事

務所及び店舗４７戸（建築延面積２，７５６.６ｍ ）､並びに駐車施設（敷地延面積２，２９７．５２

ｍ 、６０台分）の賃貸を行うものである。２

なお、賃貸料の徴収業務については、財団法人首都高速道路協会に委託している。

エ 受託事業

本事業は、地方公共団体の委託により、首都高速道路の建設と密接な関連のある街路等の

、 、 、 、新設 改築を行う受託関連街路事業及び電気 ガス 道路等の各種事業者からの委託により

首都高速道路の新設・改築と併せて施行する負担金等受入建設事業などを行うものである。
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（３）都 と の 関 係

都は、公団法第４条の規定に基づき、公団設立の際１０億円を出資し、以後、都内の首都高

速道路の建設資金コストの低減を図り、建設事業を促進するため、毎年度出資している。

平成９年度及び平成１０年度の出資額はそれぞれ１４７億余円、９９億余円で、平成１０年

度末の累計額は１,４０８億余円となり、資本金（４，９５２億余円）に対する出資割合は、

２８．４％となっている。

また、都は、平成９年度及び平成１０年度に渋滞対策特定都市高速道路整備事業（社会資本

整備事業－板橋足立線、中央環状新宿線）に要する経費として、それぞれ１２９億余円、１６７

（ 、 、 、 ， 、億余円 無利子 ５年据置 １５年均等年賦償還 平成１０年度末の累計額１ ９４１億余円

うち既償還額１９４億余円を含む ）を貸し付けている。。

なお、受託関連街路事業等の建設を委託しており、平成９年度及び平成１０年度にそれぞれ

２１０億余円、１６８億余円（公団負担分１０３億余円、８９億余円を含む ）を支出してい。

る。

２ 組 織

公団は、事務所を千代田区霞が関一丁目４番１号に置き、役員８名（理事長１名、副理事長１

名、理事５名、監事１名）及び職員１,４８３名で、本社は審議役、２室、９部及び工事検査担

当調査役で構成されており、出先事業所は４局及び４部をもって構成されている。

なお、予算、事業計画及び資金計画並びに決算を議決するものとして、管理委員会が設置され

ており、建設大臣の任命する委員７名（うち３名は、公団に出資した地方公共団体の長が共同し

て推薦した者のうちから任命）及び公団理事長によって組織され、平成１１年３月３１日現在で

は、東京都知事、埼玉県知事及び川崎市長が委員に加わっている。
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第２ 監査の範囲及び実地監査期間

１ 監 査 の 範 囲

平成９年度及び平成１０年度の事業について実施した。

２ 実地監査期間

（１）都市計画局 平成１１年１１月１日及び２４日

（２）公 団 平成１１年１１月２日から同月１９日まで

第３ 監査の結果

１ 経営状況について

（１）経営成績

平成１０年度の経営成績は、別表１比較損益計算書のとおり、総収益２,６３２億余円に対

し、総費用は２,６３５億余円で、差引き２億余円の当期損失金を計上している。

事業別の経営成績は、別表２事業別比較損益計算書のとおりであり、高速道路事業において

は収益と費用が均衡している。

これは、首都高速道路の新設、改築、その他の管理に要する費用は料金で償うものとされて

いる（道路整備特別措置法（昭和３１年法律第７号）第１１条）ことから、道路資産への投下

資金の回収のため、高速道路事業における収益が費用を超える額（６８３億余円）を全額、償

還準備金繰入として計上していることによるものである。

以下、事業別にその経営成績について述べる。
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ア 高速道路事業

(ア) 収益について

、 、 （ ． ）平成１０年度の総収益は ２,６１６億余円で 前年度に比較して１２億余円 ０ ５％

増加している。このうち収益の大部分（９９．４％）を占める道路料金収入は、２,５９９

億余円で、前年度に比較して１８億余円（０．７％）増加している。

これは、主として、大宮線の一部を供用開始したことによるものである。

なお、道路料金収入・通行台数等の推移は、表３のとおりである。

（表３）道路料金収入・通行台数及び通行料金の推移

年 度 平成
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 9年度 10年度項 目

(百万円) 224,267 224,760 248,536 267.476 274,729 258.145 259,978
道 路 料 金 収 入

(伸び率 ％) ( 1.6) (0.2) (10.6) (7.6) (2.7) ( 6.0) (0.7)△ △

(千 台) 412,837 406,614 409,826 421,740 424,921 418,732 421,759
通 行 台 数

(伸び率 ％) ( 0.1) ( 1.5) (0.8) (2.9) (0.8) ( 1.5) (0.7)△ △ △

構 成 比 普通車 (％) 91.3 91.5 90.7 90.8 90.9 91.0 91.6

大型車 (％) 8.7 8.5 9.3 9.2 9.1 9.0 8.4

東 普通車 (円) 600 同左 700 同左 同左 同左 同左

通 京 (62.9.10) (6.5.9)
通

線 大型車 (円) 1,200 同左 1,400 同左 同左 同左 同左
常

(62.9.10) (6.5.9)
神

料 普通車 (円) 400 同左 500 同左 同左 同左 同左
奈

行 (60.4. ) (6.5.9)1
金 川

大型車 (円) 800 同左 1,000 同左 同左 同左 同左
線

区 (60.4. ) (6.5.9)1

埼 普通車 (円) 400
料

間 玉 (10.5.18)

線 大型車 (円) 800

(10.5.18)

金 普通車 (円) 200 300 同左 同左 同左 同左
特定料金 同左

(6.5.9)( )58. 2.24

区 間 大型車 (円) 400 同左 600 同左 同左 同左 同左

(6.5.9)( )58. 2.24

(注1) 通行料金の特定料金区間は、１号線の平和島～羽田間及び本町→上野・入谷(下り)間、４号線永福→高井戸
(下り)間、横羽線の羽田～大師間、湾岸線の浮島～湾岸環八・空港中央間、埼玉線の浦和南～美女木間である。

(注2) 通行料金の( )書きは、料金改定年月日である。
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(イ) 費用について

平成１０年度の総費用（償還準備金繰入を除く ）は、１,９３２億余円で、前年度に。

比較して３９億余円（２．０％）減少している。

これは、債券利息等の増により業務外費用が２１億余円（１．９％）増加したものの、

一般管理費が４４億余円（２８．０％ 、事業資産管理費である道路管理費が１６億余円）

（２．６％）それぞれ減少したことによるものである。

一般管理費の減少は、前年度に消費税の追加徴収があったことの影響等によるものであ

り、道路管理費の減少は、主に道路の維持補修にかかる道路修繕費が減少したことによる

ものである。

イ 駐車場事業

平成１０年度の総収益は１５億余円、総費用は１８億余円で、差引き当期損失金が２億余

円となっている。

これを前年度と比較すると、収益は、大部分を占める駐車場料金収入が１５億余円でほぼ

前年度並みであるものの、費用は１億余円（１１．８％）増加している。

費用の増加は、主に汐留駐車場の大規模改修工事の完了に伴い、平成１０年度は駐車場建

設仮勘定がなくなったため、一般管理費が１億余円（９４．１％）増加したことによるもの

である。

この結果、当期損失金は、１億余円（２６５．３％）と大幅に増加している。

ウ 附帯事業

本事業は、２号線高架下の利用を図るものであり、平成１０年度の総費用は７，１００万

余円で、前年度に比べ９００万余円（１４．５％）増加しているものの、総収益は前年度と

同額の６，４００万余円であったため、６００万余円の当期損失金を計上している。
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（２）財政状態

平成１０年度末の財政状態は、別表３比較貸借対照表のとおり、資産総額６兆３,８６１億

余円、負債総額５兆８,８９９億余円、資本総額４,９６２億余円となっている。

ア 資産について

資産は、前年度に比較して３,０６４億余円（５．０％）増加している。

、 、 （ ．これを科目別に見ると 流動資産は５１０億余円であり 前年度に比較して１４億余円 ２

７％）減少している。これは、未収金が８億余円（１３．７％）増加したものの、現金・預金

が２２億余円（４．９％）減少したこと等によるものである。

固定資産は６兆３,０５０億余円であり、前年度に比較して３,０６２億余円（５．１％）増

加している。これは主として、事業資産である道路が２，８６８億余円（７．２％ 、道路建）

設仮勘定が１８５億余円（０．９％）それぞれ増加したことによるものである。

道路の増加は、大宮線の一部を供用開始したことによるものであり、道路建設仮勘定の増加

は、高速道路建設事業、社会資本整備事業及び高速道路改築事業の部分出来高を計上したこと

によるものである。

繰延資産は３００億余円であり、前年度に比べ１５億余円（５．５％）増加している。

イ 負債について

負債は、前年度に比較して２,５８６億余円（４．６％）増加している。

、 、 （ ．これを科目別に見ると 流動負債は５４１億余円であり 前年度に比較して１９億余円 ３

６％）減少している。

これは、未払金が２２億余円（７．２％）増加したものの、未払費用及び仮受金がそれぞれ

２１億余円（１０．７％、４０．１％）減少したこと等によるものである。

固定負債は４兆６,３３５億余円であり、前年度に比較して１,９２３億余円（４．３％）増

加している。

これは、主として、首都高速道路債券が１,８１０億余円（４．６％）増加したことによる

ものである。

なお、首都高速道路債券及び長期借入金の当年度末の残高は、表４のとおりである。

また、償還準備金は、各年度の高速道路事業の収益が費用を超える額の累計額を計上してい

、 、 （ ．るものであり 当年度末で１兆２,０２１億余円となり 前年度に比較して６８３億余円 ６

０％）増加している。
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（表４）首都高速道路債券、長期借入金の状況

( : )単位 百万円

区 分 平成８年度末 平成９年度の状況 平成１０年度の状況 平成１０年度末

残 高 償 還 発行･借入 償 還 発行･借入 残 高

首都高速道路債券

政 府 保 証 債 155,360 0 12,300 0 40,200 207,860

縁 故 債 197,540 11,590 0 16,500 10,000 179,450

政 府 引 受 債 3,375,750 225,250 436,530 257,010 404,400 3,734,420

小 計 3,728,650 236,840 448,830 273,510 454,600 4,121,730

長 期 借 入 金 422,764 34,450 35,860 34,764 45,904 435,313

計 4,151,414 271,290 484,690 308,274 500,504 4,557,043

（注）平成10年度の長期借入金借入額のうち３３４億４００万円は、社会資本整備事業借入金

である。

ウ 資本について

資本金は、４,９５２億余円であり、前年度に比較して４８０億円（１０．７％）増加し

ている。

これは、国２４０億円、地方公共団体２４０億円（うち東京都９９億余円）の出資があっ

たことによるものである。

また、利益剰余金は、駐車場事業及び附帯事業から生じたもので、当期は２億余円

（２２．４％）減少して９億余円となっている。
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エ 資金収支について

平成１０年度の資金収支は表５のとおりである。

資金収支のうち本勘定について見ると、収入額は８,６０４億余円であり、その主なもの

は首都高速道路債券４,５２４億余円、料金等収入２,５７５億余円である。

これに対する支出額は８,２２５億余円で、その主なものは業務外支出（債券・借入金の

償還及び支払利息等）４,７３６億余円、高速道路建設事業費１,１３３億余円であり、この

結果、翌年度繰越額は３７８億余円となっている。

また、受託業務勘定について見ると、収入額は３４３億余円であり、その主なものは関連

街路受託収入２０３億余円である。

、 、 、 、一方 支出額は２８２億余円であり その主なものは 受託関連街路建設費１８１億余円

。 、 。負担金等受入建設費８８億余円である この結果 翌年度繰越額は６１億余円となっている

なお、両勘定を合わせた翌年度繰越額は、４４０億余円となっている。
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（表５）平成１０年度資金収支表

(単位:百万円)

支 出 収 入

本 勘 定 本 勘 定

高 速 道 路 建 設 事 業 費 113,302 前 年 度 か ら の 繰 越 41,074

社 会 資 本 整 備 事 業 費 37,236 料 金 等 収 入 257,546

着 工 準 備 費 73 出 資 金 受 入 48,000

高 速 道 路 改 築 事 業 費 58,754 政 府 出 資 金 24,000

関 連 街 路 分 担 金 1,533 地方公共団体出資金 24,000

調 査 費 1,084 社会資本整備事業収入 33,404

維 持 修 繕 費 36,320 政 府 借 入 金 16,702

関連公共施設等整備助成金 135 地方公共団体借入金 16,702

業 務 管 理 費 27,091 首 都 高 速 道 路 債 券 452,496

給 与 関 係 諸 費 17,134 民 間 借 入 金 12,500

一 般 管 理 諸 費 7,239 利 息 収 入 86

業 務 外 支 出 473,629 雑 収 入 1,382

13,861 未 収 金 5,705社会資本整備事業借入金償還金

未 払 金 26,716 そ の 他 8,219

そ の 他 8,453

小 計 822,567

翌 年 度 へ の 繰 越 37,849

計 860,417 計 860,417

受 託 業 務 勘 定 受 託 業 務 勘 定

受 託 関 連 街 路 建 設 費 18,118 前 年 度 か ら 繰 越 5,198

負 担 金 等 受 入 建 設 費 8,896 関 連 街 路 受 託 収 入 20,302

転 貸 資 金 貸 付 金 0 負 担 金 等 受 入 8,690

転貸資金借入金償還金 8 転 貸 資 金 借 入 金 0

未 払 金 1,185 転 貸 資 金 貸 付 回 収 金 8

小 計 28,208 未 収 金 164

翌 年 度 へ の 繰 越 6,155

計 34,364 計 34,364

合 計 894,781 合 計 894,781
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２ 建設改良事業について

建設改良事業は、高速道路建設事業、社会資本整備事業、高速道路改築事業及び受託事業に区

分され、平成１０年度の実施状況は次のとおりである。

（１）高速道路建設事業及び社会資本整備事業について

この事業は、建設大臣の指示する基本計画（公団法第３０条）に基づき、首都高速道路の建

設を行うものである。

平成１０年度の執行状況は、表６のとおり、高速道路建設事業と社会資本整備事業とを合わ

せて予算現額２,２６７億余円に対して、執行額は、湾岸線（５期 、中央環状新宿線等９路）

線の建設により１,６０５億余円、執行率７０．８％となっている。

都内主要路線の建設について見ると、１号線（２期 、中央環状品川線及び湾岸線（１期））

については、建設大臣の事業計画認可（昭和６２年度、平成２年度及び平成３年度）はなされ

ているものの、関係機関と調整中であるため都市計画決定にいたっていないことや計画内容の

変更により全額未執行となっている。

板橋足立線は、関係機関及び地元との調整に日時を要したため執行率が６０．４％であり、

また、中央環状新宿線のうち、高速道路建設事業分は用地取得遅延、施工方法見直しに伴う発

注繰延等により、執行率は３１．１％にとどまっている。
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(表6) 高速道路建設事業及び社会資本整備事業の執行状況

(別シート)
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（２）高速道路改築事業

この事業は、既に供用している路線について、出入口の増改築を行うほか、沿道環境整備、

交通管制施設の整備、防災対策等を行うものである。

平成１０年度の執行状況は表７のとおり、予算現額１,３４５億余円に対し、執行額は７２４

億余円で、執行率は５３．９％となっている。

執行率が５３．９％にとどまったことの主な理由は、出入口増設等、道路・交通管理等施設

については、地元及び関係機関との調整に日時を要したこと、ＥＴＣ（有料道路自動料金収受

システム）導入に向けて機器仕様の決定に日時を要したことなどにより、事業が予定どおり進

ちょくしなかったものであり、沿道環境対策及び防災対策については、耐震補強工事後、一般

街路の規制を伴う改築工事において他事業者が行う工事との工程調整を図ったことなどにより

不用額を生じたためである。

（表７）平成１０年度高速道路改築事業執行状況

(単位:百万円)

事 業 内 容 予 算 現 額 執 行 額 執 行 率 主な事業内容

出 入 口 増 設 等 8,873 5,746 64.8％ 新木場西ＪＣＴ間改良、

西出入口改修､一ツ橋出口

沿 道 環 境 対 策 24,682 11,798 47.8 新型遮音壁の設置、裏面吸音

板設置等

道路・交通管理等施設 23,840 12,817 53.8 交通管制施設、受配電施設

防 災 対 策 等 77,103 42,129 54.6 床組構造改築、支承耐震性向

上対策等

計 134,500 72,492 53.9

（３）受託事業

この事業は、①公団が首都高速道路を建設する際、関連街路、付属街路の建設事業を関係機

関から受託し整備する受託関連街路事業、②事業者との委託協定に基づき負担金等を受け入れ

て施行する公団事業に関連する工事及び電気・ガス管の敷設工事等の負担金等受入建設事業を

行うものである。
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平成１０年度の執行状況は、表８のとおり、受託関連街路事業が２０８億余円、負担金等受

入建設事業が１０４億余円となっている。

（表８）平成１０年度受託事業執行状況

(単位:百万円)

区 分 委 託 者 執 行 額 摘 要

東京都 建設局 16,851 中央環状新宿線等関連街路（ ）

受 託 関 連 街 路 事 業 5 板橋足立線等付属街路

埼玉県・大宮市 4,041 大宮線関連街路

計 20,898

東京都 建設局 1,921 ５号線等（ 、

下水道局等）

負担金等受入建設事業 建 設 省 6,843 湾岸線（５期 、川崎縦貫線等）

日本道路公団 462 板橋戸田線等

そ の 他 1,266 湾岸線（５期）等

計 10,494

合 計 31,393

（４）平成９年度及び平成１０年度の主な工事

今回の監査対象工事のうち主なものは、表９のとおりである。

（表９）主な工事

（ ）単位：百万円

区 分 工 事 件 名 工 事 期 間 金 額

社会資本整備 ＳＪ３５工区（１）山留壁工事 平成 ９．１２． ９

建設費 （その２） ～平成１２． ７．２５ １，２８１

高速道路改築 箱崎管理施設改築工事 平成１０． ６．１９

費 ～平成１２． ９． ５ ２，２３９

高速道路改築 交通管制中央装置工事 平成 ８． １．２５

費 ～平成１０． ３．１４ ６，２２８

以上、公団の経営状況及び建設改良事業について述べてきたが、事業は出資目的に沿って適正に運

営されていると認められるものの、別項指摘事項にあるとおり、今後、改善が望まれる事項が認めら

れた。
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３ 指 摘 事 項

（１）公 団 関 係

ア 経費の節約に努めるべきもの

公団は、出先事業所の電子計算機室及び一般室の室温調整を図るため、表１０のとおり冷却

塔を設置している。

ところで、東京都下水道条例（昭和３４年東京都条例第８９号）によれば 「使用する水の、

量が公共下水道に排除する汚水の量と著しく異なる場合には、その営業に伴い使用する水量の

うち公共下水道に排除されない水量を申告することができる （第１７条）と規定されてい。」

ることから、量水器により測定した減水量相当額は下水道料金が軽減されることとなる。

公団は、量水器を設置し経費の節約に努められたい。

（表１０）出先事業所の冷却塔設置状況

庁 舎 名 冷却能力 ﾄﾝ 台数 用 途 運 転 方 式( )

東京第１管理部 100 ２台 電算室系統 ２台交互運転

70 ２台 一般系統 ２台並列運転

東京第一保全部 80 ２台 一般系統 ２台並列運転

－50 １台 一般系統

木 場 庁 舎 100 ２台 電算室系統 ２台交互運転

30 ２台 一般系統 ２台並列運転

イ 地中連続壁工事におけるトレミー管損料の積算を慎重に行うべきもの

ＳＪ３５工区（１）山留壁工事（その２ （渋谷区本町三丁目、中野区弥生町一丁目、工期）

：平成９．１２．９～平成１２．７．２５、請負金額：１２億８，１００万円）は、首都高速

中央環状新宿線の整備計画に基づき、箱型トンネルを建設するため山留を兼ねた側壁の一部で

ある地中連続壁（厚さ１．２ｍ、深さ５０．５ｍ～５９．２ｍ、延長１０８ｍ、鉄筋コンクリ

ート造）を築造するものである。

このうち、コンクリート打設に用いるトレミー管損料の積算について見ると、先行エレメン

ト部に２組、後行エレメント部に１組の損料を計上している。

しかしながら、この工事の施工順序は、図１のように分割（２３エレメント）し、先行エレ

、 、メントを施工した後 先行エレメントに挟まれた箇所の後行エレメントを施工するものであり

両エレメントのコンクリートを同時に打設することはない。

このことから、後行エレメントに使用するトレミー管は、先行エレメント築造に使用するト

レミー管を転用できるため、損料を別途計上する必要のないものであり、積算額約２４５万円

が過大なものとなっている。

地中連続壁工事におけるトレミー管損料の積算を慎重に行われたい。
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（注）トレミー管： 水中コンクリートの打設に使用される鋼製の管

エレメント： コンクリートを１度に打設するブロックの単位

（図１）施 工 分 割 概 略 図

1.2m

6.4m 2.8m

先行エレメント

後行エレメント

2.8m 6.4m 6.4m

50
.5

～
59
.2
m



-24-

（別表１）比 較 損 益 計 算 書

費 用 の 部

平成１０年度 平 成 ９ 年 度 増 △ 減 増 減 率( )

勘 定 科 目 ％

(A) (B) (A B) (A-B)/B－

経 常 費 用 263,558 262,085 1,473 0.6

事 業 資 産 管 理 費 65,155 66,904 △ 1,749 △ 2.6

道 路 管 理 費 63,893 65,584 △ 1,691 △ 2.6

駐 車 場 管 理 費 1,225 1,283 △ 58 △ 4.5

附 帯 事 業 施 設 管 理 費 36 36 0 0

一 般 管 理 費 11,812 16,104 △ 4,292 △ 26.7

一 般 管 理 費 10,114 14,653 △ 4,539 △ 31.0

退 職 給 与 引 当 金 繰 入 769 639 130 20.3

減 価 償 却 費 927 812 115 14.2

償 還 準 備 金 繰 入 68,324 63,081 5,243 8.3

事 業 資 産 減 価 償 却 費 238 162 76 46.9

駐 車 場 減 価 償 却 費 233 157 76 48.4

附帯事業施設減価償却費 5 4 1 25.0

業 務 外 費 用 118,026 115,831 2,195 1.9

債 券 利 息 113,506 112,025 1,481 1.3

借 入 金 利 息 1,147 1,391 △ 244 △ 17.5

債 券 発 行 差 金 償 却 2,192 2,106 86 4.1

調 査 費 償 却 79 68 11 16.2

雑 損 1,100 239 861 360.3

費 用 合 計 263,558 262,085 1,473 0.6( )

当 期 利 益 金 － － － －

合 計 263,558 262,085 1,473 0.6

（注）当期損失金は、駐車場及び附帯事業施設に係るものであり、首都高速道路公団法第３６

条第２項の規定により積立金を減額して整理する。
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（単位 百万円）:

収 益 の 部

平成１０年度 平 成 ９ 年 度 増 △ 減 増 減 率( )

勘 定 科 目 ％

(C) (D) (C D) (C-D)/D－

経 常 収 益 263,277 262,011 1,266 0.5

業 務 収 入 262,893 260,991 1,902 0.7

道 路 料 金 収 入 259,977 258,144 1,833 0.7

駐 車 場 料 金 収 入 1,546 1,530 16 1.0

附 帯 事 業 施 設 収 入 64 64 0 0

業 務 雑 収 入 1,303 1,251 52 4.2

業 務 外 収 益 384 1,020 △ 636 △ 62.4

受 取 利 息 52 69 △ 17 △ 24.6

雑 益 331 951 △ 620 △ 65.2

収 入 合 計 263,277 262,011 1,266 0.5( )

当 期 損 失 金 281 73 208 284.9

合 計 263,558 262,085 1,473 0.6
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（別表２）事 業 別 比 較 損 益 計 算 書

事 業 名 高 速 道 路 事 業

年 度 平成１０年度 平 成 ９ 年 度 増 △ 減 増減率( )
(A) (B) (A B) (A-B)/B勘定科目 －

経 常 費 用 261,614 260,349 1,265 0.5％

事 業 資 産 管 理 費 63,893 65,584 △ 1,691 △ 2.6

道 路 管 理 費 63,893 65,584 △ 1,691 △ 2.6

駐車場管理費 － － － －

附帯事業施設管理費 － － － －

費 一 般 管 理 費 11,462 15,913 △ 4,451 △ 28.0

一 般 管 理 費 9,830 14,498 △ 4,668 △ 32.2

退職給与引当金繰入 746 636 110 17.3

減 価 償 却 費 885 778 107 13.8

用 償 還 準 備 金 繰 入 68,324 63,081 5,243 8.3

事業資産減価償却費 － － － －

駐車場減価償却費 － － － －

－ － － －附帯事業施設減価償却費

の 業 務 外 費 用 117,932 115,769 2,163 1.9

債 券 利 息 113,427 111,971 1,456 1.3

借 入 金 利 息 1,145 1,389 △ 244 △ 17.6

債券発行差金償却 2,191 2,105 86 4.1

部 調 査 費 償 却 79 68 11 16.2

雑 損 1,088 233 855 367.0

費 用 合 計 261,614 260,349 1,265 0.5( )
193,289 197,267 △ 3,978 △ 2.0( )償還準備金を除く費用合計

当 期 利 益 金 － － － －

合 計 261,614 260,349 1,265 0.5

経 常 収 益 261,614 260,349 1,265 0.5

業 務 収 入 261,232 259,361 1,871 0.7

収 道路料金収入 259,977 258,144 1,833 0.7

駐車場料金収入 － － － －

益 附帯事業施設収入 － － － －

業 務 雑 収 入 1,254 1,217 37 3.0

の 業 務 外 収 益 381 987 △ 606 △ 61.4

受 取 利 息 50 67 △ 17 △ 25.4

部 雑 益 330 919 △ 589 △ 64.1

当 期 損 失 金 － － － －

合 計 261,614 260,349 1,265 0.5
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（単位：百万円）

駐 車 場 事 業 附 帯 事 業

平成１０年度 平 成 ９ 年 度 増 △ 減 増減率 平成10年度 平成９年度 増 △ 減 増減率( ) ( )
(C) (D) (C D) (C-D)/D (E) (F) (E F) (E-F)/F－ －

% %1,872 1,674 198 11.8 71 62 9 14.5

1,225 1,283 △ 58 △ 4.5 36 36 0 0

－ － － － － － － －

1,225 1,283 △ 58 △ 4.5 － － － －

－ － － － 36 36 0 0

330 170 160 94.1 20 20 0 0

266 136 130 95.6 17 18 △ 1 5.6△

21 0 21 － 1 2 △ 1 50.0△

41 33 8 24.2 0 0 0 －

－ － － － － － － －

233 157 76 48.4 5 4 1 25.0

233 157 76 48.4 － － － －

－ － － 5 4 1 25.0

83 61 22 36.1 10 0 10 －

78 54 24 44.4 － － － －

1 1 0 0 － － － －

0 0 0 － － － － －

－ － － － － － － －

2 5 △ 3 △60.0 10 0 10 －

1,872 1,674 198 11.8 71 62 9 14.5

1,872 1,674 198 11.8 71 62 9 14.5

－ － － － － 1 △ 1 100△

1,872 1,674 198 11.8 71 64 7 10.9

1,598 1,598 0 0 64 64 0 0

1,595 1,565 30 1.9 64 64 0 0

－ － － － － － － －

1,546 1,530 16 1.0 － － － －

－ － － － 64 64 0 0

49 34 15 44.1 0 0 0 －

2 32 △ 30 △93.8 0 0 0 －

1 1 0 0 0 0 0 －

0 31 △ 31 100 0 0 0 －△

274 75 199 265.3 6 － 6 －

1,872 1,674 198 11.8 71 64 7 10.9
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（別表３）比 較 貸 借 対 照 表

資 産 の 部

平成１０年度 平 成 ９ 年 度 増 △ 減 増 減 率( )
勘 定 科 目

(A) (B) (A B) (A B)/B－ －

流 動 資 産 51,099 52,507 △ 1,408 △ 2.7％

現 金 ・ 預 金 44,005 46,273 △ 2,268 △ 4.9

原 材 料 ・ 貯 蔵 品 135 109 26 23.9

前 払 費 用 5 5 0 0

未 収 収 益 0 1 △ 1 △ 100

未 収 金 6,953 6,117 836 13.7

そ の 他 の 流 動 資 産 － 0 － 0

固 定 資 産 6,305,016 5,998,766 306,250 5.1

事 業 資 産 4,286,637 4,000,059 286,578 7.2

道 路 4,281,167 3,994,367 286,800 7.2

駐 車 場 5,454 5,670 △ 216 △ 3.8

附 帯 事 業 施 設 15 21 △ 6 △ 28.6

事業資産建設仮勘定 1,997,431 1,978,876 18,555 0.9

道 路 建 設 仮 勘 定 1,997,431 1,978,876 18,555 0.9

有 形 固 定 資 産 20,031 18,798 1,233 6.6

建 物 15,102 13,781 1,321 9.6

構 築 物 80 82 △ 2 △ 2.4

機 械 ・ 装 置 308 248 60 24.2

車 両 ・ 運 搬 具 821 870 △ 49 △ 5.6

工 具 ・ 器 具 ・ 備 品 407 432 △ 25 △ 5.8

土 地 3,310 3,216 94 2.9

建 設 仮 勘 定 － 167 △ 167 △ 100

無 形 固 定 資 産 30 30 0 0

電 話 加 入 権 7 7 0 0

その他の無形固定資産 23 23 0 0

投 資 そ の 他 の 資 産 885 1,001 △ 116 △ 11.6

転 貸 資 金 貸 付 金 24 32 △ 8 △ 25.0

敷 金 ・ 保 証 金 860 969 △ 109 △ 11.2

繰 延 資 産 30,057 28,492 1,565 5.5

債 券 発 行 差 金 17,919 17,305 614 3.5

調 査 費 12,137 11,187 950 8.5

資 産 合 計 6,386,174 6,079,767 306,407 5.0

（注）平成９年度末及び平成１０年度末の有形固定資産の減価償却累計額は、それぞれ7,431

百万円、8,236百万円である。
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（単位：百万円）

負 債 及 び 資 本 の 部

平成１０年度 平 成 ９ 年 度 増 △ 減 増 減 率( )
勘 定 科 目

(C) (D) (C D) (C D)/D－ －

流 動 負 債 54,158 56,156 △ 1,998 △ 3.6％

未 払 金 33,097 30,878 2,219 7.2

未 払 費 用 17,493 19,594 △ 2,101 △ 10.7

預 り 金 203 193 10 5.2

前 受 収 益 197 207 △ 10 △ 4.8

仮 受 金 3,165 5,282 △ 2,117 △ 40.1

固 定 負 債 4,633,573 4,441,212 192,361 4.3

首 都 高 速 道 路 債 券 4,121,730 3,940,640 181,090 4.6

長 期 借 入 金 435,313 424,173 11,140 2.6

転 貸 資 金 借 入 金 24 32 △ 8 △ 25.0

退 職 給 与 引 当 金 16,452 16,314 138 0.8

資 産 見 返 交 付 金 60,052 60,052 0 0

特別法上の引当金等 1,202,172 1,133,847 68,325 6.0

償 還 準 備 金 1,202,172 1,133,847 68,325 6.0

負 債 合 計 5,889,904 5,631,216 258,688 4.6( )
資 本 金 495,294 447,294 48,000 10.7

政 府 出 資 金 247,647 223,647 24,000 10.7

地方公共団体出資金 247,647 223,647 24,000 10.7

剰 余 金 975 1,256 △ 281 △ 22.4

利 益 剰 余 金 975 1,256 △ 281 △ 22.4

積 立 金 1,256 1,330 △ 74 △ 5.6

当期利益 △損失 金 △ 281 △ 73 208 284.9( )
資 本 合 計 496,269 448,550 47,719 10.6( )

負 債 資 本 合 計 6,386,174 6,079,767 306,407 5.0・



( 表 6 ) 高 速 道 路 建 設 事 業 及 び 社 会 資 本 整 備 事 業 の 執 行 状 況

(単位百万円):
項 目 平 成 １ ０ 年 度 の 事 業 執 行 状 況 総 事 業 費 に 対 す る 事 業 進 ち ょ く 状 況

平成10年度までの 予算採択 完 成

予 算 現 額 執 行 額 執行率 主 な 事 業 内 容 総 事 業 費 執 行 額 残 事 業 費 進 率 予 定ちょく

路線名 ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( － ) ( ) 年 度 年 度A B B/A C D C D D/C
１号線( 2期 ) 200 0 0 ％ 155,000 0 155,000 0 ％ 昭和62 平成15

54,992 42,313 76.9 与野ＪＣＴ部上下部工事、 398,280 304,582 93,698 76.5 63 13

大 宮 線 さいたま新都心部トンネル

工事、用地買収

(26,530) (16,012) (60.4) 飛鳥山トンネル工事、石神井 (302,124) (234,265) ( 67,859) (77.5) (平成元) ( 14)

板 橋 足 立 線 川沿い上下部工事

0 0 － 111,350 111,350 0 100.0 昭和57 －

(34,962) (24,318) (69.6) 西新宿付近のトンネル工事、 (714,106) (292,891) (421,215) (41.0) (平成３) ( 15)

関連街路整備

中央環状新宿線 13,895 4,316 31.1 中野坂上付近トンネル、要町 180,563 41,924 138,639 23.2 昭和62 15

付近山留壁工事、地下鉄12号

線同時施工部工事

中央環状品川線 200 0 0 520,000 0 520,000 0 平成２ 17

湾岸線( 5期 ) 46,246 42,945 92.9 間門･新森町付近上下部工事､ 468,620 395,059 73,561 84.3 昭和61 13

用地買収

川 崎 縦 貫 線 49,338 30,607 62.0 浮島町・殿町付近上下部工事 520,211 364,437 155,774 70.1 62 14

用地買収

横 浜 環 状 線 200 0 0 305,000 0 305,000 0 63 17

湾岸線( 1期 ) 200 0 0 92,000 0 92,000 0 平成３ 13

(東京港ﾄﾝﾈﾙ付近改良)

(61,492) (40,330) (65.6) (1,016,230) (527,156) (489,074) (51.9)

計 － －

165,273 120,183 72.7 2,751,024 1,217,354 1,533,670 44.3

合 計 226,765 160,513 70.8 3,767,254 1,744,511 2,022,743 46.3 － －

(注) ( )書きは、社会資本整備事業によるもので外書きである。
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城南マグネグループほか１０団体

第１ 監査対象の概要

１ 事 業 の 内 容

（１）事 業 の 概 要

城南マグネグループほか１０団体の事業の概要は表１のとおりである。

（表１）各団体の事業の概要
団 体 名 設 立 設 置 目 的 構 成 員 の 業 種
（設 置 年 月 日） 根 拠

城南マグネグループ 城南マ マグネシウムダイカストの鋳造技術 ダイカスト素材、金型及
（平成10. 8. 5） グネグ 開発を通じて、地域産業の活性化を び周辺機器等の製造、検

ループ 図る。 査・試験装置の設計開発
規 約

古紙新規用途開発 古紙新 古紙の製紙原料以外の用途開発を行 古紙回収及び卸業
グループ 規用途 うことで、古紙の需要拡大と円滑な

。(平成10.11.18) 開発グ 古紙リサイクルシステムに寄与する
ループ
規 約

東京婦人子供服工業 中 小 組合員の相互扶助の精神に基づき、 成人女子・少女服製造業
組合 企業等 組合員のために必要な事業を行い、

(昭和34. 6.10) 協 同 もって組合員の自主的な経済活動を
東日本袋物工業組合 組合法 促進し、かつ、その経済的地位の向 袋物製造業

(昭和50.11.20) (昭和 上を図る。
24年

東京ネームプレート 法律第 ネームプレート製造業
工業協同組合 181号)

(昭和22.9.13)
東京漬物水産加工食品 煮豆・惣菜・佃煮製造小
協同組合 売業

(昭和24.12.2)
東京測量調査設計事業 測量・土木設計
協同組合

(平成 7.7.26)
日本木工機械協同組合 製材機械・合板機械・木

(昭和26.5.25) 工機械製造、販売

東京織物卸商業組合 織物卸売業
(明治35.10. 1)

ＮＣ－ネットワーク ＮＣ－ 機械加工技術等資源データの共通化 金属プレス、バネ加工、、
グループ ネット 共有化により、生産性の向上及び受 板バネ加工、金型加工、

(平成9.5.28) ワーク 注の拡大を図る。 精密研磨、板金、ボイラ
グルー ー製作
プ規約

ＯＫグループ ＯＫグ 国際化時代における国内製造業、と ニット製品製造販売業
(平成7.8.21) ループ りわけ都市型製造業としての存立条

規 約 件の確立を目指し、もって会員の業
態開発促進に貢献する。

（２）都 と の 関 係

都は、各団体が行う事業に対し､表２の補助金を交付しており、その団体別交付額は表３の

とおりとなっている。
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（表２）補 助 事 業

補助事業名(補助要綱名) 補 助 目 的 補 助 率 等

①地場産業等構造高度化 製造業の厳しい立地環境 国際化 情報化 補助率 10／10以内、 、 、

対策事業（東京都地場産 技術革新等の変化に対処して、業界団体が 限度額 2,000万円

業等構造高度化対策事業 中長期的展望に基づいて実施する戦略事業 平成10年度をもって

費補助金交付要綱） に助成する。 終了

②中小企業業種別活性化 中小企業が直面する経済環境の激変に対処 補助率 1／2以内

対策事業（東京都中小企 するため、業界団体及び企業グループがこ 限度額 2,000万円

業業種別活性化対策事業 れらの課題の解決に向けて、企業活動を活 (2年間)

費補助金交付要綱） 性化させるための事業に助成する。

③繊維産業構造改善事業 繊維産業関連グループが、業界における経 補助率 10／10以内

（東京都繊維産業等構造 済的諸条件の変化に対応して、情報化、新 ( 1/2､ 1/2)負担割合 国補 都補

改善対策事業費補助金交 製品の開発、デザイン高度化等を目的とし 新商品開発能力育成

付要綱） て行う事業に助成する。 事業 ( 12,490 )限度額 千円

デザイン高度化事業

( 9,180 )限度額 千円

（表３）団体別交付額 （単位：千円）

団 体 名 事業名 実 績 平成９年度 平成１０年度

城南マグネグループ ② 49,927補助対象事業費

活性化 補助額 20,000（ ）

古紙新規用途開発グループ ② 45,936補助対象事業費

活性化 補助額 20,000（ ）

東京婦人子供服工業組合 ② 62,381 58,986補助対象事業費

活性化 補助額 20,000 20,000（ ）

東日本袋物工業組合 ① 20,810補助対象事業費

地 場 補助額 20,000（ ）

東京ネームプレート工業協同 ① 21,713補助対象事業費

組合 地 場 補助額 20,000（ ）

東京漬物水産加工食品協同組合 ① 20,459補助対象事業費

地 場 補助額 20,000（ ）

② 8,698補助対象事業費

活性化 補助額 4,284（ ）

東京測量調査設計事業協同組合 ② 40,512補助対象事業費

活性化 補助額 20,000（ ）

日本木工機械協同組合 ② 13,187 25,231補助対象事業費

活性化 補助額 6,356 12,474（ ）

東京織物卸商業組合 ② 29,230補助対象事業費

活性化 補助額 14,614（ ）

ＮＣ－ネットワークグループ ② 30,920 26,999補助対象事業費

活性化 補助額 14,077 13,479（ ）

ＯＫグループ ③ 21,112 20,733補助対象事業費

繊 維 補助額 12,138 10,923（ ）

（凡例） ①（地 場 ：地場産業等構造高度化対策事業）

②（活性化 ：中小企業業種別活性化対策事業）

③（繊 維 ：繊維産業構造改善対策事業）
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２ 組 織

監査対象団体の組織は表４のとおりである。

（ 表 ４ ） 団 体 別 所 在 地 、 構 成 員 数 及 び 役 職 員 数 一 覧 （ 平 成 １ １ ． ３ ． ３ １ 現 在 ）

構 成 役 職 員 数

団 体 名 所 在 地 員 数 理 事 副 理 事 理 事 監 事 事 務 職 員

長 長 局 長

城 南 マ グ ネ グ ル ー プ 大 田 区 下 丸 子

２ － ２ ０ － ８ 4 1 3

古 紙 新 規 用 途 開 発 グ ル ー プ 文 京 区 小 石 川

３ － ３ ９ － ６ 16 1 3 1 2

東 京 婦 人 子 供 服 工 業 組 合 千 代 田 区 岩 本

町 ２ － ４ － ９ 29 7 1 5 2 1 3 1 3

東 日 本 袋 物 工 業 組 合 台 東 区 柳 橋

2－ 16－ 14 3 2 8 1 4 3 3 2 1 4

東 京 ネ ー ム プ レ ー ト 工 業 協 台 東 区 竜 泉

同 組 合 １ － ２ ８ － ４ 88 1 2 2 2 2 1

東 京 漬 物 水 産 加 工 食 品 協 同 中 央 区 築 地

組 合 ５ － ２ － １ 20 5 1 2 1 1 2 1 1

東 京 測 量 調 査 設 計 事 業 協 同 新 宿 区 西 新 宿

組 合 ３ － ９ － １ ４ 16 1 1 8 2 1 2

日 本 木 工 機 械 協 同 組 合 江 東 区 木 場 5- 3

- 8 9 2 1 2 1 1 2 1 1

東 京 織 物 卸 商 業 組 合 中 央 区 日 本 橋

堀 留 町 1- 9 - 6 3 6 4 1 3 3 3 3 1 1 0

Ｎ Ｃ － ネ ッ ト ワ ー ク グ ル ー プ  飾 区 金 町

１ － ２ ３ － ２ 9 1 2 1

Ｏ Ｋ グ ル ー プ 墨 田 区 両 国

３ － ４ － ９ 4 1 1 2 1
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第２ 監査の範囲及び実地監査期間

１ 監 査 の 範 囲

平成９年度及び平成１０年度の補助事業について実施した。

２ 実施監査期間

（１）労働経済局 平成１１年１１月１６日及び同年１２月３日

（２）団 体

団 体 名 実 地 監 査 日

城南マグネグループ 平成１１年１１月１８日

古紙新規用途開発グループ

東京婦人子供服工業組合 平成１１年１１月１９日

東日本袋物工業組合

東京ネームプレート工業協同組合 平成１１年１１月２５日

東京漬物水産加工食品協同組合

東京測量調査設計事業協同組合 平成１１年１１月２９日

日本木工機械協同組合

東京織物卸商業組合 平成１１年１１月３０日

ＮＣ－ネットワークグループ

ＯＫグループ 平成１１年１２月 １日

第３ 監 査 の 結 果

１ 事業実績について

各団体の平成９年度及び平成１０年度における補助事業の主な実績は、表５のとおりであり、

事業は、補助目的に沿って適正に執行されている。

２ 指 摘 事 項

特に指摘する事項はない。
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（表５）団体別主な補助事業実績

団 体 名 年 度 主 な 事 業 内 容

城南マグネグループ １０ ・マグネシウム鋳造技術の安全性(防燃技術)の確立平成 年度

（活性化） ・鋳造技術と金型設計法案の開発

古紙新規用途開発グループ １０ ・古紙を利用した家畜用敷料の開発

（活性化）

東京婦人子供服工業組合 ９ ・東京ファッションウィークにおける東京ブランド

（活性化） 新作発表会

１０ ・東京ファッションウィークにおける東京ブランド

（活性化） 新作発表会

東日本袋物工業組合 ９ ・技術・テザイン高度化事業

（地 場） ・新販路等需要開拓事業

・人材確保・育成事業・業界ＰＲ事業

東京ネームプレート工業協同 ９ ・業際化・国際化事業

組合 （地 場） ・技術・テザイン高度化事業

・新販路等需要開拓事業

・人材確保育成事業

東京漬物水産加工食品 ９ ・技術・テザイン等高度化事業

協同組合 （地 場） ・需要開拓事業

・人材確保育成研修事業

・店舗改善調査事業・普及情報事業

１０ ・人材確保育成研修事業

（活性化） ・需要開拓事業

・普及情報事業

東京測量調査設計事業 ９ ・道路管理システム及び下水道管理システムの構築

協同組合 （活性化）

日本木工機械協同組合 ９ ・東京国際木工機械展の充実

（活性化） ・国際化と国際競争力の強化（海外展参加、海外市

場調査、ホームページ作成）

１０ ・東京国際木工機械展の開催

（活性化） ・国際化と国際競争力の強化（海外展参加、海外市

場調査、ホームページ作成）

東京織物卸商業組合 １０ ・ きものファッション東京」開催「

（活性化） ・ ゆかたファッション東京」開催「

・消費者意識調査

ＮＣ－ネットワークグループ ９ ・グループ間ネットワークの構築

（活性化） ・機械加工データの標準化への取り組み

・ネットワーク及びデータベースソフトの作成

・グループ企業情報の充実整備

１０ ・グループ間ネットワークの構築

（活性化） ・機械加工データの標準化への取り組み

・ネットワーク及びデータベースソフトの作成

・グループ企業情報の充実整備

ＯＫグループ ９ ・技術・テザイン力の強化達成事業

（繊 維） ・ニット編地製造業の新商品開発能力育成

１０ ・技術・テザイン力の強化達成事業

（繊 維） ・ニット編地製造業の新商品開発能力育成
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財団法人東京都心身障害者職能開発センター

第１ 監査対象の概要

１ 事 業 の 内 容

（１）事 業 の 概 要

財団法人東京都心身障害者職能開発センター 以下 職能開発センター という )は 東京（ 「 」 。 、

都心身障害者福祉センターとの有機的連携（入所希望者の面接考査、医学的診断、職能評価及

びこれらに基づく入所推薦は 同福祉センターが行う のもとに 重度の身体障害者及び軽度、 。） 、

・中度の知的障害者 重複障害者も含む の職業的社会復帰を図り 自立の促進と生活の安定（ 。） 、

に資することを目的として、昭和４７年６月に設立された団体であり、主として次の事業を行

っている。

ア 心身障害者に対する職業訓練

イ 心身障害者に対する無料の職業紹介事業並びに職業上の相談及び指導

ウ 心身障害者の職業訓練受講中の生活安定に必要な措置

（２）都 と の 関 係

都は、職能開発センターの設立に際し、基本財産の全額１００万円を出えんしている。

また、同センターに対し、心身障害者職業訓練事業等補助金交付要綱に基づき、平成９年度

３億３，７２１万１，０００円、平成１０年度３億３，１７６万５，０００円を補助してい

る。

なお 都の施設である東京都心身障害者福祉センターの一部 使用面積７８０ １４ｍ を、 （ ． ）２

無償で使用許可している。

２ 組 織

職能開発センターは、事務所を新宿区戸山三丁目１７番２号に置き、非常勤の役員１２名（理

事長１名、理事９名、監事２名）及び職員２０名（うち都派遣職員９名）をもって構成されてい

る。

第２ 監査の範囲及び実地監査期間

１ 監 査 の 範 囲

平成９年度及び平成１０年度の事業について実施した。

２ 実地監査期間

(１）労働経済局 平成１１年１２月９日

(２）職能開発センター 平成１１年１２月１０日及び１３日
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第３ 監 査 の 結 果

１ 経営状況について

（１）収支状況

職能開発センターの収支は、一般会計と特別会計（職員退職手当基金会計）とに区分して経

理されている。

平成１０年度における一般会計の収支状況は、別表１比較収支計算書のとおり、収入合計、

支出合計とも３億３,２４０万余円となっている。

収入の主なものは東京都補助金収入（３億３，１７６万余円）であり、当期収入合計は前年

度に比較して５３８万余円減少している。これは、主として事業費の節減にともなう東京都補

助金収入の減によるものである。

一方、支出の主なものは、事業費（１億１，７００万余円）及び人件費等の管理費（２億４

１１万余円）であり、当期支出合計は前年度に比較して５３８万余円減少している。これは、

管理費の増加があったものの、講師報酬費等の事業費が減少したことによるものである。

職員退職手当基金特別会計の収支状況は、別表４比較収支計算書のとおりである。

なお、職能開発センターの平成９年度及び平成１０年度における主な事業実績は表１のとお

りである。

（表１) 職業訓練等実施状況

（単位：人）

標準的 訓 練 平 成 ９ 年 度 平 成 1 0 年 度

区 分 訓 練 在 籍 修 了 者 在 籍 修 了 者

期 間 定 員 訓練生 就職者 訓練生 就職者

機械加工 １年
仕 上 ６か月 ３ ４ １ １ ３ ２ １

工 業
彫 刻 １年 ３ ０ ０ ０ ０ ０ ０

訓 １年
板金溶接 ６か月 ３ ２ １ ０ ３ １ ０

パターン １年
メーキング ６か月 ３ ３ １ １ ２ １ ０

練 ミ シ ン
縫 製 １年 ４ ７ ３ ２ ７ ０ ０

（ ） （ ）１ １
トレース １年 ６ ５ ３ １ ４ ２ ２

課
経理事務 １年 ８ ５ ３ ３ ９ １ １

（ ） （ ） （ ）１ （１） １ １
事 務 １年 ８ １４ ７ ５ １５ ８ ７

（ ） （ ） （ ） （ ）程 ＯＡ機器 ３ ３ ５ ５
操 作 ９か月 ９ ２１ １３ ８ ２５ １５ １０

（ ） （ ）１ １
電話交換 ６か月 ３ ３ ２ １ ５ ３ １

１年 １０ ２０ ８ ５ ２０ １０ ９作業適応訓練

（ ） （ ） （ ） （ ）５ ５ ７ ７
合 計 ６０ ８４ ４２ ２７ ９３ ４３ ３１

注 （ ）は雇用主からの受託生人数で内書きである。（ ）
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（２）財政状態

平成１０年度末の一般会計及び特別会計の財政状態は、別表３一般会計比較貸借対照表及び

別表５特別会計比較貸借対照表のとおりである。

以上、職能開発センターの収支状況及び財政状態について述べてきたが、事業は、出えん及び

補助の目的に沿って適正に執行されている。

２ 指 摘 事 項

特に指摘する事項はない。

(別表1) 一般会計比較収支計算書

（単位：千円、％）

差引増( )減△
区分 科 目 平成10年度(Ａ) 平成９年度(Ｂ)

金額(C)A－B 率 Ｃ／Ｂ

基 本 財 産 運 用 収 入 6 9 △ 3 △ 33.3

基本財産利息収入 6 9 △ 3 △ 33.3

収 補 助 金 収 入 331,765 337,211 △ 5,446 △ 1.6

東京都補助金収入 331,765 337,211 △ 5,446 △ 1.6

雑 収 入 630 562 68 12.1

運用財産預金利息 61 62 △ 1 △ 1.6

383 387 △ 4 △ 1.0雇 用 保 険 料 被 保 険 者 負 担 金

入 不 用 品 売 払 収 入 92 0 92 －

物 品 売 払 収 入 94 112 △ 18 △ 16.1

当 期 収 入 合 計 (a) 332,401 337,782 △ 5,381 △ 1.6

前 期 繰 越 収 支 差 額 0 0 0 －

収 入 合 計 (b) 332,401 337,782 △ 5,381 △ 1.6

事 業 費 117,009 125,515 △ 8,506 △ 6.8

訓 練 実 施 費 55,698 62,384 △ 6,686 △ 10.7

支 訓 練 手 当 61,310 63,131 △ 1,821 △ 2.9

管 理 費 204,118 201,180 2,938 1.5

人 件 費 195,300 191,366 3,934 2.1

出 運 営 費 8,817 8,814 3 0.0

都補助金収入返還金 11,274 12,086 △812 △ 6.7

当 期 支 出 合 計 ( ) 332,401 337,782 △5,381 △1.6c

当 期 収 支 差 額 ( ) 0 0 0 －a－c

次期繰越収支差額 ( ) 0 0 0 －b－c
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(別表2) 一般会計正味財産増減計算書

(単位 千円 ％): 、

差引増( )減△
科 目 平成10年度 (A) 平成９年度 (B)

金額(C) A－B 率 Ｃ／Ｂ

増 加 の 部

当 期 収 支 差 額 0 0 0 －

什 器 備 品 購 入 額 3,963 4,279 △ 316 △ 7.4

資 産 増 加 額 3,963 4,279 △ 316 △ 7.4合 計(a)

部減 少 の

什 器 備 品 廃 9,129 1,741 7,388 424.4棄 額

資 産 減 少 額 9,129 1,741 7,388 424.4合 計(b)

当期正味財産増減 △ 5,166 2,537 △ 7,703 △ 303.6額(c=a-b)

前期繰越正味財産 70,957 68,419 2,538 3.7額 (d)

期末正味財産合計 65,791 70,957 △ 5,166 △ 7.3額 (c+d)

(別表3) 一般会計比較貸借対照表
(単位:千円 ％)、

差引増( )減△
科 目 平成10年度 (A) 平成９年度 (B)

金額(C) A－B 率 Ｃ／Ｂ

資 産 の 部

流 動 資 産 21,838 24,071 △ 2,233 △ 9.3

現 金 預 金 21,774 24,068 △ 2,294 △ 9.5

未 収 金 63 2 61 －

固 定 資 産 65,791 70,957 △ 5,166 △ 7.3

基 本 財 産 1,000 1,000 0 0

投 資 有 価 証 券 1,000 1,000 0 0

そ の 他 の 固 定 資 産 64,791 69,957 △ 5,166 △ 7.4

什 器 備 品 64,542 69,709 △ 5,167 △ 7.4

電 話 加 入 権 248 248 0 0

87,629 95,028 △ 7,399 △ 7.8

負 債 の 部

流 動 負 債 21,838 24,071 △ 2,233 △ 9.3

未 払 金 21,745 24,018 △ 2,273 △ 9.4

預 り 金 92 52 40 76.9

負 債 合 計 21,838 24,071 △ 2,233 △ 9.3

正 味 財 産 の 部

正 味 財 産 65,791 70,957 △ 5,166 △ 7.3

( う ち 基 本 金 ) ( 1,000) ( 1,000) 0 －

( 当期正味財産増減額) ( △ 5,166) ( 2,537) △ 7,703 △303.6うち

負債及び正味財産合計 87,629 95,028 △ 7,399 △ 7.8
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(別表4) 特別会計比較収支計算書(職員退職手当基金会計)

(単位:千円 ％)、

差引増( )減△
区分 科 目 平成10年度 (A) 平成９年度 (B)

金額(C) A－B 率Ｃ／Ｂ

収 積 立 金 収 入 54,175 50,933 3,242 6.4

入 雑 収 入 290 295 △ 5 △ 1.7

当 期 収 入 合 計 (a) 54,466 51,228 3,238 6.3

支 退 職 手 当 金 11,659 0 11,659 －

繰 越 金 42,806 51,228 △ 8,422 △16.4

出 当 期 支 出 合 計 (c) 54,466 51,228 3,238 6.3

当 期 収 支 差 額 (a－c) 0 0 0 0

(別表5) 特別会計比較貸借対照表(職員退職手当基金会計)

(単位:千円 ％)、

差引増( )減△
科 目 平成10年度 (A) 平成９年度 (B)

金額(C) A－B 率Ｃ／Ｂ

資 産 の 部

流 動 資 産 12,896 228 12,668 －

現 金 預 金 12,466 228 12,238 －

未 収 金 430 0 430

固 定 資 産 42,000 51,000 △ 9,000 △ 17.6

退 職 給 与 引 当 預 金 42,000 51,000 △ 9,000 △ 17.6

資 産 合 計 54,896 51,228 △ 3,668 7.2

負 債 の 部

流 動 負 債 12,089 0 12,089 －

未 払 金 11,659 0 11,659 －

預 り 金 430 0 430 －

固 定 負 債 42,806 51,228 △ 8,422 △ 16.4

退 職 給 与 引 当 金 42,806 51,228 △ 8,422 △ 16.4

負 債 合 計 54,896 51,228 3,668 7.2

正 味 財 産 の 部

正 味 財 産 0 0 0 0

負債及び正味財産合計 54,896 51,228 3,668 7.2
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水道マッピングシステム株式会社

第１ 監査対象の概要

１ 事 業 の 内 容

（１）事 業 の 目 的

水道マッピングシステム株式会社（以下「会社」という ）は、水道管路の図面管理システ。

ムである水道マッピングシステムを構築、管理し、情報サービスの提供を行うことを目的とし

て平成２年３月に設立された団体で、主として、コンピュータによる情報処理サービス・技術

計算及び計算業務の受託、水道マッピングシステムに係るソフトウエアの開発及び管理事業を

行っている。

（２）都 と の 関 係

都は、会社設立に当たり、資本金２,０００万円のうち１,０２０万円（出資率５１％）を出

資し、会社に対し、事務室（１，２９０．１９ｍ ）を有償で貸し付けている。２

２ 組 織

会社は、事務所を大田区雪谷大塚町４番９号に置き、役員８名（代表取締役社長１名、代表取

締役副社長１名、常務取締役１名、取締役３名、監査役２名（うち非常勤７名 ）及び社員２０）

名（うち都派遣職員１名）をもって構成されている。

第２ 監査の範囲及び実地監査期間

１ 監 査 の 範 囲

平成９年度（第９期）及び平成１０年度（第１０期）について実施した。

２ 実地監査期間

（１）水 道 局 平成１１年１１月１６日及び２９日

（２）会 社 平成１１年１１月１７日から同月２５日まで

第３ 監 査 の 結 果

１ 経営状況について

（１）経営成績

平成９年度及び平成１０年度の経営成績は、別表１比較損益計算書のとおりであり、平成９

年度４，９６０万余円、平成１０年度２，３４６万余円の当期利益を計上している。

その結果、平成９年度５，９１３万余円、平成１０年度３，６４９万余円の繰越利益剰余金

（当期未処分利益）を計上し、別途積立金、配当金（５％）などの利益処分を行っている。

収益・費用比較表、売上高実績表は表１、表２のとおりであり、以下平成１０年度を中心に

収益及び費用について述べる。
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（表１）収益・費用比較表

（単位：千円、％）

区 分 平成１０年度 平成９年度 比 較 増（△）減

（Ｃ）＝（Ａ－Ｂ） （Ｃ／Ｂ）×１００Ａ B

営業収益 1,366,191 1,386,235 △ 20,044 △ 1.4

営業外収益 3,951 2,443 1,508 61.7

特別利益 － 6,720 △ 6,720 △ 100

総収益 1,370,142 1,395,398 △ 25,256 △ 1.8

営業費用 1,327,581 1,342,154 △ 14,573 △ 1.1

総費用 1,327,581 1,342,154 △ 14,573 △ 1.1

42,561 53,244 △ 10,683 △ 20.1税引前当期利益

(表２) 売上高実績表

（ 単位：千円 ）

区 分 平成１０年度 平成９年度 増 (△) 減

受 注 先 件 名 金 額 金 額 金 額

東京都水道局 データベース更新業務等 879,110 872,098 7,012

データベース更新業務等 199,708 230,145 △ 30,438埼玉県南水道企業団

秋田市水道局 データベース構築業務等 152,500 138,600 13,900

前橋市水道局 ファイリングシステムの 127,762 145,391 △ 17,629

構築業務等

その他 ファイリングシステムの 7,110 0 7,110

作成業務等

合 計 1,366,191 1,386,235 △ 20,044

ア 収益について

平成１０年度の収益は、営業収益が、１３億６，６１９万余円、営業外収益３９５万余円

で、総収益は、１３億７，０１４万余円となっている。

これを平成９年度と比較すると、営業外収益が１５０万余円（６１．７％）増加したもの

の、営業収益が２，００４万余円（１．４％）減少したことなどにより、総収益では２，５

２５万余円（１．８％）の減少となっている。

営業収益の減少は、主に会社が埼玉県南水道企業団に対し、企業団がマッピングシステム

を運用するために賃貸していた機器が再リースとなったことに伴い、賃貸料が減少したこと

によるものであり、営業外収益の増加は、主に雑収入の増加によるものである。
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イ 費用について

平成１０年度の総費用は、１３億２，７５８万余円で、すべて営業費用であり、平成９年

度と比較すると、１，４５７万余円（１．１％）減少している。

営業費用が減少したのは、管理費が１，０３１万余円増加したものの、売上原価が２，４８

９万余円減少したことによるものである。

（２）財政状態

平成９年度末及び平成１０年度末の財政状態は、別表２比較貸借対照表のとおりである。

平成１０年度の資産合計は、７億８，３７３万余円であり、負債合計は５億５，７０４万余

円、資本合計は、２億２，６６９万余円となっている。

以上、経営成績及び財政状態について述べてきたが、平成１０年度は、前年度に引き続き当期

利益を計上しており経営状況は良好なものと認められる。

会社は、今後とも安定経営を維持するため、新規受注先の開拓に努められたい。

２ 指 摘 事 項

特に指摘する事項はない。
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（別表１） 比 較 損 益 計 算 書

（単位:：千円、％）

平成１０年度 平成９年度 比較増(△)減
区 分

（Ａ） （Ｂ） ( C ) = ( A - B ) ( C / B ) 1 0 0×

営 業 収 益 1,366,191 1,386,235 △ 20,044 △ 1.4

経 営 売 上 高 1,366,191 1,386,235 △ 20,044 △ 1.4

業 営 業 費 用 1,327,581 1,342,154 △ 14,573 △ 1.1

常 損 売 上 原 価 1,101,961 1,126,852 △ 24,891 △ 2.2

益 管 理 費 225,620 215,301 10,319 4.8

損 営 業 利 益 38,609 44,081 △ 5,472 △ 12.4

営業外 営 業 外 収 益 3,951 2,443 1,508 61.7

益 損 益 受 取 利 息 993 611 382 62.5

雑 収 入 2,958 1,831 1,127 61.6

経 常 利 益 42,561 46,524 △ 3,963 △ 8.5

特 別 利 益 － 6,720 △ 6,720 △ 100

税 引 前 当 期 利 益 42,561 53,244 △ 10,683 △ 20.1

法 人 税 等 19,100 24,300 △ 5,200 △ 21.4

未 払 法 人 税 等 戻 入 － 20,660 △ 20,660 △ 100

当 期 利 益 23,461 49,604 △ 26,143 △ 52.7

前 期 繰 越 利 益 ( 損 失 ) 13,030 9,526 3,504 36.8△

当 期 未 処 分 利 益 36,491 59,130 △ 22,639 △ 38.3
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（別表２） 比 較 貸 借 対 照 表

（単位：千円、％）

平成１０年度 平成９年度 比較増(△)減

（Ａ） （Ｂ） (C)=(A-B) (C/B) 100×

流 動 資 産 751,409 843,732 △ 92,323 △ 10.9

現 金 預 金 387,155 344,334 42,821 12.4

売 掛 金 366,806 502,897 △ 136,091 △ 27.1

資 貸倒引当金 △ 2,552 △ 3,500 948 27.1

固 定 資 産 32,329 7,483 24,846 332.0

有形固定資産 6,696 6,632 64 1.0

建物付属設備 4,152 4,734 △ 582 △ 12.3

工具器具備品 1,667 1,897 △ 230 △ 12.1

建設仮勘定 876 － 876 －

無形固定資産 445 445 0 0

産 電話加入権 445 445 0 0

投 資 等 25,187 404 24,783 －

長期前払費用 24,583 － 24,583 －

その他投資 604 404 200 49.5

資 産 合 計 783,738 851,215 △ 67,477 △ 7.9

流 動 負 債 547,811 636,670 △ 88,859 △ 14.0

未 払 金 521,254 591,294 △ 70,040 △ 11.8

未 払 費 用 4,320 1,928 2,392 124.1

負 預 り 金 171 173 △ 2 △ 1.2

未払事業税 774 7,315 △ 6,541 △ 89.4

未払法人税等 11,900 22,955 △ 11,055 △ 48.2

未払消費税 1,441 4,679 △ 3,238 △ 69.2

賞与引当金 7,949 8,323 △ 374 △ 4.5

債 固 定 負 債 9,235 10,314 △ 1,079 △ 10.5

退職給与引当金 9,235 10,314 △ 1,079 △ 10.5

負 債 計 557,046 646,984 △ 89,938 △ 13.9

資 本 金 20,000 20,000 0 0

法定準備金 200 100 100 100

資 剰 余 金 206,491 184,130 22,361 12.1

別途積立金 170,000 125,000 45,000 36.0

当期未処分利益 36,491 59,130 △ 22,639 △ 38.3

本 (うち当期利益) (23,461) (49,604) (△26,143) △ 52.7

資 本 計 226,691 204,230 22,461 11.0

資本 ･ 負債 合 計 783,738 851,215 △ 67,477 △ 7.9
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大道北土地区画整理組合ほか１５団体

第１ 監査対象の概要

１ 事 業 の 内 容

（１）事 業 の 概 要

大道北土地区画整理組合ほか１５団体 以下 組合 という は 土地区画整理法 昭和２（ 「 」 。） 、 （

９年法律第１１９号）に基づき、都市計画区域内の土地について公共施設の整備改善及び宅地

の利用の増進を図るため土地区画整理事業を行うことを目的として設立されており、その事業

の概要は表１のとおりである。

（表１）土地区画整理事業概要

（平成１１．３．３１現在）

主 た る 組 合 設 立 事 業 施 行 施行区域 全体計画額
土地区画整理組合名

施 行 地 区 認可年月日 期 限 面積(ｍ ) (千円)２

大 道 北 世田谷区上祖師谷 平成 4. 3.25 平成12. 3.31 58,243 2,609,990

鎌 田 前 耕 地 世田谷区鎌田３丁目 昭和57. 9.10 平成14. 3.31 148,545 4,154,974

宇 奈 根 東 部 世田谷区宇奈根１丁 昭和63. 9.26 平成13. 3.31 44,235 2,169,300

目

宇 奈 根 西 部 世田谷区宇奈根２丁 昭和60. 9.10 平成13. 3.31 103,521 3,517,499

目

世田谷区砧五丁目 世田谷区砧５丁目 平成 8.12.11 平成12. 3.31 16,632 688,262

西 大 泉 四 丁 目 練馬区西大泉４丁目 平成 8.10. 7 平成13. 3.31 48,224 935,000

東  西 江戸川区東西８丁 昭和62. 8.10 平成12. 3.31 389,231 10,532,650

目

小 比 企 ・ 時 田 八王子市小比企町 平成 2.11. 5 平成12. 3.31 93,211 3,054,000

上 小 山 田 杉 谷 戸 町田市上小山田町 平成 6. 8.29 平成14. 3.31 229,142 10,268,394

小 平 市 小 川 西 町 小平市小川西町５丁

目 平成 6. 8.30 平成12. 3.31 74,267 1,501,200

日 野 市 日 野 駅 北 日野市新町１丁目 平成 6.10. 4 平成14. 3.31 38,852 2,982,000

国立市青柳・石田 国立市石田 平成 7. 5.16 平成12. 3.31 74,141 1,298,000

多摩市連光寺本村 多摩市連光寺２丁目 平成 4.11.24 平成14. 3.13 74,501 2,700,000

多摩市東寺方坂下耕地 多摩市東寺方坂下耕 平成 5. 9.13 平成13. 3.31 48,319 1,739,000

地

稲 城 大 丸 南 稲城市大丸 平成 7. 5.29 平成15. 3.31 101,478 3,400,000

瑞 穂 町 殿 ケ 谷 瑞穂町殿ケ谷 平成 8. 6.11 平成14. 3.31 387,751 13,034,000
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（２）都 と の 関 係

都は 組合に対し 東京都土地区画整理事業助成規程 昭和３３年東京都告示第４４号 に、 「 」（ ）

基づき、表２の経費を対象として補助金を交付しており、組合別の交付額は表３のとおりであ

る。

（表２）土地区画整理事業補助対象経費

補助対象事業費に
区 分 補 助 内 容

対する補助率等

物件移転補償費 都市計画決定された公共施設(道路 公園 河川等)、 、

に係る物件の移転及び除却に要する経費 都補助金 10／10

工 事 費 都市計画決定された公共施設の工事に要する経費 (ただし、都市計画施

用 地 費 土地区画整理事業のうち物件移転補償費 設が市町村の施設と

及 び 工 事 費 を 除 く 経 費 なる場合は 5／10)

利 子 補 給 費 用 地 費 に 係 る 経 費 の 借 入 利 子

（表３）補助金交付状況

（単位：千円）

土地区画整理組合名 平成９年度 平成１０年度 計

大 道 北 ４１４，３７７ ６５１，４１６ １，０６５，７９３

鎌 田 前 耕 地 ２７３，２８３ ５２，６５９ ３２５，９４２

宇 奈 根 東 部 ９９，８６６ １２４，１１４ ２２３，９８０

宇 奈 根 西 部 ３１９，５１４ ７８，６３４ ３９８，１４８

世 田 谷 区 砧 五 丁 目 ２５，１６１ １０５，１６９ １３０，３３０

西 大 泉 四 丁 目 ９２，９１８ １００，６４２ １９３，５６０

東  西 １７６，４７５ ９４，４５５ ２７０，９３０

小 比 企 ・ 時 田 ２１５，８３２ ９８，７３１ ３１４，５６３

上 小 山 田 杉 谷 戸 ２６９，４１０ ３１３，０７４ ５８２，４８４

小 平 市 小 川 西 町 １１９，８６２ １２９，１６３ ２４９，０２５

日 野 市 日 野 駅 北 ９４，３２９ ８８，６３３ １８２，９６２

国 立 市 青 柳 ・ 石 田 ２５１，２５０ １６４，２５４ ４１５，５０４

多 摩 市 連 光 寺 本 村 ５６，３００ ３３，４００ ８９，７００

多摩市東寺方坂下耕地 ７２，０００ ４３，７５２ １１５，７５２

稲 城 大 丸 南 ２７，１５２ ２１，１００ ４８，２５２

瑞 穂 町 殿 ケ 谷 ２９，９３０ １１１，０７０ １４１，０００
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２ 組 織

監査対象組合の組織は、表４のとおりである。

（表４）組合別役員数等

土地区画整理組合名 事 務 所 所 在 地 組合員数 理 事 長 副理事長 理 事 監 事

大 道 北 世田谷区上祖師谷６ｰ6ｰ24 ３５名 １名 １名 ４名 ３名

鎌 田 前 耕 地 世田谷区鎌田3-32-10 １０７ １ ２ ７ ３

宇 奈 根 東 部 世田谷区宇奈根1-38-11 ４２ １ ２ ４ ２

宇 奈 根 西 部 世田谷区宇奈根2-7-16 １１９ １ ２ ６ ３

世 田 谷 区 砧 五 丁 目 世田谷区砧5-15-10 ９ １ １ ３ ２

西 大 泉 四 丁 目 練馬区西大泉4-20-17 １２ １ ２ ２ ２

東  西 江戸川区東西8-14-1 ３２３ １ ２ ６ ３

小 比 企 ・ 時 田 八王子市小比企町1116 １５１ １ ２ ５ ２

上 小 山 田 杉 谷 戸 町田市上小山田町537-2 １２４ １ ２ ７ ３

小 平 市 小 川 西 町 小平市小川町5-8-2 ２６ １ ２ ６ ２

日 野 市 日 野 駅 北 日野市新町1-3-4 ６６ １ ２ ８ ２

国 立 市 青 柳 ・ 石 田 国立市石田501-1 ２９ １ １ ４ ２

多 摩 市 連 光 寺 本 村 多摩市連光寺2-36-1 ６３ １ ２ ２ ２

多摩市東寺方坂下耕地 多摩市東寺方319-1 ４１ １ ２ ２ ２

稲 城 大 丸 南 稲城市大丸726-3 １４０ １ １ ５ ３

瑞 穂 町 殿 ケ 谷 瑞穂町大字武蔵381-1 ３５８ １ ２ ７ ３

第２ 監査の範囲及び実地監査期間

１ 監 査 の 範 囲

平成９年度及び平成１０年度の補助事業について実施した。
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２ 実地監査期間

（１）都市計画局 平成１１年１１月２５日

（２）組 合

土地区画整理組合名 実地監査年月日

大 道 北 平成１１年１１月２６日

東  西 及び３０日

宇 奈 根 西 部 平成１１年１１月２６日

多摩市連光寺本村 平成１１年１１月３０日

上 小 山 田 杉 谷 戸

国 立 市 青 柳 ・ 石 田 平成１１年１２月 １日

鎌 田 前 耕 地

瑞 穂 町 殿 ケ 谷

小 比 企 ・ 時 田 平成１１年１２月 ２日

日 野 市 日 野 駅 北

多摩市東寺方坂下耕地

小 平 市 小 川 西 町 平成１１年１２月 ３日

世田 谷 区 砧 五 丁 目

稲 城 大 丸 南

宇 奈 根 東 部 平成１１年１２月 ７日

西 大 泉 四 丁 目

第３ 監 査 の 結 果

１ 事業実績について

平成９年度及び平成１０年度における補助事業の実績は、表５のとおりであり、事業は別項指

摘に関するものを除き、補助目的に沿って適正に執行されている。
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（表５）補助金交付の対象事業の実績

年 度 用 地 費 物件移転補償費 工 事 費 利子補給費 合 計 額

土地区画整理組合名 (平成 金額(千円) 規模(㎡) 金額(千円) 規模 額(千円) 規模(㎡) 金額(千円) 額(千円)) 金 金

９ 381,953 754 28,182 1件 4,242 414,377

大 道 北 10 332,780 657 221,816 5 93,629 4,589 3,191 651,416

９ 244,836 379 28,447 1,183 273,283

鎌 田 前 耕 地 10 30,000 46 22,659 7,840 52,659

９ 81,321 103 16,823 1 1,722 99,866

宇 奈 根 東 部 10 122,550 155 1,564 124,114

９ 309,511 354 3,740 206 6,263 319,514

宇 奈 根 西 部 10 78,101 89 533 78,634

９ 25,161 55 25,161

10 101,300 220 3,869 500 105,169世 田 谷 区 砧 五 丁 目

９ 87,642 420 4,738 2 538 92,918

10 91,725 439 7,560 3,858 1,357 100,642西 大 泉 四 丁 目

９ 131,475 250 45,000 14,199 176,475

東  西 10 94,455 180 94,455

９ 215,832 1,301 215,832

小 比 企 ・ 時 田 10 98,696 711 35 98,731

９ 267,598 6,425 1,812 269,410

上 小 山 田 杉 谷 戸 10 312,362 7,500 712 313,074

９ 112,530 899 7,332 3,919 119,862

小 平 市 小 川 西 町 10 125,724 1,004 3,439 3,947 129,163

９ 94,164 202 165 94,329

日 野 市 日 野 駅 北 10 88,000 181 633 88,633

９ 205,283 772 44,667 174 1,300 251,250

国立市青柳・石田 10 142,501 535 21,067 174 686 164,254

９ 56,300 407 56,300

多摩市連光寺本村 10 33,400 242 33,400

多 摩 市 東 寺 方 ９ 72,000 420 72,000

坂 下 耕 地 10 43,752 255 43,752

９ 27,000 178 152 27,152

稲 城 大 丸 南 10 21,000 139 100 21,100

９ 29,930 326 29,930

10 54,370 592 56,700 3,005 111,070瑞 穂 町 殿 ケ 谷
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２ 指 摘 事 項

(１）稲城大丸南土地区画整理組合関係

ア 財産目録に登載すべきもの

稲城大丸南土地区画整理組合（以下「組合」という ）の平成１０年度の決算書における財産。

目録を見たところ、平成７年度に都補助金により取得した組合事務所の建物（構造：鉄骨造１階

、 ． 、 ， ） 。建 規模：９４ ２５ｍ 価額：９６８万２ ０００円 が未登載となっているのは適正でない２

組合は、建物を財産目録に登載すべきである。
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財団法人東京港埠頭公社

第１ 監査対象の概要

１ 事 業 の 内 容

（１）事 業 の 目 的

財団法人東京港埠頭公社（以下「公社」という。）は、京浜外貿埠頭公団の業務を承継する

ため、既存の財団法人東京港フェリー埠頭公社を改組し、昭和５６年１２月に設立された。

その後、昭和６３年４月に財団法人東京港サービス公社、また、平成１０年４月に財団法人

東京港若洲海浜公園管理財団の解散に伴いその業務を統合承継し、外貿埠頭事業、フェリー埠

頭事業、港湾サービス事業等の業務を行っている。

公社は、東京港における外貿ふ頭、フェリーふ頭の建設及び貸付け並びに改良、維持、災害

復旧その他の管理を総合的かつ効率的に行うとともに、東京都が行う業務に協力することによ

り、東京港の機能の強化と振興を図り、もって外国貿易の増進及び都民の福祉の向上並びに地

域経済の発展に寄与することを目的としている。

（２）事 業 の 現 況

公社は、上記の目的を達成するため、①外貿埠頭事業、②フェリー埠頭事業、③港湾事業資

金収益回収特別貸付金事業、④受託事業、⑤基金事業、⑥収益事業を行っている。

ア 外貿埠頭事業

大井コンテナふ頭（８バース）・青海コンテナふ頭（２バース）・お台場ライナーふ頭（９

バース）において外貿専用ふ頭を建設し、船会社等に貸し付けて運営している事業である。

このうち、大井コンテナふ頭では、船舶の大型化に対応するため、表１のとおり東京港外貿

埠頭整備計画に基づき、国・都からの借入金等をもって、平成１５年度完成を目途に大規模外

貿コンテナバース再整備（７バース、延長２，３５４ｍ、水深１５ｍ、５万トン級接岸可能）

を行っている。

平成１０年度は、主として、新３・６・７バースの岸壁、ふ頭用地、泊地、荷役機械、ヤー

ド舗装その他施設等の再整備工事を行っており、このうち、平成１０年１０月には新７バース

の全面供用を開始している。

なお、各ふ頭の貨物取扱量等の実績は表２のとおりである。

(表１) 東京港外貿埠頭整備計画 執行状況 (単位:千円、％)

整 備 計 画 平成９年度 平成10年度 平成10年度以降 執 行 率
ふ頭の名称

(平成７～１５年度） までの執行額 執 行 額 執 行 予 定 額

大井ｺﾝﾃﾅふ頭 54,900,000 24,000,000 11,340,000 19,560,000 64.4
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(表２) ふ頭別利用実績

コ ン テ ナ 取 扱 数 取 扱 貨 物 量 接 岸 船 舶 数

ふ 頭 の 名 称

平成10年度 平成9年度 増( )減 平成10年度 平成9年度 増( )減 平成10年度 平成9年度 増( )減△ △ △

コンテナ船ふ頭 個 個 個 千 千 千 隻 隻 隻トン トン トン

(青海・大井ふ頭) 1,901,582 1,957,248 △55,666 27,475 30,267 △ 2,792 2,448 2,578 △ 130

一般外航貨物

定期船ふ頭 1,410 1,546 △ 136 624 766 △ 142

(お台場ﾗｲﾅｰふ頭)

計 1,901,582 1,957,248 △55,666 28,885 31,813 △ 2,928 3,072 3,344 △ 272

イ フェリー埠頭事業

東京港フェリーふ頭４バースを建設し、船会社に貸し付けて運営している事業である。

フェリーふ頭は、船舶の大型化により車両積載スペースが増大していることに対応するため、

フェリーふ頭の機能強化と駐車スペース拡大等、用地の有効活用を図っている。

また、老朽化した２棟のターミナルビルを１棟に集約して建て替え、平成９年２月に供用開

始した。

なお、フェリーふ頭の利用実績は、表３のとおりである。

(表３) フェリーふ頭利用実績

区 分 平成１０年度 平成９年度 増 ( ) 減△

便 数 1,209 便 1,209 便 0 便

旅 客 数 150,788 人 180,125 人 △ 29,337 人

自 動 車 数 309,990 台 318,273 台 △ 8,283 台

トン トン トン取扱貨物量 22,282 千 22,865 千 △ 583 千

ウ 港湾事業資金収益回収特別貸付金事業

本事業は、表４のとおり、国の特別貸付金（ＮＴＴ－Ａ型資金）や都からの借入金を活用し

て、青海コンテナふ頭第２バースの建設を行って都に無償譲渡し、他方、都から借り受けたそ

の背後地等をバンプール（空コンテナ置き場）等として整備し、密接関連事業施設として船会

社等に貸し付けて、建設資金の回収を図るものである。

（表４）特別貸付金等（平成元年～平成４年）

(単位:千円)

総 事 業 費 国 都

(１００％) (無利子５０％) (無利子５０％)

4,583,640 2,291,820 2,291,820
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エ 受託事業

都からの受託により行っている事業で、公の施設の管理のほか、各種業務を受託している。

このうち、建設発生土処理事業は、都との協定により、建設発生土を新海面処分場、中央防波

堤外側その１地区、城南島（広域残土処理）等において処理するものである。

また、水底土砂有効利用事業は、東京港内から発生するしゅんせつ土砂を千葉県検見川沖に

運び、埋戻しに有効利用する事業であり、さらに、平成１０年度から新たに利用料金制による

受託事業（ゴルフ・キャンプ）を行っている。

なお、受託事業の実績は、表５のとおりである。

(表５) 受託事業実績

区 分 平成１０年度 平成９年度 増(△)減
(Ａ) (Ｂ) (A)－(B)

船 舶 給 水 給 水 量 ｍ 166,489 171,816 △ 5,327３

(条例委託)
荷 役 機 械 稼 働 時 間 時間 1,299 1,690 △ 391

(条例委託)
港 内 清 掃 ゴミ収集量 ｍ 3,334 3,289 45３

(委託契約) 対 象 区 域 ｍ 54,560 55,920 △ 1,360２

中 防 外 残 土 処 理 受 入 量 ｍ 1,295,129 1,017,009 278,120３

(協 定)
広 域 残 土 処 理 受 入 量 〃 933,670 1,082,914 △ 149,244

(協 定)
有 明 北 埋 立 処 理 受 入 量 〃 285,100 130,146 154,954

(協 定)
水底土砂有効利用 受 入 量 〃 1,073,563 1,100,000 △ 26,437

(委託契約)
庭 球 場 時間 84,634 90,106 △ 5,472

有 明 テ ニ ス 会 議 室 〃 370 397 △ 27
(条例委託) コロシアム 日数 94 105 △ 11

陸上競技場 時間 0 240 △ 240
大井中央海浜公園 球 技 場 〃 3,714 3,471 243

(条例委託) 庭 球 場 〃 23,762 26,110 △ 2,348
野 球 場 〃 7,505 8,832 △ 1,327
会 議 室 〃 512 636 △ 124

野 鳥 公 園 利 用 者 数 人 25,593 27,981 △ 2,388
(条例委託)

会 議 室 時間 ― 657 △ 657
夢 の 島 マ リ ー ナ 上下架施設 回数 ― 1,360 △ 1,360

(条例委託) 修理ヤード 件数 ― 2,839 △ 2,839
駐 車 場 台数 ― 39,186 △ 39,186

城 南 島 海 浜 公 園 利 用 者 数 人 22,731 23,321 △ 590
(条例委託) ｵ ｰ ﾄ ｷ ｬ ﾝ ﾌ ﾟ 区画 1,990 1,390 600

辰巳 森海浜公園 利 用 者 数 人 14,158 14,093 65の
(条例委託)

若洲ヨット訓練所 受 講 者 数 人 1,721 ― 1,721
(条例委託)

若洲ゴルフリンクス 利 用 者 数 人 58,243 ― 58,243
(利用料金制)

若 洲 キ ャ ン プ 場 ｷｬﾝﾌﾟ利用者数 人 71,343 ― 71,343
(利用料金制) 76,778 76,778貸 自 転 車 利 用 者 数

(注) １ 条例委託とは、公の施設の管理に係る委託事業である。

２ 夢の島マリーナは、平成９年度までの受託である。
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オ 基金事業

本事業は、羽田沖浅場維持管理及び羽田沖浅場灯浮標管理を、基金６０億円（羽田沖浅場維

持管理５０億円、羽田沖浅場灯浮標管理１０億円）の運用収益により行うものである。

平成１０年度は、表６のとおり、羽田沖浅場維持管理とともに、稚魚の放流、水質・底質調

査を実施している。

（表６）羽田沖浅場維持管理事業 （単位：千円）

事 業 名 支 払 額

① 羽田沖浅場維持管理委託 62,535

② 羽 田 沖 浅 場 稚 魚 放 流 4,937

③ 羽田沖浅場水質・底質調査 9,775

計 77,247

カ 収益事業

東京港利用者へのサービス提供を目的として、港湾地区において、売店・駐車場等の事業を

行っている。

なお、施設別利用実績は表７のとおりである。

（表７） 施設別利用実績

平 成 １０ 年 度 平 成 ９ 年 度 増 (△) 減

区 分

(Ａ) (Ｂ) (Ａ－Ｂ)

月 極 373,761千円 月 極 380,563千円 △ 6,802千円

収 入 額

駐 車 場 時間貸 294,445千円 時間貸 235,883千円 58,562千円

月 極 18,973 台 月 極 19,401 台 △ 428 台

利用台数

時間貸 464,429 台 時間貸 363,410 台 101,019 台

売 店 収 入 額 45,423千円 33,590千円 11,833千円

施 設 数 売店13店 自販機111台 売店11店 自販機87台 売店2店 自販機24台

廃 油 回 収 収 入 額 14,586千円 15,725千円 △ 1,139千円

回 収 量 1,663トン 1,807トン △ 144トン

ボ ー ド 収 入 額 9,527千円 11,787千円 △ 2,260千円

セーリング 利用人数 11,928 人 17,798 人 △ 5,870 人

キ ャ デ イ 収 入 額 218,351千円 ― 218,351千円



- 55 -

（３）都 と の 関 係

都は、公社に１２４億１，６００万円（外貿埠頭事業６３億８，６００万円、フェリー埠頭

事業２，０００万円、受託事業１，０００万円、基金事業６０億円）を出えんしているほか、

船舶廃油回収事業に要する経費として、平成１０年度は２，８０６万余円の補助金を交付し、

さらに、ふ頭建設資金として平成１０年度末現在４８１億４，９３９万余円を貸し付けている

ほか、公社の金融機関からの長期借入金債務については、損失補償をすることとしており、

平成１０年度末の損失補償額は２５０億５，２７４万余円となっている

また、平成１０年度は、６９億９，６２２万余円の委託料を支出している。このうち、公の

施設の管理委託として、東京都海上公園条例（昭和５０年東京都条例第１０７号）第３０条の

２及び東京都港湾設備条例（昭和２９年東京都条例第３７号）第１７条に基づく委託は、表８

のとおりとなっている。

(表８) 公の施設の管理委託状況 （単位：千円）

委 託 対 象 施 設 名 委託事業内容 委 託 金 額 根 拠 条 例

有明テニスの森公園

大井中央海浜公園

東 京 港 野 鳥 公 園 利 用 の 承 認

城 南 島 海 浜 公 園 2,493,756 東京都海上公園条例

辰巳の森海浜公園 維持及び補修等

若洲ヨット訓練所

お台場海浜公等園

船 舶 給 水 設 備 船舶給水事業

晴海走行式起重機 荷役機械事業 305,244 東京都港湾設備条例

合 計 2,799,000

２ 組 織

公社は、事務所を港区海岸一丁目１１番１号に置き、役員１０名（理事長１名、理事７名、監

事２名（うち非常勤６名））及び職員２８０名（うち都派遣職員５５名）で、５部をもって構成

されている。

第２ 監査の範囲及び実地監査期間

１ 監 査 の 範 囲

平成１０年度の事業を対象として実施した。

２ 実地監査期間

（１）港 湾 局 平成１１年１１月１日及び１９日

（２）公 社 平成１１年１１月２日から同月１８日まで
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第３ 監 査 の 結 果

１ 経営状況について

公社の会計は、各種の事業を単位として、外貿埠頭事業会計、フェリー埠頭事業会計、港湾事

業資金収益回収特別貸付金事業会計、受託事業会計、基金事業会計及び収益事業会計の６会計に

区分して経理され、各会計の経営成績は次のとおりである。

（１）経営成績

ア 外貿埠頭事業会計

平成１０年度は、別表１比較損益計算書のとおり、総収益９６億１，９９７万余円に対し、

総費用は１１１億３，６４１万余円で、差引き１５億１，６４３万余円の当期純損失となって

いるが、建設改良積立金（１０億８，１１２万余円）を取り崩したことにより当期損失は４億

３，５３０万余円となっている。

当年度の総収益は、外貿埠頭営業収入（８４億２，６１９万余円）、営業雑収入（１０億８

００万余円）、利息収入（１億１，４９１万余円）等からなり、前年度と比較して３，９２７

万余円（０．４％）増加している。

これは主として、船会社撤退に伴い受け入れた施設補償金の減により、雑収入が１，２３４

万余円、預金金利の低下等により利息収入が７４２万余円それぞれ減少したものの、大井コン

テナ埠頭再整備事業の工程に合わせて、本年度より耐震岸壁の工事（国の直轄事業）に着手し

たため、受託業務受入金が５，６１９万余円新規に発生したことによるものである。

総費用は、外貿埠頭業務管理費（１９億４，８３９万余円）、維持修繕費（２２億１，００

５万余円）、減価償却費（３４億５，２４２万余円）、諸引当損（１０億２，３８９万余円）、

支払利息（１７億５，０４８万余円）が主なものであり、前年度と比較して９，８９１万余円

（０．９％）減少している。

これは主として、大井コンテナ埠頭再整備事業に伴い、新たに取得した事業資産などの減価

償却費が５億６，００８万余円、既存桟橋施設等の維持修繕費が４億９，４２３万余円それぞ

れ増加したものの、事業資産の除却が減少したことにより雑損失が１０億１，７８９万余円、

公社債券等の支払利息が９，０８７万余円それぞれ減少したことによるものである。

イ フェリー埠頭事業会計

平成１０年度は、別表２比較損益計算書のとおり、総収益１３億２，１２０万余円に対し、

総費用は１６億１，５３３万余円で、差引き２億９，４１２万余円の当期損失を計上している。

総収益は、フェリーふ頭の岸壁、建物及び駐車場の貸付に伴うフェリー埠頭営業収入が大部

分（１２億６，２８２万余円）で、前年度と比較して５，９６５万余円（４．３％）減少して

いる。
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これは主として、フェリー埠頭営業収入において、岸壁等の貸付料の値上げ（平成１０年７

月）があったものの、附帯業務として行ってきたシャーシ整備場事業を廃止したことによるも

のである。

総費用は、フェリー埠頭業務管理費（４億３，３５６万余円）、減価償却費（６億４，３６

４万余円）、一般管理費（２億２，３７２万余円）等からなり、前年度と比較して３億６３万

余円（１５．７％）減少している。

これは主として、シャーシ整備場事業を廃止したことにより、フェリー埠頭業務管理費が

２億９，６１０万余円減少したことによるものである。

ウ 港湾事業資金収益回収特別貸付金事業会計

平成１０年度は、別表３損益計算書のとおり、総収益４億９，００６万余円に対し、総費用

は４億６５３万余円で、差引き８，３５３万余円の当期利益を計上しており、前年度と比較し

て９９５万余円（１３．５％）増加している。

総収益は、都から無償で借りている土地を整備し、バンプールとして貸し付けた港湾事業営

業収入４億８，１１１万余円が大部分である。

総費用は、業務管理費、減価償却費、維持修繕費などの特別貸付金業務費用２億４，０２４

万余円と、繰延勘定償却（都への無償譲渡分）などの営業外費用が１億６，６２９万余円で、

前年度と比較して２９３万余円（０．７％）減少している。

エ 受託事業会計

平成１０年度は、別表４比較損益計算書のとおり、総収益、総費用とも１６８億４，７１３

万余円で、前年度と比較して１２億８，５４６万余円（８．３％）増加している。

これは主として、総収益において、マリーナ事業の受託廃止に伴い、２億４，５６２万余円

の減収となったものの、本年度新たに若州ゴルフ場・キャンプ場を受託したことにより８億

２，５４０万余円及び建設発生土処理事業の取扱土量の増加に伴い５億７，１９３万余円それ

ぞれ増加したことによるものである。

総費用においては、利用料金受託業務費６億２，３２６万余円、土量増に伴う建設発生土処

理業務費５億７，４７３万余円それぞれ増加したことなどによるものである。

なお、平成１０年度の受託事業実績は表９のとおりである。
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(表９) 受託事業 (単位:千円)

事 業 名 事 業 内 容 受 託 料

港 湾 受 託 事 業 561,302

船 舶 給 水 事 業 入港船舶への給水及び給水設備の維持管理 163,319

荷 役 機 械 事 業 荷役機械の操作運転及び荷役設備の維持管理 141,925

港 内 清 掃 事 業 海上及び陸上清掃、船舶等の維持管理 256,058

建設発生土処理事業 ―

残土処理事業 新海面埋立地等への建設発生土搬入及び埋立 ―新海面･中防外

広域残土処理事業 地方港湾への建設発生土海上移送 ―

有明北埋立処理事業 有明北地区埋立に伴う埋立用材の確保 ―

残土関連事業 新海面埋立地等の軟弱地盤表層処理等 825,322新海面･中防外

水底土砂有効利用事業 東京港から発生する水底土砂の有効利用 3,115,845

海 上 公 園 受 託 事 業 海上公園の管理運営・維持補修、利用料等の徴収 2,493,756

利 用 料 金 受 託 事 業 若洲海浜公園の利用料金制による管理運営 ―

合 計 - 6,996,225

（注）建設発生土処理事業の経費は、受け入れに伴う料金で賄うものである。

オ 基金事業会計

平成１０年度は、別表５比較損益計算書のとおり、総収益及び総費用とも１億４，７９９万

余円となっている。

総収益における運用収入は、預金利息等の運用利率の低下により、１，０３３万余円

（６．５％）減少している。

カ 収益事業会計

平成１０年度は、別表６比較損益計算書のとおり、総収益１０億６９３万余円に対し、総費

用は９億５，２３７万余円で、当期利益は、５，４５６万円となっており、前年度に比べ

７，５６５万余円（５８．１％）減少している。

総収益は、前年度と比較して２億７，２３７万余円（３７．１％）増加している。

これは主として、本年度利用料金事業の受託に伴い、同事業に付帯した新規収益事業（売店

事業、駐車場事業、キャディ事業）を開始したことにより、駐車場業務収入、キャディ業務収

入などが増加したことによるものである。

総費用は、前年度と比較して３億４，８０２万余円（５７．６％）増加している。

これは主として、新規収益事業に伴うキャディ業務費などが増加したことによるものである。

なお、収益事業の実績は表１０のとおりである。

（表１０）収益事業 (単位:千円)

事 業 名 売店事業 駐車場事業 廃油回収事業 ﾎﾞｰﾄﾞｾｰﾘﾝｸﾞ事業 キャデイ事業

収 益 63,240 670,894 42,664 9,613 220,523

費 用 58,146 602,361 42,664 22,260 226,943

当 期 利 益 5,094 68,533 0 △ 12,647 △ 6,420
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（２）財政状態

ア 外貿埠頭事業会計

平成１０年度末においては、別表７比較貸借対照表のとおり、資産合計１，１２７億５，０

８１万余円、負債合計９６８億２，０１７万余円、資本合計１５９億３，０６４万余円となっ

ている。

これを前年度と比較すると、資産が７９億２，２８３万余円（７．６％）、負債が９４億

３，９２６万余円（１０．８％）増加し、資本が１５億１，６４３万余円（８．７％）減少し

ている。

資産の増加は、減価償却などにより、事業資産が４億２，３６３万余円減少したものの、大

井コンテナ埠頭再整備事業の進ちょくなどにより、建設仮勘定が８２億３，６７０万余円増加

したことなどによるものである。

負債の増加は、工事のしゅん工により未払金が２４億８，７６０万余円、政府無利子借入金、

都無利子借入金、特別転貸債借入金などの長期借入金が７０億７，９８５万余円増加したこと

などによるものである。

資本の減少は、大井コンテナふ頭再整備のために建設改良積立金を１０億８，１１２万余円

取り崩したことと、当期損失（４億３，５３０万余円）を計上したことにより利益剰余金が減

少したことによるものである。

イ フェリー埠頭事業会計

平成１０年度末においては、別表８比較貸借対照表のとおり、資産合計１２４億１，３１５

万余円、負債合計１１０億３３７万余円、資本合計１４億９７８万余円となっている。

これを前年度と比較すると、資産が１億８，０８１万余円（１．４％）、資本が２億９，４

１２万余円（１７．３％）減少し、負債が１億１，３３０万余円 （１．０％）増加している。

資産の減少は、主に預金が４億８，２８８万余円増加したものの、減価償却に伴いフェリー

ふ頭の事業資産が６億８６３万余円減少したことなどによるものである。

負債の増加は、長期借入金が１億７９１万余円減少したものの、長期預り金９，５３９万余

円、災害復旧引当金が１億２３２万余円それぞれ増加したことなどによるものである。

資本の減少は、当期損失（２億９，４１２万余円）を計上したことにより利益剰余金が減少

したことによるものである。

ウ 港湾事業資金収益回収特別貸付金事業会計

平成１０年度末においては、別表９比較貸借対照表のとおり、資産合計５６億９，７６９万

余円、負債合計５４億７，８７７万余円、資本合計２億１，８９１万余円となっている。

これを前年度と比較すると、資産が１億６，２８３万余円（２．８％）、負債が２億４，６

３６万余円（４．３％）減少し、資本が８，３５３万余円（６１．７％）増加している。
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資産の減少は、中央防波堤内側にバンプールを建設したことにより建設仮勘定が１億９９１

万余円増加したものの、預金が１億９，５５９万余円、繰延勘定が１億１，１２９万余円それ

ぞれ減少したことなどによるものである。

負債の減少は、主に長期借入金が３億１，３５５万余円減少したことによるものである。

資本の増加は、当期利益（８，３５３万余円）を計上したことによるものである。

エ 受託事業会計

平成１０年度末においては、別表１０比較貸借対照表のとおり、資産合計１７８億６，０１

４万余円、負債合計１７８億５，０１４万余円、資本合計１，０００万円となっている。

これを前年度と比較すると、資産及び負債ともに１３億７，１７０万余円（８．３％）増加

している。

資産の増加は、主に預金などの流動資産が１４億１，２９０万余円増加したことによるもの

である。

負債の増加は、建設発生土処理受託業務に係る未払金等の流動負債が６億２５０万余円、建

設発生土処理事業等により生じたその他の引当金（事業準備引当金、財政調整引当金）が７億

５，３２６万余円それぞれ増加したことなどによるものである。

オ 基金事業会計

平成１０年度末においては、別表１１比較貸借対照表のとおり、資産合計６２億３，６２４

万余円、負債合計２億３，６２４万余円、資本合計６０億円となっている。

これを前年度と比較すると、資産及び負債ともに７，２２０万余円増加している。

資産の増加は、主に預金が２億７，５０１万余円増加したことによるものであり、負債の増

加は、その他引当金（羽田沖浅場維持管理、羽田沖浅場灯浮標管理）が７，４４２万余円増加

したことなどによるものである。

カ 収益事業会計

平成１０年度末においては、別表１２比較貸借対照表のとおり、資産合計１０億６，４６１

万余円、負債合計４億６８２万余円、資本合計６億５，７７８万余円となっている。

これを前年度と比較すると、資産が１億５，９００万余円（１７．６％）、負債が１億４４

４万余円（３４．５％）、資本が５，４５６万円（９．０％）それぞれ増加している。

資産の増加は、駐車場業務収入の増などにより預金等の流動資産が８，３９２万余円、駐車

場の新規建設に伴う固定資産が７，５０８万余円それぞれ増加したことなどによるものである。

負債の増加は、主に未払金が３，３０９万余円、その他引当金（駐車場原状回復準備）が

５，１２９万余円それぞれ増加したものである。また、資本の増加は、当期利益（５，４５６

万円）を計上したことによるものである。
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２ 建設事業について

公社は、大井ふ頭コンテナバースの再整備のため桟橋、建築及びクレーン製作工事と、建設発

生土処理作業、フェリーふ頭及び青海ふ頭等の維持・補修工事等をしており、その主な工事は、

表１１のとおりである。

（表１１）主な工事内容 （単位：百万円）

年 度 工 事 件 名 工 事 期 間 金 額

平成１０年度 平成１０年度大井ふ頭新２バース 平成１０. ５.２９

延伸部埋立及び桟橋上部建設工事 ～平成１１.１０.２９ １，１５９

平成９年度大井ふ頭新２バース 平成１０. ３.１０

ＭＳ棟他新築その他工事 ～平成１１. ３.３０ ５０８

平成１０年度大井ふ頭新３バース 平成１０. ５. ８

ＯＣ４３クレーン改造及びその他工事 ～平成１１. ３.１９ ４３９

以上、経営状況等について述べてきたが、経営成績では、外貿埠頭事業、フェリー埠頭事業の

２会計において当期損失を計上しているが、財政状態は、流動資産が流動負債を大幅に上回って

いる。

事業運営については、別項意見・要望事項及び指摘事項にあるとおり、その一部について、

今後、検討が望まれる事項及び是正を要する事項が認められた。

３ 経営状況に関する意見・要望事項について

（１）フェリー埠頭事業の運営について

公社は、東京都の港湾計画に基づき、東京港１０号その２埋め立て地の先端部に、フェリー

ふ頭を建設し、北海道、高知、北九州の長距離航路の利用に供している。

しかしながら、フェリー船客の減少や、輸送構造の変化等のため、ふ頭施設を専用使用して

いたフェリー業者が業務縮小等により平成１１年３月に撤退し（苫小牧航路）、また、釧路航

路についても船客利用がなくなったことにより、平成１１年秋に撤退している。

これにより、専用使用されているふ頭施設が１．５バース（専用割合による）となり、施設

が遊休化するほかバース使用料も減収し、フェリー埠頭事業会計ひいては公社の経営を圧迫す

ることとなる。

局及び公社は、同施設の利用促進策を早急に検討するとともに、転活用方策等、フェリーふ

頭を取り巻く状況の打開、改善方法について、関係機関等との調整等を行い、公社財政運営に

支障を来さないよう努められたい。
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４ 指 摘 事 項

（１）公 社 関 係

ア 収益事業の決算処理を適正に行うべきもの

公社は、東京都海上公園条例第１０条第２項の規定に基づき東京都から海上公園施設の管理

許可を受けて、東京都若洲海浜公園サービスセンター内の売店で、同公園キャンプ場で使用す

る薪・炭等の販売など収益事業を行っている。

ところで、公社は、売店業務に係る販売用商品は、公社勘定科目の（款）流動資産（項）商

品（目）商品に計上するものとしている。

しかしながら、公社の「薪・炭等現金照合票」等を見たところ、表１２のとおり、平成１０

年度期末現在の商品在庫があるにもかかわらず、収益事業会計における貸借対照表の資産

（商品）１５万６，１７５円が計上漏れとなっているのが認められた。

公社は、収益事業の決算処理を適正に行われたい。

（表１２） 平成１０年度期末現在商品在庫数

品 名 炭 ６㎏ 炭 ３㎏ 薪 着火剤 合 計

単 価 1,480 円 850 円 440 円 25 円

数 量 20 袋 112 袋 65 束 111 個

金 額 29,600 円 95,200 円 28,600 円 2,775 円 156,175 円



(別表1) 外 貿 埠 頭 事 業 会 計 比 較 損 益 計 算 書

(単位:千円 ％)、

費 用 の 部 収 益 の 部

平成1 0年度 平 成 ９ 年 度 増 (△) 減 増 減 率 平成1 0年度 平 成 ９ 年 度 増 (△) 減 増 減 率

勘 定 科 目 勘 定 科 目

(Ａ) (Ｂ) (C=A-B) (C/B) 100 (Ａ) (Ｂ) (C=A-B) (C/B) 100× ×

外貿埠頭業務費用 8,973,146 8,013,244 959,902 12.0 営 業 収 益 9,434,220 9,431,364 2,856 0.0

外貿埠頭業務管理費 1,948,398 1,805,319 143,079 7.9 外 貿 埠 頭 営 業 収 入 8,426,193 8,404,296 21,897 0.3

維 持 修 繕 費 2,210,058 1,715,823 494,235 28.8 営 業 雑 収 入 1,008,026 1,027,068 △ 19,042 △ 1.9

減 価 償 却 費 3,452,423 2,892,341 560,082 19.4

諸 引 当 損 1,023,894 1,380,234 △ 356,340 △ 25.8

一 般 管 理 費 338,371 219,526 118,845 54.1

営 業 外 費 用 2,107,076 3,222,086 △ 1,115,010 △ 34.6

支 払 利 息 1,750,481 1,841,360 △ 90,879 △ 4.9 営 業 外 収 益 129,567 149,336 △ 19,769 △ 13.2

借 入 金 等 取 扱 諸 費 7,336 9,446 △ 2,110 △ 22.3 利 息 収 入 114,910 122,336 △ 7,426 △ 6.1

繰 延 勘 定 償 却 4,025 8,149 △ 4,124 △ 50.6 雑 収 入 14,656 26,999 △ 12,343 △ 45.7

雑 損 失 345,232 1,363,130 △ 1,017,898 △ 74.7

受 託 業 務 費 56,190 － 56,190 － 受託業務受入金 56,190 － 56,190 －

受 託 業 務 費 56,190 － 56,190 － 受 託 業 務 受 入 金 56,190 － 56,190 －

費 用 合 計 11,136,413 11,235,331 △ 98,918 △ 0.9 収 益 合 計 9,619,977 9,580,700 39,277 0.4

当 期 純 損 失 1,516,435 1,654,630 △ 138,195 △ 8.4

建設改良積立金取崩高 1,081,128 1,464,178 △ 383,050 △ 26.2

当 期 損 失 435,306 190,451 244,855 128.6

合 計 11,136,413 11,235,331 △ 98,918 △ 0.9 合 計 11,136,413 11,235,331 △ 98,918 △ 0.9

6
3



(別表2) フ ェ リ ー 埠 頭 事 業 会 計 比 較 損 益 計 算 書

(単位:千円 ％)、

費 用 の 部 収 益 の 部

平成1 0年度 平 成 ９ 年 度 増 (△) 減 増 減 率 平成1 0年度 平 成 ９ 年 度 増 (△) 減 増 減 率

勘 定 科 目 勘 定 科 目

(Ａ) (Ｂ) (C=A-B) (C/B) 100 (Ａ) (Ｂ) (C=A-B) (C/B) 100× ×

フェリー埠頭業務費用 1,506,283 1,811,187 △ 304,904 △ 16.8 営業収益 1,311,957 1,373,365 △ 61,408 △ 4.5

埠頭業務管理費 433,569 729,675 △ 296,106 △ 40.6 埠 頭営業 収入 1,262,827 1,316,929 △ 54,102 △ 4.1フェリー フ ェ リ ー

維 持 修 繕 費 52,501 64,789 △ 12,288 △ 19.0 営 業 雑 収 入 49,129 56,436 △ 7,307 △ 12.9

減 価 償 却 費 643,646 656,177 △ 12,531 △ 1.9

諸 引 当 損 152,837 145,197 7,640 5.3

一 般 管 理 費 223,729 215,346 8,383 3.9

営業外収益 9,248 7,498 1,750 23.3

営業外費用 109,047 104,777 4,270 4.1 利 息 収 入 8,460 5,444 3,016 55.4

支 払 利 息 108,884 95,008 13,876 14.6 雑 収 入 787 2,054 △ 1,267 △ 61.7

借 入 金 等 取 扱 諸 費 163 478 △ 315 △ 65.9

雑 損 失 － 9,290 △ 9,290 △ 100

費 用 合 計 1,615,330 1,915,965 △ 300,635 △ 15.7 収 益 合 計 1,321,205 1,380,864 △ 59,659 △ 4.3

当 期 損 失 294,125 535,100 △ 240,975 △ 45.0

合 計 1,615,330 1,915,965 △ 300,635 △ 15.7 合 計 1,615,330 1,915,965 △ 300,635 △ 15.7

6
4
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(別表3) 港湾事業資金収益回収特別貸付金事業会計損益計算書

(単位:千円 ％)、

費 用 の 部 収 益 の 部

勘 定 科 目 平成1 0年度 平 成 ９ 年 度 増 ( △ ) 減 増 減 率 勘 定 科 目 平成1 0年度 平 成 ９ 年 度 増 ( △ ) 減 増 減 率

(Ａ) (Ｂ) (C=A-B) (C/B) 100 (Ａ) (Ｂ) (C=A-B) (C/B) 100× ×

港湾事業資金収益回収特別 営 業 収 益 489,213 482,000 7,213 1.5

貸 付 金 業 務 費 用 240,240 230,551 9,689 4.2 港 湾 事 業 営 業 収 入 481,113 471,902 9,211 2.0

業 務 管 理 費 15,195 18,086 △ 2,891 △ 16.0 営 業 雑 収 入 8,100 10,097 △ 1,997 △ 19.8

維 持 修 繕 費 25,526 16,187 9,339 57.7

減 価 償 却 費 186,758 182,256 4,502 2.5 営 業 外 収 益 849 1,044 △ 195 △ 18.7

一 般 管 理 費 12,759 14,021 △ 1,262 △ 9.0 利 息 収 入 818 1,011 △ 193 △ 19.1

雑 収 入 31 32 △ 1 △ 3.1

営 業 外 費 用 166,291 178,915 △ 12,624 △ 7.1

支 払 利 息 51,184 63,510 △ 12,326 △ 19.4

借 入 金 等 取 扱 諸 費 3,811 4,109 △ 298 △ 7.3

繰 延 勘 定 償 却 111,295 111,295 0 0.0

費 用 合 計 406,532 409,467 △ 2,935 △ 0.7

当 期 利 益 83,531 73,577 9,954 13.5

合 計 490,063 483,044 7,019 1.5 合 計 490,063 483,044 7,019 1.5
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(別表4) 受 託 事 業 会 計 比 較 損 益 計 算 書

(単位:千円 ％)、

費 用 の 部 収 益 の 部

平成 1 0年度 平 成 ９ 年 度 増 (△) 減 増 減 率 平成 1 0年度 平 成 ９ 年 度 増 (△) 減 増 減 率

勘 定 科 目 勘 定 科 目

(Ａ) (Ｂ) (C=A-B) (C/B) 100 (Ａ) (Ｂ) (C=A-B) (C/B) 100× ×

受託事業業務費用 16,842,225 15,557,927 1,284,298 8.3 財 産 収 入 60 92 △ 32 △ 34.8

業 務 管 理 費 1,544,478 1,398,935 145,543 10.4 基 本 財 産 収 入 60 92 △ 32 △ 34.8

港 湾 受 託 業 務 費 27,631 29,965 △ 2,334 △ 7.8

マリーナ受託業務費 － 179,011 △ 179,011 △ 100 営業収益 16,685,724 15,431,157 1,254,567 8.1

受託業務費 8,921,884 8,347,148 574,736 6.9 港 湾 受 託 業 務 収 入 552,047 580,014 △ 27,967 △ 4.8建 設 発 生 土 処 理

関連受託費 758,114 412,317 345,797 83.9 マリーナ受託業務収入 － 245,625 △ 245,625 △ 100新海面・中防外残土

受託業務費 2,926,197 3,198,173 △ 271,976 △ 8.5 受託業務収入 9,179,768 8,607,830 571,938 6.6水底土砂有効利用 建 設 発生土 処理

有料施設受託業務費 － 1,023,182 △ 1,023,182 △ 100 関連受託収入 786,021 440,368 345,653 78.5新海面・中防外残土

海上公園受託業務費 1,417,189 － 1,417,189 － 受 託 収 入 2,967,471 3,231,808 △ 264,337 △ 8.2水 底 土 砂 有 効 利 用

利用料金受託業務費 623,262 － 623,262 － 有料施設受託業務収入 － 1,475,631 △ 1,475,631 △ 100

受託事業費 － 338,378 △ 338,378 △ 100 受託業務収入 － 849,878 △ 849,878 △ 100海上公園緑地維持 海上公園緑地維持

一 般 管 理 費 604,941 617,019 △ 12,078 △ 2.0 海上公園受託業務収入 2,375,005 － 2,375,005 －

減 価 償 却 費 18,527 13,794 4,733 34.3 利用料金受託業務収入 825,409 － 825,409 －

営 業 外 収 益 126,345 97,410 28,935 29.7

営 業 外 費 用 4,905 3,733 1,172 31.4 利 息 収 入 101,187 90,523 10,664 11.8

繰 延 勘 定 償 却 4,487 3,733 754 20.2 雑 収 入 25,158 6,887 18,271 265.3

固 定 資 産 処 分 損 418 － 418 －

繰 入 金 収 入 35,000 33,000 2,000 6.1

合 計 16,847,130 15,561,661 1,285,469 8.3 合 計 16,847,130 15,561,661 1,285,469 8.3
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(別表5) 基 金 事 業 会 計 比 較 損 益 計 算 書

(単位:千円 ％)、

費 用 の 部 収 益 の 部

平成１０年度 平 成 ９ 年 度 増 (△) 減 増 減 率 平成１０年度 平 成 ９ 年 度 増 (△) 減 増 減 率

勘 定 科 目 勘 定 科 目

(Ａ) (Ｂ) (C=A-B) (C/B) 100 (Ａ) (Ｂ) (C=A-B) (C/B) 100× ×

基金事業業務費用 147,996 158,335 △ 10,339 △ 6.5 営業収益 147,996 158,335 △ 10,339 △ 6.5

羽田沖浅場維持管理費 119,253 129,769 △ 10,516 △ 8.1 基 金 運 用 収 入 147,996 158,335 △ 10,339 △ 6.5

羽田沖浅場灯浮標 28,742 28,566 176 0.6管理費

合 計 147,996 158,335 △ 10,339 △ 6.5 合 計 147,996 158,335 △ 10,339 △ 6.5
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(別表6) 収 益 事 業 会 計 比 較 損 益 計 算 書

(単位:千円 ％)、

費 用 の 部 収 益 の 部

平成１０年度 平 成 ９ 年 度 増 (△) 減 増 減 率 平成１０年度 平 成 ９ 年 度 増 (△) 減 増 減 率
勘 定 科 目 勘 定 科 目

(Ａ) (Ｂ) (C=A-B) (C/B) 100 (Ａ) (Ｂ) (C=A-B) (C/B) 100× ×

収益事業業務費用 841,004 515,668 325,336 63.1 営業収益 956,095 677,549 278,546 41.1

業 務 管 理 費 116,884 89,796 27,088 30.2 売 店 業 務 収 入 45,423 33,590 11,833 35.2

売 店 業 務 費 28,223 23,926 4,297 18.0 駐 車 場 業 務 収 入 668,206 616,446 51,760 8.4

駐 車 場 業 務 費 342,770 264,444 78,326 29.6 廃 油 回 収 業 務 収 入 14,586 15,725 △ 1,139 △ 7.2

廃 油 回 収 業 務 費 17,456 16,201 1,255 7.7 ﾎﾞｰﾄﾞｾｰﾘﾝｸﾞ業務収入 9,527 11,787 △ 2,260 △ 19.2

ﾎﾞｰﾄﾞｾｰﾘﾝｸﾞ業務費 13,364 13,149 215 1.6 キ ャ デ ィ 業 務 収 入 218,351 － 218,351 －

キ ャ デ ィ 業 務 費 218,044 － 218,044 －

一 般 管 理 費 83,537 84,896 △ 1,359 △ 1.6

減 価 償 却 費 20,721 23,253 △ 2,532 △ 10.9 営業外収益 50,840 57,009 △ 6,169 △ 10.8

利 息 収 入 3,552 2,687 865 32.2

雑 収 入 19,218 18,326 892 4.9

営業外費用 111,372 88,680 22,692 25.6 補 助 金 収 入 28,069 35,996 △ 7,927 △ 22.0

雑 損 失 372 680 △ 308 △ 45.3

法 人 税 等 充 当 金 76,000 55,000 21,000 38.2

繰 出 金 35,000 33,000 2,000 6.1

費 用 合 計 952,376 604,348 348,028 57.6

当期利益 54,560 130,210 △ 75,650 △ 58.1

当 期 利 益 54,560 130,210 △ 75,650 △ 58.1

合 計 1,006,936 734,559 272,377 37.1 合 計 1,006,936 734,559 272,377 37.1
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(別表7) 外貿埠頭事業会計比較貸借対照表

(単位:千円 ％)、

資 産 の 部 負 債 及 び 資 本 の 部

平成1 0年度 平 成 ９ 年 度 増 (△) 減 増 減 率 平成1 0年度 平 成 ９ 年 度 増 (△) 減 増 減 率
勘 定 科 目 (Ａ) (Ｂ) (C=A-B) (C/B) 100 勘 定 科 目×

流動資産 15,017,982 10,399,955 4,618,027 44.4 流動負債 3,878,073 1,387,550 2,490,523 179.5

預 金 14,012,253 9,276,448 4,735,805 51.1 未 払 金 3,826,022 1,338,415 2,487,607 185.9

未 収 金 895,904 868,836 27,068 3.1 未 払 費 用 52,015 49,056 2,959 6.0

貯 蔵 品 430 650 △ 220 △ 33.8 預 り 金 36 77 △ 41 △ 53.2

仮 払 金 36,442 197,293 △ 160,851 △ 81.5 固定負債 79,398,621 71,973,921 7,424,700 10.3

前 払 費 用 7,618 7,056 562 8.0 埠 頭 公 社 等 債 券 20,524,300 20,208,200 316,100 1.6

未 収 収 益 65,333 49,670 15,663 31.5 長 期 借 入 金 56,731,221 49,651,371 7,079,850 14.3

事業資産 79,570,200 79,993,834 △ 423,634 △ 0.5 長 期 預 り 金 2,143,100 2,114,350 28,750 1.4

外 貿 埠 頭 79,570,200 79,993,834 △ 423,634 △ 0.5 引当金 13,543,477 14,019,434 △ 475,957 △ 3.4

事業資産建設仮勘定 12,922,781 4,686,077 8,236,704 175.8 災 害 復 旧 引 当 金 7,497,293 7,005,188 492,105 7.0

外貿埠頭建設仮勘定 12,922,781 4,686,077 8,236,704 175.8 修 繕 引 当 金 2,476,012 3,601,006 △ 1,124,994 △ 31.2

固定資産 5,237,363 9,742,464 △ 4,505,101 △ 46.2 貸 倒 引 当 金 3,310,574 3,145,852 164,722 5.2

有 形 固 定 資 産 92,832 103,759 △ 10,927 △ 10.5 退 職 手 当 引 当 金 259,596 267,387 △ 7,791 △ 2.9

無 形 固 定 資 産 347 347 0 0 負 債 合 計 96,820,172 87,380,906 9,439,266 10.8

そ の 他 の 固 定 資 産 137,732 130,939 6,793 5.2 資本金 6,386,000 6,386,000 0 0

投 資 5,006,450 9,507,418 △ 4,500,968 △ 47.3 出 捐 金 6,386,000 6,386,000 0 0

繰延勘定 2,488 5,655 △ 3,167 △ 56.0 利益剰余金 9,544,644 11,061,079 △ 1,516,435 △ 13.7

債 券等 発行費 484 522 △ 38 △ 7.3 建 設 改 良 積 立 金 2,616,879 3,698,008 △ 1,081,129 △ 29.2埠 頭 公 社

債券等発行差金 2,004 5,133 △ 3,129 △ 61.0 利 益 積 立 金 7,363,071 7,553,523 △ 190,452 △ 2.5埠頭公社

当 期 損 失 435,306 190,451 244,855 128.6

資 本 合 計 15,930,644 17,447,079 △ 1,516,435 △ 8.7

資 産 合 計 112,750,816 104,827,986 7,922,830 7.6 負債及び資本合計 112,750,816 104,827,986 7,922,830 7.6
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(別表8) フェリー埠頭事業会計比較貸借対照表

(単位:千円 ％)、

資 産 の 部 負 債 及 び 資 本 の 部

平成1 0年度 平 成 ９ 年 度 増 (△) 減 増 減 率 平成1 0年度 平 成 9 年 度 増 (△) 減 増 減 率

勘 定 科 目 勘 定 科 目

(Ａ) (Ｂ) (C=A-B) (C/B) 100 (Ａ) (Ｂ) (C=A-B) (C/B) 100× ×

流動資産 2,078,608 1,612,039 466,569 28.9 流動負債 115,755 129,167 △ 13,412 △ 10.4

預 金 2,062,764 1,579,876 482,888 30.6 未 払 金 109,161 123,029 △ 13,868 △ 11.3

未 収 金 8,929 27,284 △ 18,355 △ 67.3 未 払 費 用 6,593 6,137 456 7.4

仮 払 金 － 148 △ 148 △ 100

前 払 費 用 6,742 4,277 2,465 57.6 固定負債 6,951,260 6,963,784 △ 12,524 △ 0.2

未 収 収 益 171 453 △ 282 △ 62.3 長 期 借 入 金 6,411,229 6,519,148 △ 107,919 △ 1.7

長 期 預 り 金 540,031 444,635 95,396 21.5

事業資産

フ ェ リ ー 埠 頭 10,268,082 10,876,721 △ 608,639 △ 5.6 引当金 3,936,354 3,797,113 139,241 3.7

事業資産建設仮勘定 － 35,007 △ 35,007 △ 100 災 害 復 旧 引 当 金 1,430,724 1,328,400 102,324 7.7

埠頭建設仮勘定 － 35,007 △ 35,007 △ 100 修 繕 引 当 金 1,440,379 1,449,779 △ 9,400 △ 0.6フェリー

貸 倒 引 当 金 954,286 903,772 50,514 5.6

固 定 資 産 66,467 70,209 △ 3,742 △ 5.3 退 職 手 当 引 当 金 110,964 115,160 △ 4,196 △ 3.6

有 形 固 定 資 産 7,629 8,901 △ 1,272 △ 14.3

無 形 固 定 資 産 301 301 0 0 負 債 合 計 11,003,370 10,890,064 113,306 1.0

そ の 他 の 固 定 資 産 58,536 61,006 △ 2,470 △ 4.0 資 本 金 20,000 20,000 0 0

出 捐 金 20,000 20,000 0 0

利益剰余金 1,389,787 1,683,913 △ 294,126 △ 17.5

利 益 積 立 金 1,683,913 2,219,013 △ 535,100 △ 24.1

当 期 損 失 294,125 535,100 △ 240,975 △ 45.0

資 本 合 計 1,409,787 1,703,913 △ 294,126 △ 17.3

資 産 合 計 12,413,158 12,593,977 △ 180,819 △ 1.4 負債及び資本合計 12,413,158 12,593,977 △ 180,819 △ 1.4
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(別表9) 港湾事業資金収益回収特別貸付金事業会計比較貸借対照表

(単位:千円 ％)、

資 産 の 部 負 債 及 び 資 本 の 部

平成1 0年度 平 成 ９ 年 度 増 (△) 減 増 減 率 平成1 0年度 平 成 ９ 年 度 増 (△) 減 増 減 率

勘 定 科 目 勘 定 科 目

(Ａ) (Ｂ) (C=A-B) (C/B) 100 (Ａ) (Ｂ) (C=A-B) (C/B) 100× ×

流動資産 50,090 243,872 △ 193,782 △ 79.5 流動負債 82,885 15,668 67,217 429.0

預 金 45,541 241,131 △ 195,590 △ 81.1 未 払 金 82,109 14,789 67,320 455.2

未 収 金 2,662 530 2,132 402.3 未 払 費 用 776 878 △ 102 △ 11.6

仮 払 金 － 8 △ 8 △ 100

前 払 費 用 1,885 2,021 △ 136 △ 6.7

未 収 収 益 － 179 △ 179 △ 100 固定負債 5,393,138 5,706,688 △ 313,550 △ 5.5

長 期 借 入 金 5,393,138 5,706,688 △ 313,550 △ 5.5

事業資産 1,712,240 1,680,000 32,240 1.9

密 接 関 連 施 設 1,712,240 1,680,000 32,240 1.9 引当金 2,755 2,789 △ 34 △ 1.2

退 職 手 当 引 当 金 2,755 2,789 △ 34 △ 1.2

事業資産建設仮勘定 109,919 － 109,919 －

密接関連施設建設仮勘定 109,919 － 109,919 －

固定資産 4,296 4,214 82 1.9 負 債 合 計 5,478,779 5,725,146 △ 246,367 △ 4.3

有 形 固 定 資 産 853 940 △ 87 △ 9.3

そ の 他 の 固 定 資 産 3,443 3,273 170 5.2 利益剰余金 218,917 135,386 83,531 61.7

利 益 積 立 金 135,386 61,808 73,578 119.0

繰延勘定 3,821,150 3,932,446 △ 111,296 △ 2.8 当 期 利 益 83,531 73,577 9,954 13.5

臨 時 損 失 3,821,150 3,932,446 △ 111,296 △ 2.8

資 本 合 計 218,917 135,386 83,531 61.7

資 産 合 計 5,697,697 5,860,532 △ 162,835 △ 2.8 負債及び資本合計 5,697,697 5,860,532 △ 162,835 △ 2.8
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(別表10) 受 託 事 業 会 計 比 較 貸 借 対 照 表

(単位:千円 ％)、

資 産 の 部 負 債 及 び 資 本 の 部

平成1 0年度 平 成 ９ 年 度 増 (△) 減 増 減 率 平成1 0年度 平 成 ９ 年 度 増 (△) 減 増 減 率

勘 定 科 目 勘 定 科 目

(Ａ) (Ｂ) (C=A-B) (C/B) 100 (Ａ) (Ｂ) (C=A-B) (C/B) 100× ×

流動資産 16,619,365 15,206,461 1,412,904 9.3 流動負債 8,730,421 8,127,921 602,500 7.4

現 金 7,204 2,200 5,004 227.5 未 払 金 5,917,548 5,388,597 528,951 9.8

預 金 16,548,153 15,147,277 1,400,876 9.2 預 り 金 465,875 232,593 233,282 100.3

未 収 金 43,275 41,249 2,026 4.9 前 受 金 2,346,996 2,506,730 △ 159,734 △ 6.4

仮 払 金 － 402 △ 402 △ 100

前 払 費 用 8,871 8,437 434 5.1 固定負債 153,350 145,878 7,472 5.1

未 収 収 益 11,860 6,893 4,967 72.1 そ の 他 の 固 定 負 債 153,350 145,878 7,472 5.1

固定資産 1,228,548 1,268,224 △ 39,676 △ 3.1 引当金 8,966,368 8,204,635 761,733 9.3

有 形 固 定 資 産 135,077 128,812 6,265 4.9 退 職 手 当 引 当 金 714,799 706,333 8,466 1.2

そ の 他 の 固 定 資 産 153,350 145,878 7,472 5.1 そ の 他 の 引 当 金 8,251,569 7,498,301 753,268 10.0

投 資 940,120 993,534 △ 53,414 △ 5.4 事 業 準 備 引 当 金 7,722,670 5,596,663 2,126,007 38.0

財 政 調 整 引 当 金 528,898 1,901,638 △ 1,372,740 △ 72.2

繰延勘定 12,227 13,749 △ 1,522 △ 11.1

開 発 費 12,227 13,749 △ 1,522 △ 11.1 負 債 合 計 17,850,140 16,478,434 1,371,706 8.3

資本金 10,000 10,000 0 0

出 捐 金 10,000 10,000 0 0

資 本 合 計 10,000 10,000 0 0

資 産 合 計 17,860,140 16,488,434 1,371,706 8.3 負債及び資本合計 17,860,140 16,488,434 1,371,706 8.3
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(別表11) 基 金 事 業 会 計 比 較 貸 借 対 照 表

(単位:千円 ％)、

資 産 の 部 負 債 及 び 資 本 の 部

平成１０年度 平 成 ９ 年 度 増 (△) 減 増 減 率 平成１０年度 平 成 ９ 年 度 増 (△) 減 増 減 率

勘 定 科 目 勘 定 科 目

(Ａ) (Ｂ) (C=A-B) (C/B) 100 (Ａ) (Ｂ) (C=A-B) (C/B) 100× ×

流動資産 1,288,208 1,016,002 272,206 26.8 流動負債 31,675 33,894 △ 2,219 △ 6.5

預 金 1,260,311 985,294 275,017 27.9 未 払 金 31,675 33,894 △ 2,219 △ 6.5

未 収 金 27,896 30,708 △ 2,812 △ 9.2 引当金 204,573 130,148 74,425 57.2

そ の 他 引 当 金 204,573 130,148 74,425 57.2

固 定 資 産 4,948,040 5,148,040 △ 200,000 △ 3.9 負 債 合 計 236,248 164,042 72,206 44.0

投 資 4,948,040 5,148,040 △ 200,000 △ 3.9 沖浅場維持管理基金 6,000,000 6,000,000 0 0羽田

維持管理基金 5,000,000 5,000,000 0 0羽 田 沖 浅 場

管理基金 1,000,000 1,000,000 0 0羽 田 沖 浅 場 灯 浮 標

資 本 合 計 6,000,000 6,000,000 0 －

資 産 合 計 6,236,248 6,164,042 72,206 1.2 負債及び資本合計 6,236,248 6,164,042 72,206 1.2
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(別表12) 収 益 事 業 会 計 比 較 貸 借 対 照 表

(単位:千円 ％)、

資 産 の 部 負 債 及 び 資 本 の 部

平成１０年度 平 成 ９ 年 度 増 (△) 減 増 減 率 平成１０年度 平 成 ９ 年 度 増 (△) 減 増 減 率

勘 定 科 目 勘 定 科 目

(Ａ) (Ｂ) (C=A-B) (C/B) 100 (Ａ) (Ｂ) (C=A-B) (C/B) 100× ×

流動資産 871,664 787,738 83,926 10.7 流動負債 265,583 207,049 58,534 28.3

現 金 4,561 1,661 2,900 174.6 未 払 金 121,672 88,576 33,096 37.4

預 金 820,634 741,083 79,551 10.7 預 り 金 11,757 15 11,742 －

未 収 金 45,101 43,644 1,457 3.3 前 受 金 36,285 38,007 △ 1,722 △ 4.5

仮 払 金 － 52 △ 52 △ 100 仮 受 金 － 168 △ 168 △ 100

前 払 費 用 1,105 1,050 55 5.2 そ の 他 の 流 動 負 債 95,868 80,281 15,587 19.4

未 収 収 益 261 246 15 6.1

固定負債 20,737 21,186 △ 449 △ 2.1

固定資産 192,949 117,866 75,083 63.7 長 期 預 り 金 20,737 21,186 △ 449 △ 2.1

有 形 固 定 資 産 172,289 94,226 78,063 82.8

そ の 他 の 固 定 資 産 20,659 19,640 1,019 5.2 引当金 120,506 74,143 46,363 62.5

投 資 － 4,000 △ 4,000 △ 100 退 職 手 当 引 当 金 57,226 62,163 △ 4,937 △ 7.9

そ の 他 の 引 当 金 63,279 11,980 51,299 428.2

負 債 合 計 406,827 302,379 104,448 34.5

利益剰余金 657,786 603,225 54,561 9.0

利 益 積 立 金 603,225 473,015 130,210 27.5

当 期 利 益 54,560 130,210 △ 75,650 △ 58.1

資 本 合 計 657,786 603,225 54,561 9.0

資 産 合 計 1,064,613 905,605 159,008 17.6 負債及び資本合計 1,064,613 905,605 159,008 17.6
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社団法人東京産業貿易協会ほか７団体

第１ 監査対象の概要

１ 事 業 の 内 容

(１) 事 業 の 概 要

社団法人東京産業貿易協会ほか７団体の事業の概要は表１のとおりである。

（表１）各団体の事業の概要

設立目的 企業活動の活性化を図るため、情報の収集・提供事業、

（社）東京産業貿易協会 市場開拓サービス事業及び人材育成事業等を行い、市場を

、 。拡大して内外取引を促進し 産業の健全な発展に寄与する

主な事業 ア 市場及び商品取引等に関する情報の収集・提供(設立：平成10年 4月 1日)

イ 伝統工芸品に関する展示会・見本市等の開催<根拠法規：民法第３４条>

都市型基幹産業としての発展が期待されるファッション

東京ﾌｧｯｼｮﾝﾌｪｱ実行委員会 設立目的 産業の振興と向上を図るため 「ﾃｷｽﾀｲﾙ･ﾃﾞｻﾞｲﾝﾌｪｱ 「東、 」、

京ﾌｧｯｼｮﾝ・ｽｸｴｱ」を開催する。(設立：平成 9年 7月 1日)

主な事業 ア テキスタイルデザインフェア(設立：平成10年７月１日)

イ 東京ファッションスクエア<根拠法規：な し>

中野ｻﾝﾓｰﾙ商店街振興組合 設立目的 組合員のために必要な共同事業を行うとともに地域内の

( ) 環境の整備改善を図る設立：平成 3年 7月30日

十条銀座商店街振興組合

(設立：昭和37年 7月31日)

荻窪駅北口大通り商店街振興組合 ア 組合員のためにする共同売出しに関する事業

主な事業(設立：昭和62年 7月27日)

阿 佐 谷 商 店 街 振 興 組 合 イ 街路灯、アーケード、カラー舗装等組合員及び一般公

衆の利便を図るための共同施設の設置及び維持管理(設立：昭和38年 4月 1日)

<根拠法規：商店街振興組合法>

（財）飾区地域振興協会 設立目的 飾区の活力ある地域社会の育成等に関する事業を行

、 。(設立：昭和63年 4月 1日) い 活力に満ちた飾らしさのあるまちづくりに寄与する

主な事業 ア 区民のふれあいと地域コミュニティの育成事業<根拠法規：民法第３４条>

イ 地域経済の活性化事業

設立目的 本会を直接又は、間接に構成するものに必要な共同経済

東京都商店街振興組合連合会 事業を行うとともに、会員のために必要な指導事業を行う

ことにより、所属員の事業の健全な発展に寄与する。(設立：昭和43年 4月 3日)

< ア 商店街振興組合及び同連合会の組織及び事業の指導並根拠法規：商店街振興

> 主な事業 びに連絡組合法

イ 会員の事業に関する教育及び情報の提供
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(２) 都 と の 関 係

都は、各団体が行う事業に対し表２の補助金を交付しており、その団体別交付額は表３の

とおりとなっている。

(表２) 補助事業

番号 補 助 事 業 名 補 助 目 的 補 助 率 等

( 補 助 要 綱 名 )

補助対象事業費の伝統工芸品産業活性化推進事業 都内伝統工芸品産業の振興、育

１ （東京都伝統工芸品産業活性化推進事業費 成を図る。 10/10以内

補助金交付要領)

ファッション関連産業支援事業 中小ファッション関連産業の一 1/2以内

２ ) 層の振興を図る。 限度額１億円（ファッション関連産業支援事業補助金交付要綱

商業基盤等施設整備事業 商店街及び商業集積の振興に寄 1/2以内

３ (東京都商業基盤等施設整備事業費補助金交付 与する。 (うち国庫1/2）

要綱) 限度額３億円

活力ある商店街育成事業 商店街及び商業集積の振興に寄 1/2以内

４ （東京都商店街・商業集積活性化施設整備等事 与する。 (うち国庫1/2）

業費補助金交付要綱） 限度額３億円

活力ある商店街育成事業 中心市街地の活性化、商店街及 4/6以内

（ ）５ （東京都商店街・商業集積活性化施設整備等事 び商業集積の振興に寄与する。 うち 国庫3/6

業費補助金交付要綱） 限度額１０億円

(一部改正平成10.10.19)

東京都商店街振興組合連合会指導事業 商店街の振興発展を推進し、も 10/10以内

６ (東京都商店街振興組合連合会指導事業費 って中小小売商業者の経営の安 (うち国庫1/2）

補助金交付要綱) 定に寄与する。

(表３) 団体別補助金交付額 （単位：千円）

団 体 名 実 績 平成９年度 平成１０年度補助事業

（社）東京産業貿易協会 － ２８，１９５補助対象事業費

１ － ２８，１９５補 助 額

東京ﾌｧｯｼｮﾝﾌｪｱ実行委員会 ２１５，１２１ ２１２，１８２補助対象事業費

２ １００，０００ １００，０００補 助 額

中野ｻﾝﾓｰﾙ商店街振興組合 ５３７，０６５ －補助対象事業費

３ ２６８，５２０ －補 助 額

十条銀座商店街振興組合 ６０２，１５５ －補助対象事業費

３ ３００，０００ －補 助 額

荻窪駅北口大通り商店街振興組合 １９８，０６０ －補助対象事業費

３ ９８，９９０ －補 助 額

阿 佐 谷 商 店 街 振 興 組 合 － ９１５，０００補助対象事業費

４ － ３００，０００補 助 額

（財）飾区地域振興協会 － １４４，８９０補助対象事業費

５ － ９６，５９２補 助 額

東京都商店街振興組合連合会 １５，５６７ １９，０６６補助対象事業費

６ １５，５６７ １９，０６６補 助 額

（注）補助事業欄の番号は、表２の番号である。



- 77 -

２ 組 織

監査対象団体の組織は表４のとおりである。

(表４) 団体別の所在地、会員数及び役職員等一覧

（平成１1.3.31現在)

組 合 役 職 員 数

理 事 長 副理事長 理 事 監 事 事務局長 職 員団 体 名 組 合 等 の 所 在 地 員 数

( ) ( )会 長 副会長

会員 会長 副会長 専務理事 理事

（社）東京産業貿易協会 港区海岸 1- 7- 8 167 1 4 1 3８ 3 - 19

構成員 会長 実行委員長 実行委員

東京ﾌｧｯｼｮﾝﾌｪｱ実行委員会 江東区有明 ３－１ 4 １ １ 3 1 1 6

中野ｻﾝﾓｰﾙ商店街振興組合 中野区中野 5-67- 1 102 1 3 11 2 1 1

十条銀座商店街振興組合 北区十条仲原 1- 4- 8 199 1 1 23 2 1 3

荻窪駅北口大通り商店街振興組合 杉並区天沼 3- 7- 3 124 1 2 9 2 1 0

阿佐谷商店街振興組合 杉並区阿佐ヶ谷南 1-36-10 203 1 3 22 3 1 2

常務理事 1

区地域振興協会 飾区青戸 7- 2- 1 - 1 1 10 2 1 48（財）飾

組合 専務理事 1 理事局長東京都商店街振興組合

連 合 会 中央区銀座 2-10-18 417 1 5 20 3 1 10

第２ 監査の範囲及び実地監査期間

１ 監 査 の 範 囲

平成９年度及び平成１０年度の補助事業について実施した。

２ 実地監査期間

(1) 労働経済局 平成１１年１１月２９日及び同年１２月７日

(2) 団 体

（財）飾区地域振興協会

東京 ﾌｧｯｼ ｮﾝ ﾌ ｪ ｱ実行委員会 平成11年11月30日

中野 ｻﾝﾓ ｰ ﾙ商店街振興組合

阿 佐 谷 商 店 街 振 興 組 合 平成11年12月 1日

十 条 銀 座 商 店 街 振 興 組 合

荻窪駅北口大通り商店街振興組合 平成11年12月 3日

（ 社 ） 東 京 産 業 貿 易 協 会

東京都商店街振興組合連合会 平成11年12月 6日
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第３ 監 査 の 結 果

１ 事業実績について

各団体の平成９年度及び平成１０年度における補助事業の主な実績は、表５のとおりであり、

事業は、補助目的に沿って適正に執行されている。

（表５） 団体別の主な補助事業実績

団 体 名 補助 事 業 実 績

事業

江戸博ｶﾙﾁｬｰ教室 江戸切子ほか４品目 延べ１０回､ ３００名

（社）東京産業貿易協会 １ 伝統工芸品秀作展 多摩展ほか４箇所､延べ２５日間､７９工芸品

４０工芸品実演､来場者７０，８４１名

テキスタイルデザインフェア （ｺﾝﾃｽﾄ､ﾃﾞｻﾞｲﾅｰ発表､ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ）

東京ﾌｧｯｼｮﾝﾌｪｱ実行委員会 ２ 平成９年度 延べ 8,817名 平成１０年度 延べ50,000名

東京ファッションスクエア（新人ｸﾘｴｰﾀｰｽﾞｺﾚｸｼｮﾝ､ﾌｧｯｼｮﾝｽｸｴｱ）

平成９年度 延べ 18,235名 平成１０年度 延べ14,400名

中野ｻﾝﾓｰﾙ商店街振興組合 ３ アーケード解体、新設（約２２４ｍ 、カラー舗装１，２３７ｍ）

十条銀座商店街振興組合 ３ アーケード解体、新設（約５２３ｍ 、統一看板１７５基）

荻窪駅北口大通り商店街振興組合 ３ アーケード撤去、歩道灯７７基、装飾灯４９基、

阿佐谷 商店街振 興組合 ４ アーケード解体、新設（約５７９ｍ 、ゲート４基）

（財）飾区地域振興協会 ５ カラー舗装 東金町一丁目ほか 施行延長１，８３３ｍ

商店街振興会指導

東京都商店街振興組合 平成９年度 ３７４回 平成１０年度 ３７７回

連 合 会 ６ 商店街近代化講習会

平成９年度 延べ3日間､108名 平成１０年度 延べ6日間､125名

商店街ニュース、事例作成

平成９年度 毎月 3,500部 平成１０年度 毎月 3,500部

事例集 2,500部

（注）補助事業欄の番号は、表２の番号である。

２ 指 摘 事 項

特に指摘する事項はない
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東京商工会議所ほか７団体

第１ 監査対象の概要

１ 事 業 の 内 容

（１）事 業 の 概 要

商工会議所は、商工会議所法（昭和２８年法律第１４３号）に基づき、また、商工会は、商

工会法（昭和３５年法律第８９号）に基づき設立された特殊法人であり、それぞれ商工業の総

合的な改善発達を図り、あわせて社会一般の福祉を増進し、国民経済の健全な発展に寄与する

ことを目的としている。

商工会議所及び商工会の主な事業は、次のとおりである。

ア 商工業に関する相談及び指導

イ 商工業に関する情報及び資料の収集・提供

ウ 商工業に関する調査研究

（２）都 と の 関 係

都は、各団体が行う表１の事業に対し補助金を交付しており、その団体別交付額は表２のと

おりとなっている。

（表１）補助事業

(単位：千円)

補 助 事 業 名 補 助 目 的 交 付 団 体 交 付 金 額

平成 9年度 平成10年度（ 補 助 要 綱 名 ）

小 規 模 事 業 指 導 費 補 助 小規模事業者の経営の改善発展 商 工 会５

① のための事業（経営改善普及事 2,207,207 2,220,721（ 東 京 都 小 規 模 事 業 指 導 費 補 助 金 交 付 要 綱 ） ３商工会議所

業）の促進

立川商工会議所商店街等活性化先進事業費補助 商工会等が行う地域小売商業振

② 興推進事業（地域小売商業の活 25,000（ 東 京 都 商 店 街 等 活 性 化 先 進 事 業 費 補 助 金 交 付 要 綱 ）

性化対策）の充実

③ 地域中小商業影響調査事業費補助 地域の中小商業の振興等を図る 2,862 2,972東京商工会議所

田無市商工会（ 東 京 都 地 域 中 小 商 業 影 響 調 査 事 業 費 補 助 金 交 付 要 綱 ） ための商業調整事業の円滑化

④ 倒産防止特別相談事業費補助 中小企業の倒産に伴う社会的混 1,815 1,634東京商工会議所

乱の未然防止に資する（ 東 京 都 倒 産 防 止 特 別 相 談 事 業 費 補 助 金 交 付 要 綱 ）

（注）１ 「交付団体」及び「交付金額」は、監査対象事業にかかるものである。

２ ①の人件費補助金については全額都負担であり、①の事業費及び②・③・④の補助金については 国1/2、

都1/2の負担である。
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（表２）団体別補助金交付額実績

(単位：千円)

補 助 金 額

団 体 名 平 成 ９ 年 度 平 成 １ ０ 年 度 補 助 対 象 事 業

東 京 商 工 会 議 所 １，８９３，０８０ １，８９１，５７６ ①、③、④

八 王 子 商 工 会 議 所 ６８，６３６ ７８，７５０ ①

立 川 商 工 会 議 所 ４９，４２７ ７６，０７９ ①､②(平成10年度のみ)

三 鷹 商 工 会 ５６，０７４ ６０，１８６ ①

田 無 市 商 工 会 ４０，１１９ ４０，５９４ ①､③(平成９年度のみ)

狛 江 市 商 工 会 ３６，５１３ ３５，９３５ ①

秋 川 商 工 会 ３７，７５７ ４１，１８３ ①

日 の 出 町 商 工 会 ３０，２７８ ２６，０２４ ①

計 ２，２１１，８８４ ２，２５０，３２７

（注）補助対象事業の番号は、表１の補助事業名番号である。

２ 組 織

監査対象団体の組織は表３のとおりである。

（表３）団体別の所在地、会員数及び役職員等一覧

（平成１１．３．３１現在）

所 在 地 役 職 員 数

団 体 名 ( 設 立 年 月 日 ) 会員数 会 長 副会長 理 事 監 事 職 員事 務 局 長

副会頭 （常議員）(会頭) ( )

(専務理事)東 京 商 工 会 議 所 千代田区丸の内 3-2-2

(明治11．3．12) 101,258 1 8 48 3 1 495

八 王 子 商 工 会 議 所 八王子市大横町 11-1

(明治27．8．17) 5,229 1 4 37 2 1 24

立 川 商 工 会 議 所 立川市曙町 2-38-5

(昭和28．6．22) 2,884 1 4 41 2 1 16

三 鷹 商 工 会 三鷹市下連雀 3-37-15

(昭和35．11．12) 2,597 1 2 30 2 1 10

田 無 市 商 工 会 田無市南町 5-6-18

(昭和36．7．19) 1,203 1 2 26 2 1 6

狛 江 市 商 工 会 狛江市西野川 1-1-8

(昭和36．11．30) 1,118 1 2 23 2 1 6

秋 川 商 工 会 あきる野市秋川 1-8

(昭和48. 5. 17) 1,150 1 2 22 2 1 8

日 の 出 町 商 工 会 西多摩郡日の出町平井

3231-1 407 1 2 15 2 1 4

(平成元．4．6)
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第２ 監査の範囲及び実地監査期間

１ 監 査 の 範 囲

平成９年度及び平成１０年度の補助事業について実施した。

２ 実地監査期間

（１）労働経済局 平成１１年１１月１６日及び３０日

（２）団 体

東 京 商 工 会 議 所 平成11年11月17日及び18日

八 王 子 商 工 会 議 所 平成11年11月17日

三 鷹 商 工 会 平成11年11月18日

立 川 商 工 会 議 所 平成11年11月19日

秋 川 商 工 会

田 無 市 商 工 会 平成11年11月25日

狛 江 市 商 工 会

日 の 出 町 商 工 会 平成11年11月29日

第３ 監 査 の 結 果

１ 事業実績について

各団体の平成９年度及び平成１０年度における補助事業の主な実績は、表４から表７までのと

おりであり、事業は補助目的に沿って適正に執行されている。

２ 指 摘 事 項

特に指摘する事項はない。
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（表４）小規模事業指導費補助事業団体別実績

（単位：人、件、千円）

人 件 費 指 導 実 績 等 事 業 費補 助 対 象 職 員 設 置 数

団 体 名 年度 経営 補助 補 助 金 金 融 記 帳 補 助 金記 帳 専 巡 回 ・ 講 習 会 等

員 開 催 指 導指導員等 任 職 員 窓口指導等 あっせん

東京商工会議所 9 179 23 44 1,315,236 110,147 1,177 6,492 34,005 573,429平成

10 174 22 42 1,269,922 106,414 1,169 6,234 31,509 617,048

八王子商工会議所 9 8 2 1 53,507 3,069 45 157 314 15,129

10 8 2 1 55,480 3,137 47 154 248 23,270

立川商工会議所 9 5 2 1 41,566 1,453 56 137 339 7,861

10 5 2 1 41,678 1,593 51 122 297 9,401

三 鷹 商 工 会 9 5 1 2 41,536 1,609 52 215 601 14,538

10 5 1 2 41,537 1,633 56 222 505 18,649

田無市商工会 9 3 1 1 26,180 840 50 46 860 13,677

10 3 1 1 25,958 855 52 52 848 14,636

狛江市商工会 9 3 1 1 25,298 1,025 32 87 283 11,215

10 3 1 1 25,330 1,000 37 89 280 10,605

秋 川 商 工 会 9 3 1 1 25,763 1,474 46 92 692 11,994

10 3 1 1 25,938 1,328 52 100 691 15,245

日の出町商工会 9 2 1 1 19,602 933 39 43 226 10,676

10 2 1 1 16,462 602 33 28 194 9,562

（表５）商店街等活性化先進事業費補助事業実績

（単位：千円）

団 体 名 年 度 補 助 金 額 事 業 実 績

立川商工会議所 平成10 ２５，０００ ①パーク＆バスライド事業の実施（平成10.11.21～

11.2.28までの土・日・祝日33日間におけるバス４台

の運行)､②委員会９回の開催､③アンケートの実施､

④「商店街活性化先進事業報告書」の発行

（表６）地域中小商業影響調査事業費(意見集約会議運営事業)補助事業実績

（単位：千円）

団 体 名 年 度 補 助 金 額 事 業 実 績

東京商工会議所 平成９ ２，６００ 意見集約会議の開催１２回

〃 １０ ２，９７２ 意見集約会議の開催１０回

田無市商工会 ９ ２６２ 意見集約会議の開催 ３回

（表７）倒産防止特別相談事業費補助事業実績

（単位：千円）

団 体 名 年 度 補 助 金 額 事 業 実 績

東京商工会議所 平成９ １，８１５ 特別相談 ８５件、 講習会 ３回

１０ １，６３４ 特別相談 ６７件、 講習会 ３回
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社団法人東京都信用組合協会ほか８団体

第１ 監査対象の概要

１ 事 業 の 内 容

（１）事 業 の 概 要

社団法人東京都信用組合協会ほか８団体の事業概要は、表１のとおりである。

（表１）各団体の事業概要

名 称 （設立年月） 主 な 事 業

（社）東京都信用組合協会 ・都内信用組合の業務改善等の広報宣伝、資料の収集

昭和３６年４月 ・経営破綻した信用組合の債権回収事業（ ）

東京都職業能力開発協会 ・会員の行う職業訓練、技能検定その他職業能力の開発に関

昭和５４年８月 する業務についての指導及び連絡、情報提供、調査研究（ ）

・事業主、労働者に対する相談・援助、技能検定試験の実施

東京都漁業協同組合連合会 ・所属員の事業に必要な物資の供給、共同利用、福利厚生、

昭和２５年１月 遭難救済、教育、情報提供、その他漁場の施設の整備（ ）

・漁獲物その他生産物の運搬・加工・保管・販売

東京都ハイヤー・タクシー ・ハイヤー・タクシー乗務員に必要な第２種運転免許取得、

研修センター 及び乗務員育成のための職業訓練の実施

（ ）平成元年１０月

東京都理美容技能協会 ・会員の雇用する労働者に対する認定職業訓練の実施

（ ）昭和５２年６月

東京建築高等職業訓練校 ・訓練生の訓練終了後の職業の安定・地位の向上

昭和３３年３月 ・構成事業主の雇用する労働者に対する認定職業訓練の実施（ ）

東京都中小企業団体中央会 ・組合等の設立、組織事業、経営の指導及び指導者養成

昭和３１年１月 ・講習会、研修会並びに講演会の開催（ ）

東京都農業会議 ・法令に基づく必須業務

昭和２９年８月 ・農業に関する啓蒙、宣伝、調査、研究、講習等（ ）

（社）東京都木材団体連合会 ・木材に関する調査研究、木材流通の改善指導、木製材業の

昭和２６年３月 育成指導（ ）

・木材の価格安定、普及啓蒙、検査と品質向上

（２）都 と の 関 係

都は、各団体が行う事業に対し補助金等を交付しており、平成９年度及び平成１０年度の補

助金等の交付目的並びに交付額は、表２及び表３のとおりである。
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（表２）補助金等交付目的及び補助率・負担割合

区 分 交 付 目 的 補 助 率

（ 補助・交付金等交付要綱 ） 負 担 割 合

（社）東京都信用組合協会

以内信用組合経営改善指導事業補助金 都内信用組合の人材育成・確保 1/2

都単独（信用組合経営改善指導事業補助金交付要綱）

債権回収事務費・東京都信用組合緊急特別対策補助金 コスモ信組の破綻処理の円滑促進

（東京都信用組合緊急特別対策補助金交付要綱） 借入金の支払利息等及び地域の信用秩序維持

都単独

以内信用組合外部監査制導入促進等事業費補助金 外部監査制導入及び研修事業の助 1/2

成による組合経営の健全性の確保 都単独（信用組合外部監査制導入促進等事業実施要綱）

以内事業内職業訓練事業補助金 認定職業訓練の実施による職業に 2/3

必要な能力開発及び向上 国1/2 都1/2（ ）東京都事業内職業訓練事業補助金交付規程

億円の無利子貸付信用組合育成強化資金貸付金 貸付金の運用益を活用して都内信 100

（ ）（東京都信用組合支援基金機構運営要綱） 昭和６２ 平成８用組合相互の合併促進により、経 ～

償還期限平成21年5月営の健全化と預金者保護

東京都職業能力開発協会

東京都職業能力開発協会費補助金 都道府県の区域内における職業能 10/10

東京都職業能力開発協会費補助金交付要綱 管理費･指導員講習･（ ） 力の開発及び向上の促進

技能検定事業

過去３年の実績に国：

より算出した額

交付額 国の補助額都： －

振興事業

過去３年の実績に国：

より算出した額

都：国庫補助と同額

東京都漁業協同組合連合会

指導室設置 漁協の組織･財務･営漁等の指導体制、 10漁協指導強化対策事業費補助金( ) 人件費10/10 事務費5/

都単独(漁協指導強化対策事業費補助金交付要綱) 信用事業基盤強化及び財務体質改善

以内漁協指導強化対策（公）事業費補助金 漁業者の経営管理能力向上、財務 10/10

体質の改善 国1/2 都1/2(漁協指導強化対策事業費補助金交付要綱)

都漁連が行う、島しょ地区漁協の経営 借入金額の利息又は漁協育成支援対策事業費補助金

(島しょ地区漁業協同組合育成支援対策事業利子 の効率化・合理化による合併推進事業 88,500千円の低い方

都単独補給金交付要綱) に対する補助（利子補給）

島しょ海域における一本釣り漁業資源管理型漁業広域回遊資源管理実施検討事業費

補助金 (資源管理型漁業広域回遊資源管理実施検 以内の自主的資源管理による漁家経営 3/4

の安定 国2/４ 都1/４討事業費補助金交付要綱)

以内水産物流通活性化対策事業費補助金 東京都漁連水産物流通センターの 3/4

（水産物流通活性化対策事業費補助金交付要綱) 荷捌き施設･鮮度保持建設

/４ /４施設：国２ 都１

以内沿岸漁業構造改善事業費補助金 島しょ地区の地の利を活かしたマ 3/4

4(沿岸漁業構造改善事業費補助金交付要綱) リンレジャーの事業化の検討 国2/4 都1/

漁獲･水揚げ情報を迅速かつ的確に収 以内漁獲管理情報処理システム整備事業費補助金 10/10

国1/2 都1/2(漁獲管理情報処理ｼｽﾃﾑ整備事業費補助金交付要綱) 集､解析､通報するためのシステム整備
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東京都ハイヤー・タクシー研修センター 東京都理美容技能協会 東京建築高等職業訓練校、 、

以内事業内職業訓練事業補助金 認定職業訓練の実施による職業に 2/3

必要な能力開発及び向上 国1/2 都1/2（東京都事業内職業訓練事業補助金交付規程）

東京都中小企業団体中央会

×２東京都組織化指導費補助金 中小企業の組織化、近代化並びに 国の基準額

/2（東京都組織化指導費補助金交付要綱） 中小企業団体の育成・指導の促進 国1/2 都1

組合自主研修東京都組織強化事業費補助金 ･ 役職員及び組合員の資質向上 講習会･

（東京都組織強化事業費補助金交付要綱） 補助： 以内･「組合情報システム」活用のため 1/2

情報管理室賃借料補の専用室設置

助：３ 以内/４

東京都農業会議

以内東京都農業会議費補助金 組織運営費及び事業費 10/10

1/2 1/2（東京都農業委員会交付金等交付要綱） 国 都

市町村総合推進事業東京都地域農政推進対策事業費補助金 地域農業振興を図るべく効率的・

1/2（ ）東京都地域農政推進対策事業費補助金交付要綱 ： 国安定的な農業経営の育成及び農業

農業団体推進事業構造の確立

農業経営基盤強化促進

/2事業：国1/2 都1

遊休農地活用促進･人

材育成確保総合対策：

10/10国

以内東京都水田営農推進交付金 新生産調整推進対策の実施及び地 10/10

10/10（東京都水田営農推進交付金交付要綱） 国域の実態に即応した指導推進活動

市街化調整区域、島しょ地域等内東京都多摩島しょ地域営農集団育成事業費補助金

（東京都多摩島しょ地域営農集団育成事業費補助 以内農業の育成 10/10

10/10金交付要綱) 都

認定農業者等の農業経営の改善、基盤 以内東京都農業構造改善事業促進対策費補助金 10/10

/2（東京都農業構造改善事業促進対策費補助金交付要綱) 整備や経営近代化の施設導入促進等 国1/2 都1

以内東京都山村振興等特別対策費補助金 山間部及び離島における農林水産 10/10

1/2（東京都山村振興等特別対策費補助金交付要綱） 業の振興促進 国1/2 都

（社）東京都木材団体連合会

木材利用推進活動事業木材利用推進地方活動事業費補助金 地域木材の利用促進活動、利用方

（木材利用推進地方活動事業費補助金交付要綱） 以内法についての普及啓発 3/4

うち木材利用相談活動等

10/10以内促進事業

国 都1/32/3
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（表３）補助金等交付実績

（単位：千円）

区 分 補 助 対 象 事 業 費 及 び 補 助 金 交 付 額

平 成 ９ 年 度 平 成 １０ 年 度

補助対象事業費 補助金交付額 補助対象事業費 補助金交付額（ 補助・交付金交付要綱）

（社）東京都信用組合協会 2,671,230 2,028,227 2,371,150 2,007,185

1,855 900 1,857 900信用組合経営改善指導事業補助金

2,612,627 2,000,000 2,354,359 2,000,000東京都信用組合緊急特別対策補助金

信用組合外部監査制導入促進等事業費

38,953 19,460 － －補助金

17,795 7,867 14,934 6,285事業内職業訓練事業補助金

東京都職業能力開発協会 420,013 239,013 400,024 218,193

420,013 239,013 400,024 218,193東京都職業能力開発協会費補助金

東京都漁業協同組合連合会 894,042 653,746 126,687 115,162

17,339 15,756 16,983 15,583漁協指導強化対策事業費補助金

6,001 6,000 6,000 6,000漁協指導強化対策(公)事業費補助金

－ － 97,500 88,500漁協育成支援対策事業費補助金

資源管理型漁業広域回遊資源管理実施

2,000 1,500 4,500 3,375検討事業費補助金

867,000 629,038 － －水産物流通活性化対策事業費補助金

1,000 750 － －沿岸漁業構造改善事業費補助金

702 702 1,704 1,704漁獲管理情報処理システム整備事業費補助金

東京都 研修 43,117 19,756 59,970 20,160ハイヤー・タクシー センター

43,117 19,756 59,970 20,160事業内職業訓練事業補助金

東京都理美容技能協会 12,823 6,975 18,540 7,915

12,823 6,975 12,920 5,541事業内職業訓練事業補助金(短期課程)

－ － 5,620 2,374〃 (普通課程)

東京建築高等職業訓練校 22,127 8,622 21,076 8,568

3,559 1,624 3,170 1,774事業内職業訓練事業補助金(短期課程)

18,568 6,998 17,906 6,794〃 (普通課程)

東京都中小企業団体中央会 484,828 432,820 451,543 404,419

469,180 424,688 438,490 398,781組織化指導費補助金

15,648 8,132 13,053 5,638組織強化事業費補助金

東京都農業会議 132,011 112,045 130,273 111,413

106,141 86,187 105,637 86,789農業会議費補助金

6,963 6,958 6,188 6,184地域農政推進対策事業費補助金

440 440 440 440水田営農推進交付金

461 460 － －多摩島しょ地域営農集団育成事業費補助金

12,005 12,000 12,002 12,000農業構造改善事業促進対策費補助金

6,001 6,000 6,006 6,000山村振興等特別対策費補助金

（社）東京都木材団体連合会 14,233 8,390 14,905 8,763

14,233 8,390 14,905 8,763木材利用推進地方活動事業費補助金

合 計 4,694,424 3,509,594 3,594,168 2,901,778
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２ 組 織

各団体の組織は、表４のとおりである。

（表４） 組 織（平成１１．３．３１現在）

（単位：人）

団 体 所 在 地 会員数 役 職 員 等 数

会長・副 専務理事 常務理事 理 事 監 事 職員数（社）東京都信用組合協会

中央区京橋１－９－１ ４４ １・６ １ １ ４ ２ ３７

会長・副 専務・常務・理事 事務局長 監 事 職員数東京都職業能力開発協会

千代田区飯田橋３－１０－３ ４４８ １・２ １ ・ １ ・３３ ３ １６常務兼務

会長理事 専務理事 理 事 監 事 職員数東京都漁業協同組合連合会 副会長理事

港区港南４－７－８ ２４ １ ２ １ ３ ２ ２２

東京都ハイヤー・タクシー研修センター 理事長 副理事長 専務理事 理 事 監 事 職員数

杉並区堀ノ内１－１８－６ １４４ １ ７ １ ２０ ３ ４

理事長 副理事長 理 事 監 事 職員数東京都理美容技能協会

－目黒区碑文谷６－６－３ ７ １ １ ３ ２

組合数 会 長 副会長 ・ ・理事 監 事 職員数東京都中小企業団体中央会 専務理事 常任理事

中央区銀座２－１０－1８ １ ６ １・２２・７１ ３ ５０2,356

会議員 会 長 副会長 監査委員 職員数東京都農業会議

渋谷区代々木２－１０－１ ６１ １ ２ ２ ８

校 長 副校長 事務局長 理 事 監 事東京建築高等職業訓練校 事務局次長

渋谷区神南１－３－１０ ７３ １ ２ １ １ １０ ２

会 長 副会長 専務理事 常務理事 職員数（社）東京都木材団体連合会

江東区深川２－５－１１ ９４ １ ３ ３ ３－

第２ 監査の範囲及び実地監査期間

１ 監 査 の 範 囲

平成９年度及び平成１０年度の補助事業等について実施した。

２ 実地監査期間

（１）労働経済局 平成１１年１２月１日及び１７日

（２）団 体 平成１１年１２月３日から同月１３日まで

１２月 ３日 （社）東京都信用組合協会 東京都中小企業団体中央会

６日 〃 〃

７日 東京都職業能力開発協会 東京都農業会議

９日 東京都漁業協同組合連合会 東京建築高等職業訓練校

１０日 （社）東京都木材団体連合会東京都ハイヤー・タクシー研修センター

１３日 東京都理美容技能協会 －
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第３ 監 査 の 結 果

１ 事業実績について

平成９年度及び平成１０年度における補助事業等の主な実績は、別表１のとおりであり、事業

は、別項指摘事項を除き、補助目的等に沿って適正に執行されている。

２ 指 摘 事 項

（１）労働経済局関係

ア 郵券等の使用状況に対する指導を適切に行うべきもの

局は、社団法人東京都木材団体連合会（以下「連合会」という ）が行っている「木材利用。

推進地方活動事業」に、平成１０年度は、８７６万３，０００円の補助金を交付している。

ところで 連合会は この補助事業において 表５のとおり 切手及び官製はがき 以下 郵、 、 、 、 （ 「

券等」という ）を購入しているが、この郵券等の受払簿が整備されていないことから具体的。

な使用実態が明確となっておらず、補助事業として使用したものか否か確認できないものとな

っており適切でない。

局は、郵券等の使用状況を明確にするよう指導されたい。

（表５）社団法人東京都木材団体連合会における郵券等の購入状況

購 入 年 月 日 購入金額 郵 券 等 の 内 訳 用 途

17,000円 切手 @80 100枚 8,000円 展示会等開催平成１０年６月 １日

@90 100枚 9,000円

21,200円 切手 @50 20枚 1,000円 移動木工教室開催平成１０年７月 １日

@80 50枚 4,000円

@120 50枚 6,000円

@140 50枚 7,000円

@160 20枚 3,200円

10,500円 切手 @80 100枚 8,000円 展示会等開催平成１０年８月 ５日

@50 50枚 2,500円

6,000円 はがき@50 120枚 6,000円 〃平成１０年８月２１日

8,000円 切手 @80 100枚 8,000円 〃平成１０年９月 ３日

木材利用相談活動平成１１年１月１４日 17,240円 切手 @80 100枚 8,000円

等促進事業切手 @90 100枚 9,000円

切手 @240 1枚 240円

60,500円 切手 @80 100枚 8,000円 〃平成１１年３月 ５日

切手 @120 150枚 18,000円

切手 @140 50枚 7,000円

切手 @160 50枚 8,000円

切手 @390 50枚 19,500円

8,000円 切手 @80 100枚 8,000円 〃平成１１年３月３０日

合 計 148,440円
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（２）共 通 関 係

ア 補助金を返還すべきもの

局は 職業能力の開発及び向上の促進を図ることを目的として 東京都職業能力開発協会 以、 、 （

下「協会」という ）が行う職業能力開発促進事業に要する経費（管理費及び事業費）につい。

て、東京都職業能力開発協会費補助金交付要綱に基づき補助金を交付している。

ところで、平成９年度の補助金の算定について事業実績報告書等を見たところ、管理費の公

租公課費（消費税）に、補助対象外経費である東京都海外人材事業（都からの受託事業）の消

， 、費税４１万８ ３０９円及び協会独自事業の消費税５８万６１５円が加算されていることから

管理費の対象経費（歳出合計額）が９９万８，９２４円過大となっている。

これは、受託事業において、受託料の確定後に生じた消費税の不足分を受託料の増額変更等

を行わずに補助対象経費に振り替えたことなどによるものであり適正でない。

この結果、表６のとおり、補助金の確定額が３６万４，３７５円過大となっている。

協会は、補助金を返還するとともに、局は、実績報告書を十分精査するなど、補助金の額の

確定を適正に行われたい。

( 東京都職業能力開発協会 )

（ ）労 働 経 済 局

（表６）平成９年度東京都職業能力開発協会補助金算出内訳

（単位：千円）

会費等特定 補助対象 補 助 金 補 助 金 過
区 分 歳 出 財 源 収 入 経 費 交 付 額 (△)不足額 備 考

A B C＝A－B D E＝D－C

正 129,595 1,983 127,612 131,805 4,193 事業費に繰出
管 理 費 (3,828）

誤 130,594 1,983 128,611 131,805 3,194 事業費に繰出
(3,194)

過 大 額 998 0 998 0 998

事 業 費 289,418 178,382 111,036 107,208 3,828△

合 計 正 419,013 180,365 238,648 239,013 364

（注） 事業費において補助対象経費の２０パーセントの範囲以内で、管理費との間で経費の

配分を変更することができる（交付決定通知 。）
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（別表１） 主な事業実績（補助金）

団 体 名 事 業 実 績

事 業 名 平 成 ９ 年 度 平 成 １０ 年 度

(社)東京都信用組合協会

緊急特別対策事業 事業費・管理費等 事業費・管理費等

329,282,769円 426,199,280円

債権買取に係る支払い利息 債権買取に係る支払い利息

2,283,344,520円 1,928,160,274円

回収金額 14,043,500,933円 回収金額 8,532,135,684円

外部監査実施 ６信組外部監査制導入促進等事業

（単年度事業） 早期是正措置に係る研修

12回 参加人員 701名

東京都職業能力開発協会

職業能力開発促進事業 職業訓練指導員講習 職業訓練指導員講習

４回 延べ207名 ４回 延べ204名

技能検定試験 4回 技能検定試験 4回

学科試験 8,383人 学科試験 8,336人

実技試験 9,144人 実技試験 9,049人

東京都漁業協同組合連合会

新入研修会・経理改善外 35事業 新入研修会・経理改善外 22事業漁協指導強化対策事業

対応人員 延べ 40人 対応人員 延べ 63人

漁協育成支援対策事業 基金借入金にかかる利子補給

借入金 3,933,000千円

(利息３％ ５年償還)

３漁協(差木地･新島･三宅島)実施

東京都漁連水産物流通センター水産物流通活性化対策事業

内訳：水産物荷捌き施設

同 鮮度保持施設

東京都ハイヤー･タクシー研修センター

事業内職業訓練事業 ２種運転免許取得コース ２種運転免許取得コース

５０期 延べ 944人 ５０期 延べ1,674人

東京都理美容技能協会

事業内職業訓練事業 理容科 理容科・美容科

(短期課程) ７コース 延べ 456人 ３０コース 延べ 367人

事業内職業訓練事業 理容科 訓練生数 12名

(普通課程)

東京都建築高等職業訓練校

事業内職業訓練事業 建築施工系木造建築科 建築施工系木造建築科

（普通課程） 訓練生 72名 訓練生 65名

事業内職業訓練事業 建築士コース外３講座 建築士コース外４講座

（短期課程） 訓練生 85名 訓練生 105名
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東京都中小企業団体中央会

組織化指導 組合特定問題研究会 組合特定問題研究会

懇談会の開催 懇談会の開催

１０回 出席 124名 １０回 出席 109名

研修会の開催 研修会の開催

１４回 出席 773名 １４回 出席 821名

組合等の人材育成事業 組合等の人材育成事業

組合管理者等講習会の開催 組合管理者等講習会の開催

３回 出席 332名 ３回 出席 290名

組合青年部講習会の開催 組合青年部講習会の開催

３回 出席 186名 ３回 出席 177名

組合青年部研究会の開催 組合青年部研究会の開催

８組合 230名 ６組合 264名

外国人研修生共同受入事業 外国人研修生共同受入事業

運営指導 ４組合 運営指導 ３組合

活路開拓調査指導事業 活路開拓調査指導事業

１０組合 組合・ ・ ８ビジョン調査事業 ビジョン調査事業

組合 組合・ ・ビジョン実現化事業 ４ ビジョン実現化事業４

官公需資料作成普及事業 官公需資料作成普及事業

収集情報件数 813 収集情報件数 2,266

収集先機関数 1,768 収集先機関数 6,090

提供先組合数 5,080 提供先組合数 12,105

東京都農業会議

農業会議費 農業経営管理指導事業 農業経営管理指導事業

経営知識普及指導事業 経営知識普及指導事業

企画検討会・指導会議 企画検討会・指導会議

２回 延べ 35名 ３回 延べ 42名

経営管理講習会 経営管理講習会

８４回 延べ 658名 101回 延べ 688名

説明会･検討会･研修会 説明会･検討会･研修会

９回 延べ 252名 １１回 延べ 194名

現地指導調査 ５回 現地指導調査 ５回

情報資料発行 500部 情報資料発行 100部

強化対策育成事業 強化対策育成事業

検討会･発表会･懇話会 検討会･発表会･懇話会

９回 延べ 235名 ７回 延べ 155名

先進農家視察 先進農家視察

８個所 延べ 220名 ８個所 延べ 165名

機関誌発行 9,100部 機関誌発行 12,100部

地域農業 事業 地域農業 事業マネジメント マネジメント

巡回指導 １３回 巡回指導 １８回

情報資料発行 4,000部 情報資料発行 3,600部
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農業振興広域調整推進事業 農業振興広域調整推進事業

会議・検討会 会議・検討会

１０回 延べ 207名 ８回 延べ 198名

情報資料発行 4,800部 情報資料発行 26,200部

農地等情報管理システム整備事業 農地等情報管理システム整備事業

検討会 ３回 延べ 51名 検討会 ３回 延べ 51名

農地基本台帳電算化普及指導 農地基本台帳電算化普及指導

指導回数 １回 指導回数 ３回

電算化台帳管理･活用指導 電算化台帳管理･活用指導

指導回数 ７回 指導回数 １２回

農地地図情報システム濃密指導

指導回数 ４回

農業委員会活動強化対策事業 農業委員会活動強化対策事業

研修会１２回 延べ1,161名 研修会１３回 延べ1,284名

巡回指導 ９回 巡回指導 １１回

農地調整関係等調査事業 農地調整関係等調査事業

現地調査件数・回数 現地調査件数・回数

１０件・１０回 ８件・８回

農地法等関係事務処理件数 農地法等関係事務処理件数

処理件数 244件 処理件数 209件

処理面積 61.89ha 処理面積 80.63ha

農業構造改善事業促進対策 会議 １１回 延べ 102名 会議 ９回 延べ 89名

現地助言指導等日数 現地助言指導等日数

延べ 58日 延べ 20日

現地調査・指導調査 ８回 現地調査・指導調査 ６回

（社）東京都木材団体連合会

木材利用推進地方活動事業 木材利用推進地方活動事業 地域材利用普及啓発等事業

リーフレット作成 5000部 パンフレット購入 3400部

展示用パネル制作 10枚

木工教室の開催 19回 木工教室の開催 25回

展示会の開催 1回 展示会の開催 1回

低位利用木材資源活用促進事業 低位利用木材資源活用促進事業

製品展示 3回 製品展示 3回

木材利用相談活動等促進事業 木材利用相談活動等促進事業

アンケート調査 1回 アンケート調査 1回

情報収集 毎月 情報収集 毎月
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財団法人東京都公園協会

第１ 監査対象の概要

１ 事 業 の 内 容

（１）事 業 の 概 要

財団法人東京都公園協会 以下 協会 という は 昭和２３年２月に任意団体として発足（ 「 」 。） 、

し、昭和２９年２月財団法人の設立許可を受けた団体で、東京都都市緑化基金（以下「緑化基

金 という の運用により都市緑化を推進するとともに 公園緑地事業及び水と緑に親しめる」 。） 、

水辺環境事業の発展振興を図ることによって、安らぎとゆとりのある都民生活の向上に寄与す

ることを目的とし、主として次の事業を行っている。

ア 東京都公園緑地事業、水辺環境事業及び都市緑化事業の協力推進及び普及啓発

イ 緑化基金の造成、管理及び運用

ウ 東京都の委託による公園､霊園､葬儀所､水辺施設等の維持補修及び使用受付等の管理業務

エ 公園緑地、水辺等に関する付帯事業の経営及び受託

オ 観光船の運航及びこれに付帯する業務の運営

（２）都 と の 関 係

、 、 （ ． ） 。都は 協会に対し 緑化基金として１０億円 出えん比率：４４ ５％ を出えんしている

また、都は、東京都立公園条例（昭和３１年東京都条例第１０７号）第２４条の２、東京都

霊園条例（平成５年東京都条例第２２号）第２８条、東京都葬儀所条例（昭和２１年東京都条

例第４４号）第１０条に基づいて、都立公園・庭園等、公の施設の管理を委託しており、平成

９年度９５億２，４６６万６９８円、平成１０年度９３億８，９７６万９，２０７円の委託料

を支出している。

２ 組 織

協会は、事務所を渋谷区神宮前五丁目５３番６７号に置き、役員１５名（理事長１名、常務理

事２名、理事９名（非常勤 、監事３名（非常勤 ）及び職員８８５名(うち都派遣職員５４３名)） ）

をもって構成されている（平成１１年３月３１日現在 。）

第２ 監査の範囲及び実地監査期間

１ 監 査 の 範 囲

平成９年度及び平成１０年度における公の施設の管理委託事業及び基金事業について実施し

た。

２ 実地監査期間

（１）建 設 局 平成１１年１２月８日及び１７日

（２）協 会 平成１１年１２月９日から同月１３日まで
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第３ 監 査 の 結 果

１ 公の施設の管理事業の実績について

（１）都立公園等管理事業

本事業は、都からの受託により、都立公園・庭園等の管理運営を行うものであり、その事業

費は、平成９年度７７億２，３４５万６，９２１円、平成１０年度７５億５，９６２万７，６

５６円となっている。

ア 公園の管理

有料施設の受付、使用料の収納事務、園路、遊具等施設の補修管理等を実施しており、その

受託公園の状況は、表１のとおりである。

(表１) 受託公園状況

平成９年度 平成１０年度 増 減

区分 所 在 公園数 管理面積( ha） 公園数 管理面積( ha）

一般 区 部 ２２ ３８０．３１ ２５ ４７１．３６ ３公園の増加

公園 多 摩 ２０ ３７８．３０ ２０ ４１５．１９ 開園面積の増加

計 ４２ ７５８．６１ ４５ ８８６．５５

区 部 ７ ５７．４５ ７ ５７．４５ 増減なし

庭園 多 摩 １ ２．１１ １ ２．１１ 〃

計 ８ ５９．５７ ８ ５９．５７

合 計 ５０ ８１８．１８ ５３ ９４６．１２ 127.94ha増加

イ 日比谷公会堂・日比谷公園大音楽堂の管理

、 、 、 、有料施設の受付 使用料の収納事務 施設維持管理等を実施しており その主な事業実績は

表２のとおりである。

(表２) 有料施設等の使用状況 (単位:件 千円)、

平 成 ９ 年 度 平 成 １ ０ 年 度

施 設 名 施設使用 付帯設備使用 施設使用 付帯設備使用

件数 使用料 件 数 使用料 件数 使用料 件 数 使用料

日比谷公会堂 521 77,175 13,977 15,235 482 71,816 12,787 14,359

大 音 楽 堂 324 35,400 434 1,283 320 34,698 501 1,101

計 845 112,576 14,411 16,519 802 106,514 13,288 15,460
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ウ 夢の島熱帯植物館の管理

入場受付、入場料収納事務、施設等の維持管理を実施しており、その事業実績は、表３のと

おりである。

(表３) 入場者数等の状況

年 度 入 場 者 数 有料入場者数 無料入場者数 入 場 料

平成 ９年度 190,814人 100,828人 89,986人 23,924千円

平成１０年度 174,054 94,315 79,739 22,754

エ 緑の図書資料室の管理

緑の図書資料室において、図書（２万５，４８１冊 ・図面（１万７，８８２枚 ・雑誌（２） ）

３６種 平成１０年度末現在 等の収集 貸出し等を実施しており その事業実績は 表４の）（ ） 、 、 、

とおりである。

(表４) 利 用 状 況

年 度 平 成 ９ 年 度 平 成 １ ０ 年 度

開室日 ２８５日 ２６２日

利用者 ５，７１６人 大 人 子 供 ８，３９５人 大 人 子 供

５，１２１人 ５９５人 ７，９３４人 ４６１人

図書貸出 ３，６８２冊 ３，５０３冊 １７９冊 ３，７７７冊 ３，６３１冊 １４６冊

オ 緑の相談所の管理

日比谷公園ほか５箇所において、緑化についての相談・普及啓発・資料収集等を実施してお

り、その事業実績は、表５のとおりである。

(表５) 相 談 状 況

平 成 ９ 年 度 平 成 １ ０ 年 度

講習会開催回数（参加者） 講習会開催回数（参加者）相 談 所 名 入館者数 相談件数 入館者数 相談件数

日 比 谷 公 園 67,030人 6,833件 98回（2,354人） 69,269人 7,356件 111回( 2,602人）

戸 山 公 園 24,786 5,538 39 ( 965 ) － － －

木 場 公 園 203,136 4,627 85 (2,899 ) 218,242 4,322 110 （ 4,326 ）

上 野 公 園 67,274 5,158 34 (1,116 ) 80,962 5,297 34 （ 972 ）

水 元 公 園 127,524 5,814 53 (1,532 ) 117,013 6,385 79 （ 2,111 ）

神代植物公園 80,303 16,571 82 (3,090 ) 74,841 17,122 72 （ 2,570 ）

計 570,053 44,541 391 (11,956 ) 560,327 40,482 406 （12,581 ）
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（２）霊園等管理事業

本事業は、都からの受託により、霊園・納骨堂等の管理運営を行うものであり、その事業費

は、平成９年度１８億１２０万３，７７７円、平成１０年度１８億３，０１４万１，５５１円

となっている。

ア 霊園・納骨堂の管理

、 、 、 。使用料等の収納事務 施設の管理等を実施しており その事業実績は 表６のとおりである

（表６）霊園・納骨堂の管理実績

平 成 ９ 年 度 平 成 １ ０ 年 度

霊 園 納 骨 堂 霊 園 納 骨 堂

施設名 使用者数 管 理 料 手 数 料 保管数 使用料 使用者数 管 理 料 手 数 料 保管数 使用料

青 山 人 202件 469件 個 千円 人 274件 513件 個 千円

14,610 975千円 648千円 － － 14,596 1,333千円 698千円 － －

雑司ケ谷 8,872 111件 793件 9,523 15,265 8,866 155件 716件 9,237 23,266

419千円 687千円 593千円 640千円

染 井 4,382 135件 178件 － － 4,379 128件 145件 － －

509千円 241千円 472千円 208千円

谷 中 6,211 132件 201件 － － 6,209 118件 187件 － －

612千円 280千円 554千円 259千円

八 柱 72,735 1,171件 2,301件 1,638 5,123 73,467 1,318件 2,339件 1,679 5,260

4,678千円 2,869千円 5,076千円 2,969千円

小 平 41,266 872件 1,174件 － － 41,598 1,064件 1,155件 － －

3,932千円 1,665千円 4,636千円 1,655千円

多 磨 67,656 814件 2,532件 4,037 12,550 68,093 1,223件 2,752件 4,192 13,041

4,206千円 2,657千円 6,160千円 2,895千円

八 王 子 34,904 309件 685件 － － 34,904 531件 771件 － －

1,149千円 944千円 1,959千円 1,089千円

合 計 250,636 3,746件 8,333件 15,198 32,939 252,112 4,811件 8,578件 15,108 41,568

16,484千円 9,994千円 20,785千円 10,416千円
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イ 斎場・火葬場の管理

使用の受付、使用料等の収納事務、施設の維持管理等を実施しており、その事業実績は、表

７及び表８のとおりである。

(表７) 斎場の管理実績

平 成 ９ 年 度 平 成 １ ０ 年 度

斎 場 名 使 用 件 数 使 用 料 使 用 件 数 使 用 料

青 山 一種(8時間以内) 106件 79,650千円 一種(8時間以内) 105件 77,250千円

葬 儀 所 二種(4時間以内) 44 16,575 二種(4時間以内) 50 18,750

雑司ケ谷崇祖堂 ２時間以内 151 2,352 ２時間以内 179 2,748

（表８）火葬場(瑞江葬儀所)の管理実績

平 成 ９ 年 度 平 成 １ ０ 年 度

使 用 料 手 数 料 柩 保 管 料 使 用 料 手 数 料 柩 保 管 料

7,372件 34,566千円 35件 14千円 142件 59千円 7,354件 35,301千円 16件 6千円 181件 89千円

２ 都市緑化基金事業（緑化基金特別会計）の経営状況について

本事業は、募金、出えん金により緑化基金を造成し、基本財産運用収入、繰入金収入（公園事

業特別会計からの繰入れ）等を財源に、民間の緑化活動への助成事業、都市公園等の保全美化運

動への助成等の普及啓発事業を行うものであり、特別会計で経理している。

（１）収支状況

平成１０年度は、別表１比較収支計算書のとおり、当期収入１億１，７８８万余円に対し、

当期支出９，３６９万余円で、当期収支差額は２，４１９万余円の次期繰越となっており、前

期繰越収支差額が３６３万余円あることから、次期繰越収支差額は２，７８２万余円となって

いる。

収入は、前年度（９，３１５万余円）と比較して２，４７３万余円（２６．６％）増加して

いる。これは、主に基本財産運用収入が１，８３１万余円及び基本財産収入が６１９万余円そ

れぞれ増加したことによるものである。

支出は、前年度（９，２０８万余円）と比較して１６０万余円（１．７％）増加している。

これは、管理費が１，０３４万余円減少したものの、事業費が４７４万余円、固定資産取得支

出が７１９万余円それぞれ増加したことによるものである。

（２）財政状態

緑化基金特別会計の平成１０年度末における財政状態は 別表３比較貸借対照表のとおり 資、 、

産総額２２億８，４９４万余円、負債総額１，１０２万余円、正味財産２２億７，３９１万余

円である。

資産は、前年度（２２億２，８９７万余円）と比較して５，５９６万余円（２．５％）増加



- 98 -

。 、 ， （ ）している これは 主に流動資産である現金預金が２ ２７２万余円及び緑化基金 基本財産

が３，３０９万余円（１．５％）それぞれ増加したことによるものである。

負債は、前年度（１，３９５万余円）と比較して２９２万余円減少している。これは、主に

流動負債である賞与引当金が１４０万円及び未払金が１１５万余円それぞれ減少したことによ

るものである。

このため、正味財産（別表２）は、前年度（２２億１，５０２万余円）に比べ５，８８９万

余円（２．７％）増加し、２２億７，３９１万余円となっている。

（３）事業実績

平成１０年度の主な事業実績は、表９のとおりである。

(表９) 緑化基金事業実績 (単位:千円)

事 業 区 分 事 業 内 容 金 額

緑化助成事業 民有地緑化事業への助成 ３４，８３１

（社会福祉施設等の緑化１４件）

広報資料の作成・配布

（季刊「みどりＴｏｋｙｏ」年４回発行等） ５，６３７

普及啓発事業 （リーフレット５，０００枚）

緑化推進団体の育成 １，２００

(「東京都緑化白書」の刊行事業助成 ）

公園等の保全美化運動への助成 ７５０

調査研究事業 市民緑化による樹林地管理手法の検討調査ほか１件 ２，１９４

以上、公の施設の管理委託事業及び緑化基金事業について述べてきたが、事業は、委託目的等

に沿って適正に行われている。

３ 指 摘 事 項

特に指摘する事項はない。



(別表１) 比較収支計算書（緑化基金特別会計） （単位：千円）

収 入 の 部 支 出 の 部

平成10年度 平成9年度 増 (△) 減 平成10年度 平成9年度 増 (△) 減

科 目 金 額 率（％） 科 目 金 額 率（％）

(Ａ) (Ｂ) (A-B) (A-B)/B (Ａ) (Ｂ) (A-B) (A-B)/B

×100 ×100

基 本 財 産 運 用 収 入 61,261 42,950 18,311 42.6 事 業 費 44,612 39,864 4,748 11.9

基本財産利息収入 209 1,372 △ 1,163 △ 84.8 緑 化 事 業 費 44,612 39,864 4,748 11.9

基本財産配当金収入 61,052 41,577 19,475 46.8 管 理 費 15,989 26,331 △ 10,342 △ 39.3

寄 付 金 収 入 － 10,000 △ 10,000 △ 100 管 理 費 15,989 26,331 △ 10,342 △ 39.3

寄 付 金 収 入 － 10,000 △ 10,000 △ 100 固定資産取得支出 33,090 25,891 7,199 27.8

雑 収 入 535 311 224 72.0 投資有価証券購入支出 15,044 11,109 3,935 35.4

受 取 利 息 87 19 68 357.9 定 期 預 金 支 出 － 2,000 △ 2,000 △ 100

雑 収 入 448 291 157 54.0 普 通 預 金 支 出 18,046 12,781 5,265 41.2

基 本 財 産 収 入 32,090 25,891 6,199 23.9

基 本 財 産 収 入 32,090 25,891 6,199 23.9

繰 入 金 収 入 24,000 14,000 10,000 71.4

繰 入 金 収 入 24,000 14,000 10,000 71.4

当 期 収 入 合 計 117,888 93,152 24,736 26.6 当 期 支 出 合 計 93,693 92,086 1,607 1.7

前 期 繰 越 収 支 差 額 3,633 2,567 1,066 41.5 当 期 収 支 差 額 24,195 1,065 23,130 －

収 入 合 計 121,521 95,719 25,802 27.0 次 期 繰 越 収 支 差 額 27,828 3,633 24,195 666.0



(別表２) 比較正味財産増減計算書（緑化基金特別会計）

（単位：千円）

平成１０年度 平成９年度 増(△)減

科 目 金 額 率 (A-B)/B

(Ａ) (Ｂ) (A-B) ×100

資 産 増 加 額 3,309,392 692,759 2,616,633 377.7

当 期 収 支 差 額 24,195 1,065 23,130 －

投 資 有 価 証 券 増 加 額 1,763,867 430,670 1,333,197 309.6
増

定 期 預 金 増 加 額 49,000 20,000 29,000 145.0
加

普 通 預 金 増 加 額 1,472,329 241,022 1,231,307 510.9
の

負 債 減 少 額 1,911 － 1,911 －
部

賞 与 引 当 金 戻 入 額 1,600 － 1,600 －

退職金給与引当金戻入額 311 － 311 －

資 産 増 加 額 合 計 3,311,303 692,759 2,618,544 378.0

資 産 減 少 額 3,252,106 665,802 2,586,304 388.4

投 資 有 価 証 券 減 少 額 1,522,115 352,927 1,169,188 331.3

減 定 期 預 金 減 少 額 69,000 308,000 △ 239,000 △ 77.6

少 普 通 預 金 減 少 額 1,660,990 4,874 1,656,116 －

の 負 債 増 加 額 299 1,965 △ 1,666 △ 84.8

部 賞 与 引 当 金 繰 入 金 200 1,600 △ 1,400 △ 87.5

退 職 金 引 当 金 繰 入 額 99 365 △ 266 △ 72.9

資 産 減 少 額 合 計 3,252,405 667,767 2,584,638 387.1

当 期 正 味 財 産 増 加 額 58,897 24,991 33,906 135.7

前 期 繰 越 正 味 財 産 額 2,215,021 2,190,030 24,991 1.1

期 末 正 味 財 産 合 計 額 2,273,919 2,215,021 58,898 2.7



(別表３) 比較貸借対照表（緑化基金特別会計） （単位：千円）

資 産 の 部 負 債 及 び 正 味 財 産 の 部

平成10年度 平成9年度 増(△)減 平成10年度 平成9年度 増(△)減

科 目 金 額 率 (％) 科 目 金 額 率 (％)

(Ａ) (Ｂ) (A-B) (A-B)/B (Ａ) (Ｂ) (A-B) (A-B)/B

×100 ×100

流 動 資 産 38,502 15,624 22,878 146.4 流 動 負 債 10,873 13,591 △ 2,718 △ 20.0

現 金 預 金 38,053 15,332 22,721 148.2 未 払 金 10,618 11,777 △ 1,159 △ 9.8

未 収 金 448 291 157 54.0 預 り 金 55 214 △ 159 △ 74.3

固 定 資 産 2,246,444 2,213,354 33,090 1.5 賞 与 引 当 金 200 1,600 △ 1,400 △ 87.5

基 本 財 産 2,246,444 2,213,354 33,090 1.5 固 定 負 債 153 365 △ 212 △ 58.1

現 金 預 金 52,361 241,022 △ 188,661 △ 78.3 退職給与引当金 153 365 △ 212 △ 58.1

投 資 有 価 証 券 2,194,083 1,952,331 241,752 12.4 負 債 合 計 11,027 13,956 △ 2,929 △ 21.0

定 期 預 金 － 20,000 △ 20,000 △ 100 正 味 財 産 2,273,919 2,215,021 58,898 2.7

(うち基本金) 2,246,444 2,213,354 33,090 1.5

(うち当期正味財産増加額) 58,897 24,991 33,906 135.7

資 産 合 計 2,284,947 2,228,978 55,969 2.5 負債及び正味財産合計 2,284,947 2,228,978 55,969 2.5
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株式会社東京都データシステムズ

第１ 監査対象の概要

１ 事 業 の 内 容

（１）事 業 の 目 的

株式会社東京都データシステムズ（以下「会社」という ）は、地域社会の中で重度障害者。

に適切な雇用の場を創出するとともに、重度障害者雇用モデル企業として、広く障害者の雇用

促進啓発活動への参加を通じて、一般雇用における重度障害者の雇用の場の拡大に資すること

を目的として東京都と国際航業株式会社との共同出資（第３セクター方式）により、昭和６０

年４月に設立された重度障害者多数雇用企業であり、コンピュータ情報処理サービス及びソフ

トウェア開発事業を行っている。

（２）都 と の 関 係

都は、会社の設立に当たり、国際航業株式会社と「企業の設立運営に関する協定」を締結し

資本金１億円のうち４，９００万円（４９．０％）を出資している。

２ 組 織

会社は 本社を日野市旭が丘三丁目１番２５号トゥモロープラザビル内に置き 役員１１名 代、 、 （

表取締役１名、取締役８名、監査役２名（うち非常勤８名 ）及び社員３０名（うち重度障害者）

１９名、中軽度障害者５名）をもって構成されている。

第２ 監査の範囲及び実地監査期間

１ 監 査 の 範 囲

平成９年度（第１３期）及び平成１０年度（第１４期）の事業について実施した。

２ 実地監査期間

（１）労 働 経 済 局 平成１１年１１月１日及び１１日

（２）会 社 平成１１年１１月８日及び９日

第３ 監 査 の 結 果

１ 経営状況について

（１）経営成績

平成９年度及び平成１０年度における経営成績は、別表１比較損益計算書のとおりであり、

平成９年度４，２３８万余円、平成１０年度２，４２６万余円の当期損失をそれぞれ計上して

いる。

この結果、平成１０年度は６，３５３万余円の当期未処分損失の計上となっている。

売上高実績表、障害者の雇用状況は表１及び表２のとおりである。
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ア 収益

平成１０年度の営業収益は４億３，６６３万余円で、前年度と比較すると、固定資産台帳の

作成などの受注業務内容を拡大したことなどにより、１億９，９４８万余円（８４．１％）増

加している。

イ 費用

平成１０年度の営業費用は、４億６，０７９万余円で、前年度と比較すると、売上増に応じ

た人件費、外注費等売上原価の増加等により１億８，０９８万余円（６４．７％）増加してい

る。

（表１）売上高実績表

区 分 平成１０年度 平成９年度

件 数 金 額 件 数 金 額

マッピング関連 １８８件 435,578千円 １８０件 235,260千円

そ の 他 ８件 1,054千円 １０件 1,884千円

合 計 １９６件 436,632千円 １９０件 237,144千円

（表２）障害者の雇用状況

（単位：人）

平成６年度 平成７年度 平成８年度 平成９年度 平成10年度

社員数 28 30 29 31 30

うち 障害者 23 25 24 26 24

うち重度 19 19 19 21 19

（注）人数は、各年度末現在の数字である。

（２）財政状態

、 、 、 ，平成１０年度末における財政状態は 別表２比較貸借対照表のとおり 資産合計は ２億３

、 、 ， 、 、 ， 。５１４万余円 負債計は １億９ ８６７万余円 資本計は ３ ６４６万余円となっている

資産は前年度に比較して、９，８２２万余円（７１．７％）増加している。

これは、固定資産が減価償却などにより３０６万余円（１５．１％）減少したものの、売掛

金の増加などにより流動資産が１億１２８万余円（８６．８％）増加したことによるものであ

る。

負債は前年度に比較して１億２，２４８万余円（１６０．８％）増加している。

これは、固定負債が長期借入金の償還により４４０万余円（８３．０％）減少したものの、

流動負債が、買掛金の増加などにより１億２，６８８万余円（１７９．０％）増加したことに

よるものである。

資本は当期損失を計上したことから前年度に比較して２，４２６万余円（４０．０％）の減

少となっている。
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以上、会社の経営状況について述べてきたが、平成１０年度は売上高が大幅に増加しているも

のの受注価額の低落が著しく、当期損失を計上している。

今後とも、健全かつ安定的経営のため経費節減を図るとともに、重度障害者等の雇用の促進に

努められたい。

２ 指 摘 事 項

特に指摘する事項はない。
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（別表１）比較損益計算書

（単位：千円、％）

平成１０年度 平成９年度 比較増( 減△）

（Ａ） (Ｂ) (C)=(A-B) ×100
区 分

(C／B)

営業収益 436,632 237,144 199,488 84.1

営 売上高 436,632 237,144 199,488 84.1

業 営業費用 460,794 279,808 180,986 64.7

経 損 売上原価 413,852 254,042 159,810 62.9

益 販売費及び一般管理費 46,942 25,765 21,177 82.2

常 営業利益 24,162 42,664 18,502 43.4△ △ △

営 営業外収益 138 604 466 77.2△ △

損 業 受取利息及び配当金 40 88 48 54.5△ △

外 雑収入 97 516 419 81.2△ △

益 損 営業外費用 54 136 82 60.3△ △

益 支払利息 54 136 82 60.3△ △

経 常 利 益 24,078 42,196 18,118 42.9△ △ △

税引前当期利益 24,078 42,196 18,118 42.9△ △ △

法人税及び住民税 184 185 1 0.5△ △

当期利益 24,262 42,382 18,120 42.8△ △

前期繰越損（△）益 39,272 3,109 42,381 －△ △

当期未処分損（△）益 63,535 39,272 24,263 61.8△ △ △
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（別表２）比較貸借対照表

（単位：千円、％）

平成10年度 平 成 9年度 比 較 増 ( 減
区 分

△ )

(Ａ) (Ｂ) (C）=(A B) (Ｃ/Ｂ)×100－

流 動 資 産 217,914 116,630 101,282 86.8

現 金 預 金 31,080 20,628 10,452 50.7

売 掛 金 162,447 87,124 75,323 86.5

資 仕 掛 品 24,507 8,939 15,568 174.2

未 収 入 金 200 0 200 －

その他の流動資産 358 485 127 26.2△ △

貸 倒 引 当 金 680 546 134 24.5△ △ △

固 定 資 産 17,227 20,289 3,062 15.1△ △

有形固定資産 14,575 17,642 3,067 17.4△ △

産 建 物 2,535 2,669 134 5.0△ △

器 具 什 器 12,039 14,972 2,933 19.6△ △

無形固定資産 291 291 0 0

電 話 加 入 権 291 291 0 0

投 資 等 2,360 2,356 4 0.2

差 入 保 証 金 2,360 2,356 4 0.2

資 産 合 計 235,142 136,920 98,222 71.7

流 動 負 債 197,777 70,893 126,884 179.0

買 掛 金 133,421 42,699 90,722 212.5

未 払 金 2,253 4,557 2,304 50.6△ △

負 未払法人税等 180 180 0 0

未 払 費 用 10,280 2,366 7,914 334.5

前 受 金 31,371 7,144 24,227 339.1

預 り 金 1,270 946 324 34.2

債 賞 与 引 当 金 19,000 13,000 6,000 46.2

固 定 負 債 900 5,300 4,400 83.0△ △

長 期 借 入 金 900 5,300 4,400 83.0△ △

負 債 計 198,677 76,193 122,484 160.8

資 本 金 100,000 100,000 0 0

資 剰 余 金 63,535 39,273 24,263 61.8△ △ △

63,535 39,273 24,263 61.8当期未処分損（△）益 △ △ △

本 24,262 42,382 18,120 42.8(うち当期損（△）益) △ △ △

資 本 計 36,464 60,727 24,263 40.0△ △

資 本・負 債 合 計 235,142 136,920 98,222 71.7
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東京都ビジネスサービス株式会社

第１ 監査対象の概要

１ 事 業 の 内 容

（１）事 業 の 目 的

東京都ビジネスサービス株式会社（以下「会社」という ）は、地域社会の中で重度障害者。

に適切な雇用の場を創出するとともに、重度障害者雇用モデル企業として、広く障害者の雇用

促進啓発活動への参加を通じて、一般雇用における重度障害者の雇用の場の拡大に資すること

を目的として東京都とカテナ株式会社との共同出資（第３セクター方式）により、昭和６１年

１２月に設立された重度障害者多数雇用企業であり、コンピュータ情報処理サービスのうち、

主としてデータエントリー業務及びシステム開発業務を行っている。

（２）都 と の 関 係

都は、会社の設立に当たり、カテナ株式会社と「企業の設立運営に関する協定」を締結し、

資本金１億円のうち、４，９００万円（４９．０％）を出資している。

２ 組 織

会社は、本社を江東区潮見二丁目１０番２４号に置き、役員１３名（代表取締役１名、専務取

締役１名、取締役１０名、監査役１名（うち非常勤１０名 ）及び社員１０１名（うち重度障害）

者２１名、中軽度障害者５名）をもって構成されている。

第２ 監査の範囲及び実地監査期間

１ 監 査 の 範 囲

平成９年度（第１２期）及び平成１０年度（第１３期）の事業について実施した。

２ 実地監査期間

（１） 労 働 経 済 局 平成１１年１１月１日及び１１日

（２） 会 社 平成１１年１１月２日及び５日

第３ 監 査 の 結 果

１ 経営状況について

（１）経営成績

平成９年度及び平成１０年度における経営成績は、別表１比較損益計算書のとおりであり、

平成９年度２，４２７万余円、平成１０年度１，０９４万余円それぞれ当期利益を計上して

いる。

この結果、平成９年度は２億２，４７６万余円、平成１０年度は２億３，５７０万余円の当

期未処分利益を計上している。
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なお、会社の売上高の実績は表１のとおりであり、また、障害者の雇用の状況は表２のとお

りとなっている。

ア 収益について

平成１０年度の営業収益（売上高）は８億６，７８８万余円で、前年度に比較して３，８６

０万余円（４．７％）増加している。

これは、主として、システム開発業務が２，９４１万余円減少したものの、データエントリ

ー業務で６，８０２万余円増加したことによるものである。

また、営業外収益は２，３７０万余円で、前年度に比較して７８３万余円（４９．４％）増

加している。

これは、主として、日本障害者雇用促進協会等からの雇用助成金（９１２万余円）が２１６

万余円減少したものの、雑収入（１，４５０万余円）が１，０２１万余円増加したことによる

ものである。

イ 費用について

営業費用は、売上原価が５，０９８万余円（７．３％ 、販売費及び一般管理費で２０４万）

余円（２．２％）前年度に比較してそれぞれ増加している。

営業外費用は、雑損失が５３万余円増加している。

特別損失は、固定資産除却損等の増加により前年度に比較して３０４万余円増加している。

以上の結果、税引前当期利益は３，９６０万余円となり、これから法人税及び住民税を控除

した当期利益は１，０９４万余円となっている。

（表１）売上高実績表 （単位：千円）

区 分 平成１０年度 平成９年度 増（△）減 増減率％

データエントリー業務 ４１９，７４２ ３５１、７１９ ６８，０２３ １９.３

システム開発業務 ４４８，１４５ ４７７，５６２ △ ２９，４１７ △ ６.１

合 計 ８６７，８８７ ８２９，２８１ ３８，６０６ ４.７

（表２）障害者の雇用状況 （単位：人）

区 分 平成６年度 平成７年度 平成８年度 平成９年度 平成１０年度

社 員 数 ５６ ５７ ６２ ７４ １０１

うち障害者 ２２ ２４ ２６ ２６ ２６

うち重度 ２０ ２１ ２１ ２１ ２１

（注）人数は各年度末現在の数字である。
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（２）財政状態

平成１０年度末の財政状態は、別表２比較貸借対照表のとおりであり、資産合計は５億１，

５４９万余円、負債合計は１億７，９７９万余円、資本合計は３億３，５７０万余円となって

いる。

資産は前年度に比較して、６１２万余円（１．２％）増加している。

これは、流動資産が、２４５万余円（０．５％ 、固定資産が、長期前払費用が増加したこ）

となどにより３６６万余円（２０．９％ 、それぞれ増加したことによるものである。）

負債合計は前年度に比較して、４８２万余円（２．６％）減少している。

これは、固定負債が、役員退職引当金などの増加により７９７万余円（６９．９％）増加し

たものの、流動負債が１，２８０万余円（７．４％）減少したことによるものである。

資本合計は、当期利益を計上したことから前年度に比較して１，０９４万余円（３．４％）

の増加となっている。

以上、平成１０年度の当期利益は減少しているものの、経営状況は良好であり、事業も出資目的

に沿って適正に運営されているものと認められる。

２ 指 摘 事 項

特に指摘する事項はない。
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（別表１）比較損益計算書

（単位：千円、％）

平成１０年度 平成９年度 比較増( 減△）

(A) (Ｂ) (C)=(A-B) (C／B)×100
区 分

営業収益 867,886 829,280 38,606 4.7

経 営 売上高 867,886 829,280 38,606 4.7

業 営業費用 848,118 795,087 53,031 6.7

常 収 売上原価 751,494 700,509 50,985 7.3

益 販売費及び一般管理費 96,624 94,578 2,046 2.2

損 営業利益 19,767 34,193 14,426 42.2△ △

営 営業外収益 23,701 15,862 7,839 49.4

益 業 受取利息 70 281 211 75.1△ △

外 雇用助成金 9,127 11,293 2,166 19.2△ △

の 損 雑収入 14,503 4,288 10,215 238.2

益 営業外費用 534 - 534 -

部 雑損失 534 - 534 -

経 常 利 益 42,934 50,055 7,121 14.2△ △

特益 特別損失 3,329 288 3,041 -

別の 固定資産売却損 44 - 44 -

損部 固定資産除却損 3,285 288 2,997 -

税引前当期利益 39,604 49,767 10,163 20.4△ △

法人税及び住民税 28,659 25,497 3,162 12.4

当期利益 10,945 24,270 13,325 54.9△ △

前期繰越利益 224,761 200,491 24,270 12.1

当期未処分利益 235,707 224,761 10,946 4.9
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（別表２）比較貸借対照表

（単位：千円、％）
平 成 1 0 年 度 平 成 9 年 度 比 較 増 ( 減

区 分
△ )

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ)=(Ａ－Ｂ) (Ｃ/Ｂ)×100
流 動 資 産 494,256 491,803 2,453 0.5

現金預金 276,002 204,693 71,309 34.8
受取手形 6,607 4,837 1,770 36.6
売掛金 201,879 270,130 68,251 25.3△ △

資 前払費用 1,409 1,517 108 7.1△ △
未収収益 - 29 29 100△ △
未収入金 5,353 6,025 672 11.2△ △
立替金 4,387 6,103 1,716 28.1△ △
貸倒引当金 1,382 1,531 149 9.7△ △

産 固 定 資 産 21,241 17,574 3,667 20.9
有形固定資産 12,666 13,094 428 3.3△ △

建物 980 31 949 -
建物減価償却累計額 186 - 186 -△ △
構築物 2,150 620 1,530 246.8

の 構築物減価償却累計額 1,657 - 1,657 -△ △
車両運搬具 1,933 336 1,597 475.3
車両運搬具減価償却累計 934 - 934 -△ △

額
器具備品 32,338 12,107 20,231 167.1

部 器具備品減価償却累計額 21,957 - 21,957 -△ △
無形固定資産 932 801 131 16.4

電話加入権 932 801 131 16.4
投資等 7,643 3,679 3,964 107.7

長期前払費用 7,631 3,667 3,964 108.1
保証金 12 12 0 -

資 産 合 計 515,498 509,377 6,121 1.2
流 動 負 債 160,409 173,211 12,802 7.4△ △

買掛金 54,322 76,319 21,997 28.8△ △
未払金 27,855 44,030 16,175 36.7△ △

負 未払金(人) 26,222 - 26,222 -
未払法人税等 9,465 12,710 3,245 25.5△ △
未払事業税等 2,580 3,521 941 26.7△ △

債 未払消費税 7,809 13,001 5,192 39.9△ △
未払費用 839 941 102 10.8△ △
前受金 - 1,688 1,688 100△ △

の 従業員預り金 3,601 - 3,601 -
預り金 49 - 49 -
賞与引当金 27,655 21,000 6,655 31.7

部 仮受金 7 1 6 600.0
固 定 負 債 19,381 11,405 7,976 69.9

退職給与引当金 6,706 4,235 2,471 58.3
役員退職引当金 12,675 7,170 5,505 76.8

負 債 合 計 179,791 184,616 4,825 2.6△ △
資本金 100,000 100,000 0 -

資 資本金 100,000 100,000 0 -
本 剰余金 235,707 224,761 10,946 4.9
の 当期未処分利益 235,707 224,761 10,946 4.9
部 (うち当期利益) 10,945 24,270 13,325 54.9△ △

資 本 合 計 335,707 324,761 10,946 3.4
負 債 及 び 資 本 合 計 515,498 509,377 6,121 1.2

（注）固定資産の償却方法は、平成１０年度より直接法から間接法に変更。
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日本自動車ターミナル株式会社

第１ 監査対象の概要

１ 事 業 の 内 容

（１）事 業 の 概 要

日本自動車ターミナル株式会社（以下「会社」という ）は、昭和４０年７月に設立された。

会社で、トラック輸送の合理化を図り、併せて道路交通の円滑化等に資するため、大都市及び

その周辺地域においてトラックターミナル事業を行うことを目的として、次の事業を行ってい

る。

ア トラックターミナル事業

貨物の積卸し、荷さばき等のための荷扱場と、これに接続する運行車・集配車の発着場であ

る停留場所で構成されているバースの賃貸事業

イ 前号の事業に附帯する事業

（ア）配送センター、駐車場、仮眠室、宿泊室、事務室等の付帯施設の賃貸事業

（イ）食堂、売店、理容室、修理工場等の構内営業施設の賃貸事業

（ウ）石油類等の商品販売事業

なお、トラックターミナルの施設の現況は、表１のとおりである。
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(表１) トラックターミナルの施設の現況（平成１１．３．３１現在）

区 分 京浜トラック 板橋トラック 足立トラック 西トラック

タ ー ミ ナ ル タ ー ミ ナ ル タ ー ミ ナ ル タ ー ミ ナ ル 合 計

所 在 地 大田区平和島 板橋区高島平 足立区入谷 江戸川区臨海

２－１－１ ６－１－１ ６－１－１ 町４－３－１

供用開始日 昭和43.6.14 昭和45.10.26 昭和52.4.1 昭和58.4.1

敷地面積 242,068㎡ 115,828㎡ 113,328㎡ 184,976㎡ 656,200㎡

t 約 7,000t 約 7,000t 約 11,500t 約 37,500t貨物取扱能力( ) 約 12,0001日当たり

6,966t 5,819t 5,625t 7,529t 25,939t貨物取扱量( )1日当たり

73,651㎡ 46,200㎡ 47,076㎡ 72,265㎡ 239,192㎡タ バース

79,756㎡ 6,816㎡ 80,628㎡ 167,200㎡

－

配送ｾﾝﾀｰ( )地上

10,951㎡ 10,951㎡ミ 配送ｾﾝﾀｰ( )地階

3,114㎡ 1,584㎡ 2,605㎡ 2,178㎡ 9,481㎡ナ 事務室

119㎡ 387㎡ 288㎡ 794㎡ル 物品庫( )更衣室

25,735㎡ 16,213㎡ 18,773㎡ 21,025㎡ 81,746㎡施 駐車場

6,769㎡ 2,174㎡ 1,138㎡ 4,447㎡ 14,528㎡設 乗用車駐車場

812㎡ 525㎡ 1,780㎡ 3,117㎡・ 車庫

1,391㎡ 1,680㎡ 1,651㎡ 1,984㎡ 6,706㎡附 仮眠室

4,985㎡ 2,880㎡ 2,327㎡ 1,984㎡ 12,176㎡帯 宿泊室

994㎡ 506㎡ 411㎡ 1,911㎡施 貸室

197,326㎡ 89,391㎡ 74,383㎡ 186,702㎡ 547,802㎡設 施設面積計

31社 29社 17社 22社 99社バース利用運送業者

約 300社 約 200社 約 200社 約 200社 約 900社関連運送事業者

１店 855㎡ ２店 849㎡ １店 516㎡ １店 760㎡ ５店 2,980㎡食堂

２店 119㎡ １店 54㎡ ３店 173㎡喫茶室

１店 118㎡ １店 29㎡ １店 18㎡ １店 59㎡ ４店 224㎡構 売店

１店 46㎡ １店 24㎡ １店 9㎡ １店 41㎡ ４店 120㎡内 クリーニング室

１店 26㎡ １店 38㎡ １店 26㎡ １店 30㎡ ４店 120㎡営 理容室

１店 182㎡ １店 182㎡業 郵便局

１店 1,365㎡ １店 811㎡ ２店 2,176㎡施 修理工場

１店 311㎡ １店 311㎡設 タイヤサービス

96㎡ 258㎡ 354㎡その他

2,999㎡ 1,870㎡ 569㎡ 1,202㎡ 6,640㎡施設面積計

９基 2,289㎡ ４基 998㎡ ４基 1,053㎡ ５基 1,453㎡ ２２基 5,793㎡給油所
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（２）都 と の 関 係

都は、会社に対して、昭和４１年度から昭和５４年度まで毎年度出資しており、その出資

総額は、５２億９，０００万円（資本金１２２億３，０００万円の４３．３％）となってい

る。

２ 組 織

会社は、事務所を千代田区平河町二丁目７番９号に置き、役員１０名（代表取締役１名、代

表取締役専務１名、取締役５名、監査役３名（うち非常勤５名 ）及び職員６４名（うち都派遣）

職員１名 ）で、１室、９部をもって構成されている。）

第２ 監査の範囲及び実地監査期間

１ 監 査 の 範 囲

平成９年度（第３３期）及び平成１０年度（第３４期）の事業について実施した。

２ 実地監査期間

（１）都市計画局 平成１１年１１月２５日及び同年１２月９日

（２）会 社 平成１１年１１月２６日から同年１２月８日まで

第３ 監 査 の 結 果

１ 経営状況について

（１）経営成績

平成１０年度の経営成績は、別表１比較損益計算書及び表２のとおり、総収益１０４億３，

８０９万余円、総費用８４億５，６１３万余円、経常利益は１９億８，１９５万余円で、特別

損失９，６５６万余円を控除した税引前当期利益は１８億８，５３８万余円、これから法人税

， ， 、及び住民税等９億５ ４００万円を差し引いた当期利益は９億３ １３８万余円となっており

前期に比べ２億１，１０２万余円（１８．５％）減少している。



-115-

(表2) 年度別経営成績比較

(単位：千円)

区 分 平成１０年度 平 成 ９ 年 度 比較増（△）減

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (A)－(B) (C)／(B)×100＝

営 業 収 益 10,352,465 10,982,222 629,757 5.7％△ △

施設使用料収入 9,868,681 10,419,864 551,183 5.3△ △

ﾄﾗｯｸﾀｰﾐﾅﾙ事業収入 3,707,242 3,835,492 128,250 3.3△ △

収 附帯施設賃貸事業収入 4,302,205 4,503,788 201,583 4.5△ △

113,480 134,696 21,216 15.8構内営業施設賃貸事業収入 △ △

施設管理業務収入 1,745,752 1,945,886 200,134 10.3△ △

商品売上収入 483,783 562,358 78,575 14.0△ △

営業外収益 85,625 91,069 5,444 6.0△ △

益 受 取 利 息 18,552 29,887 11,335 37.9△ △

用地使用料収入 28,485 28,286 199 0.7

そ の 他 38,587 32,894 5,693 17.3

計 10,438,090 11,073,291 635,201 5.7△ △

営 業 費 用 7,374,888 7,827,581 452,693 5.8△ △

商品売上原価 376,726 462,952 86,226 18.6△ △

費 施設管理費 6,084,906 6,025,757 59,149 1.0

人件費 723,732 811,872 88,140 10.9△ △

その他 189,521 526,997 337,476 64.0△ △

営業外費用 1,081,251 1,041,301 39,950 3.8

用 支払利息 928,909 1,022,776 93,867 9.2△ △

雑支出 152,342 18,524 133,818 772.4

計 8,456,139 8,868,882 412,743 4.7△ △

経 常 利 益 1,981,950 2,204,409 222,459 10.1△ △

特 別 損 失 96,563 0 96,563 -

税引前当期利益 1,885,386 2,204,409 319,023 14.5△ △

法人税及び住民税等 954,000 1,062,000 108,000 10.2△ △

当 期 利 益 931,386 1,142,409 211,023 18.5△ △
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ア 収益について

収益は、１０４億３，８０９万余円で前年度に比べ６億３，５２０万余円（５．７％）の減

少となっている。これは営業収益が、１０３億５，２４６万余円で前年度に比べて６億２，９

７５万余円（５．７％ 、また、営業外収益が８，５６２万余円で前年度に比べて５４４万余）

円（６．０％）減少したことによるものである。

営業収益の減少は、主に、バースの使用料（トラックターミナル事業収入 、配送センター）

の施設使用料（附帯施設賃貸事業収入）及び共益費（施設管理業務収入）を値下げしたことな

どにより、施設使用料収入が５億５，１１８万余円減少したことによるものである。

営業外収益の減少は、その他の営業外収益が５６９万余円（１７．３％）増加したものの、

受取利息が１，１３３万余円（３７．９％）減少したことなどによるものである。

イ 費用について

費用は、８４億５，６１３万余円で、前年度に比べ４億１，２７４万余円（４．７％）の減

少となっている。これは、営業外費用が３，９９５万余円（３．８％）増加したものの、営業

費用が４億５，２６９万余円（５．８％）減少したことによるものである。

営業費用の減少は、主に、財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和３８年

大蔵省令第５９号 の改正に伴い 従来費用として計上していた事業税等の計上科目が変更 法） 、 （

人税及び住民税等）になったことなどから、その他費用が３億３，７４７万円減少したことに

よるものである。

営業外費用の増加は、支払利息が９，３８６万余円（９．２％）減少したものの、雑支出が

不動産取得税の支払いなどにより１億３，３８１万余円（７２２．４％）増加したことによる

ものである。

（２）財政状態

、 、 ，平成１０年度の財政状態は 別表２比較貸借対照表のとおりであり 資産総額５０４億６

９００万余円、負債総額２４６億６，６３７万余円、資本総額２５８億２６３万余円となっ

ている。

資産は、前年度に比べ１億２，５６５万余円（０．２％）減少している。これは、固定資

産が７億４，２４４万余円（１．６％）増加したものの、流動資産が８億６，８１０万余円

（２１．９％）減少したことによるものである。

流動資産の減少は、主として、現金及び預金が９，６１８万余円（１１．４％）増加した

ものの、資金運用のための有価証券が１０億６９９万余円（３６．９％）減少したことによ

るものである。

固定資産の増加は、主として、有形固定資産において京浜トラックターミナルの新管理棟

がしゅん工したことなどに伴い、建設仮勘定が１４億２，３８６万余円減少するとともに建

物が１６億７，６８７万余円増加したことによるものである。

負債は、前年度に比べ１０億５，７０４万余円（４．１％）減少している。これは、流動
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負債が９億９，９７３万余円（２３．３％ 、固定負債が５，７３１万余円（０．３％）減少）

したことによるものである。

流動負債の減少は、主として、未払金が２億６，８８３万余円（５６．３％ 、また、未払）

法人税等が１億８，３４９万余円（３９．６％）減少したことによるものである。

、 、 ， （ ． ）資本は 当期利益を計上したことにより 前年度に比べ９億３ １３８万余円 ３ ７％

増加している。

以上、経営状況は良好であり、事業も出資目的に沿って適正に運営されているものと認められ

る。

今後とも、公共トラックターミナル事業の役割の重要性を踏まえ、利用者サービスの向上に努

められたい。

３ 指 摘 事 項

特に指摘する事項はない。
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（別表２）比較貸借対照表

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 ・ 資 本 の 部

区 分 平成１０年度 平 成 ９ 年 度 増（△）減 区 分 平成１０年度 平 成 ９ 年 度 増（△）減

（Ａ） （Ｂ） (C)=(A-B) (C/B)×100 （Ａ） （Ｂ） (C)=(A-B) (C/B)×100

（資産の部） (50,469,004) (50,594,661) (△ 125,657) (△ 0.2％) (負債の部) (24,666,372) (25,723,417) (△ 1,057,045) (△ 4.1％)

流動資産 3,096,634 3,964,737 △ 868,103 △ 21.9 流動負債 3,296,516 4,296,249 △ 999,733 △ 23.3

現金及び預金 942,701 846,520 96,181 11.4 買掛金 48,941 72,452 △ 23,511 △ 32.5

受取手形 36,680 41,761 △ 5,081 △ 12.2 2,536,216 2,738,466 △ 202,250 △ 7.4一年以内に返済の長期借入金

売掛金 207,079 188,274 18,805 10.0 未払金 208,612 477,450 △ 268,838 △ 56.3

有価証券 1,829,244 2,899,146 △1,069,902 △ 36.9 未払法人税等 280,012 463,508 △ 183,496 △ 39.6

商品 0 6,676 △ 6,676 △100 未払事業税等 - 131,336 △ 131,336 △100

子会社貸付金 70,000 0 70,000 - 未払消費税 0 119,512 △ 119,512 △100

未収消費税等 14,473 0 14,473 - 未払費用 91,241 96,081 △ 4,840 △ 5.0

未収入金 10,960 884 10,076 - 前受金 24,514 61,990 △ 37,476 △ 60.5

その他流動資産 20,590 201 20,389 - 預り金 48,506 83,103 △ 34,597 △ 41.6

貸倒引当金 △ 35,095 △ 18,727 △ 16,368 △ 87.4 賞与引当金 56,614 52,347 4,267 8.2

その他流動負債 1,856 0 1,856 -

固定資産 47,372,369 46,629,924 742,445 1.6 固定負債 21,369,856 21,427,167 △ 57,311 △ 0.3

有形固定資産 46,710,504 46,078,095 632,409 1.4 長期借入金 18,048,616 18,104,833 △ 56,217 △ 0.3

建物 18,485,556 16,808,684 1,676,872 10.0 預り保証金 1,499,493 1,463,146 36,347 2.5

構築物 3,072,454 2,928,504 143,950 4.9 修繕引当金 1,274,346 1,285,702 △ 11,356 △ 0.9

機械及び装置 200,477 110,946 89,531 80.7 退職給与引当金 547,400 573,485 △ 26,085 △ 4.5

車両及び運搬具 6,397 2,228 4,169 187.1 (資本の部) (25,802,631) (24,871,244) ( 931,387) ( 3.7)

器具及び備品 387,268 245,519 141,749 57.7 資本金 12,230,000 12,230,000 0 0

土地 24,544,722 24,544,722 0 0 剰余金 13,572,631 12,641,244 931,387 7.4

建設仮勘定 13,628 1,437,491 △1,423,863 △ 99.1 任意積立金 12,610,010 11,494,836 1,115,174 9.7

無形固定資産 15,724 5,650 10,074 178.3 特別償却準備金 610,010 794,836 △ 184,826 △ 23.3

電話加入権 5,650 5,650 0 0 別途積立金 12,000,000 10,700,000 1,300,000 12.1

施設利用権 10,074 0 10,074 - 当期未処分利益 962,621 1,146,407 △ 183,786 △ 16.0

投資等 646,140 546,178 99,962 18.3 (うち当期利益) (931,386) (1,142,409) (△ 211,023) (△ 18.5)

投資有価証券 397,000 417,000 △ 20,000 △ 4.8

子会社株式 20,000 20,000 0 0

その他 229,140 109,178 119,962 109.9

合 計 50,469,004 50,594,661 △ 125,657 △ 0.2 合 計 50,469,004 50,594,661 △ 125,657 △ 0.2

（注）有形固定資産の減価償却累計額は、平成１０年度は２８２億９，３１１万余円、平成９年度は２７０億１４２万余円である。
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(別表1) 比較損益計算書

（単位：千円）

平成１０年度 平成９年度 比較増（△）減

区 分

（Ａ） （Ｂ） (Ｃ)＝（Ａ－Ｂ) (Ｃ／Ｂ)×100

経常損益の部

営業損益の部

営業収益 10,352,465 10,982,222 △ 629,757 △ 5.7％

売上高 10,352,465 10,982,222 △ 629,757 △ 5.7

営業費用 7,374,889 7,827,581 △ 452,692 △ 5.8

売上原価 6,461,632 6,488,709 △ 27,077 △ 0.4

913,256 1,338,872 △ 425,616 △ 31.8販売費及び一般管理費

営業利益 2,977,576 3,154,641 △ 177,065 △ 5.6

営業外損益の部

営業外収益 85,625 91,069 △ 5,444 △ 6.0

受取利息 18,552 29,887 △ 11,335 △ 37.9

雑収入 67,073 61,182 5,891 9.6

営業外費用 1,081,251 1,041,301 39,950 3.8

支払利息 928,909 1,022,776 △ 93,867 △ 9.2

雑支出 152,342 18,524 133,818 722.4

経常利益 1,981,950 2,204,409 △ 222,459 △ 10.1

特別損益の部

特別損失 96,563 0 96,563 -

税引前当期利益 1,885,386 2,204,409 △ 319,023 △ 14.5

法人税及び住民税等 954,000 1,062,000 △ 108,000 △ 10.2

当期利益 931,386 1,142,409 △ 211,023 △ 18.5

前期繰越利益 31,234 3,998 27,236 681.2

当期未処分利益 962,621 1,146,407 △ 183,786 △ 16.0
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学校法人日本大学ほか１８団体

第１ 監査対象の概要

１ 事 業 の 内 容

（１）事 業 の 概 要

学校法人日本大学ほか１８団体（以下「団体」という ）は、医学の振興や医療サービスの。

提供、福祉サービスの提供等に関する事業を目的に設置されており、各団体が行っている病院

等の運営状況は表１のとおりである。

（表１）病院等・看護婦等養成所の名称及び事業の現況
（平成１１．３．３１現在）

病 院 等 看 護 婦 等 養 成 所

団 体 名 施 設 名 病床数 養 成 所 名 定 員

（ ）(床)等 人

日本大学医学部附属看護専門学校学校法人 駿河台日本大学病院 418

日本大学 日本大学医学部附属板橋病院 1,103 300看護婦３年課程(全日制)

同附属練馬光が丘病院 300

学校法人 日本医科大学付属病院 1,164 日本医科大学看護専門学校

日本医科大学 同付属多摩永山病院 401 480看護婦３年課程(全日制)

杏林大学医学部付属看護専門学校学校法人 杏林大学医学部付属病院 1,175

杏林学園 300看護婦３年課程(全日制)

学校法人 東邦大学医学部付属大森病院 1,106

東邦大学 同付属大橋病院 513

学校法人 東京衛生学園看護専門学校

後藤学園 １部 150看護婦２年課程(定時制)

２部 150看護婦２年課程(定時制)

医療法人社団 大内病院 455 聖和看護専門学校

大和会 60看護婦２年課程(全日制)

30看護婦２年課程(定時制)

105看護婦３年課程(全日制)

板橋中央総合病院 506 板橋中央看護学校

医療法人社団 新飾病院 132 160看護婦２年課程(全日制)

明芳会 高島平中央総合病院 165 100准看護婦２年課程(全日制)

医療法人社団 世田谷中央病院 146 世田谷中央看護高等専修学校

さくら会 ビバフローラ(老人保健施設) 63人 60准看護婦２年課程(全日制)

医療法人社団 西八王子病院 227

明和会 川口ハイツ(援護療) 20人

( ) 102人ウエストケアセンター 老人保健施設

医療法人社団 平川病院 362

光生会 美山ヒルズ(福祉ホーム) 8人

医療法人財団 古川橋病院 49

厚生会

財団法人 聖路加国際病院 520

聖路加国際病院

財団法人 博慈会記念総合病院 377 博慈会高等看護学院

博慈会 博慈会産院 56 90看護婦２年課程(全日制)

老人病研究所附属病院 156 105看護婦２年課程(定時制)

120看護婦３年課程(全日制)
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財団法人 仁和会総合病院 193

仁和会

社会福祉法人 総合母子保健センター

愛育病院 118恩賜財団母子愛育会

社会福祉法人 桜ヶ丘記念病院 741 桜ヶ丘青渓看護専門学校

120桜ヶ丘社会事業協会 看護婦２年課程(定時制)

社会福祉法人 慈生会病院 215

慈生会 80人ベタニアホーム( )特 別 養 護 老 人 ホ ー ム

慈しみの家(ケアハウス) 30人

ナザレットの家(乳児院) 45人

社会福祉法人 国分寺病院 158

浴光会 羽生の里 90人(特別養護老人ホーム)

浴光保育園 103人

社会福祉法人 同愛記念病院 409 同愛記念病院附属高等看護学院

20同愛記念病院財団 助産学科 助産婦１年課程(全日制)

60看護学科 看護婦２年課程(定時制)

（２）都 と の 関 係

都は、団体に対して補助金を交付している。その種類、目的等は表２のとおりであり、団体

別の交付額は表３のとおりである。

（表２）補助金の種類、目的等

種 類 目 的 根 拠 補 助 率 等

1/3周産期母子医療センター 東京都周産期母子医療センリスクの高い妊娠への医療

(都単独事業)運営費補助 ター運営費補助金交付要綱と高度新生児医療等の確保

東京都母子医療施設整備 2/3母子医療施設整備費補助 母子医療施設の充実と高

費補助金交付要綱 (国庫補助 1/3)度周産期医療の確保

1/3小児用連続血管造影装置 新生児及び乳幼児の疾患 東京都小児用連続血管造影

(国庫補助 1/3)整備費補助 の早期発見と早期治療 装置整備費補助金交付要綱

民間児童福祉施設等整備 3/4民間児童福祉施設等整備 児童の処遇の充実と地域

費補助要綱等 (国庫補助 1/2)費補助 交流の促進

1/2･9/24･5/12医療施設近代化施設整備 患者の療養環境と医療従 東京都医療施設近代化施設

(国庫補助 1/3)費補助（一般病院） 事者の職場環境の整備 整備費補助金交付要綱等

1/2･2/3医療施設近代化施設整備 長期療養が必要な高齢者

(国庫補助 1/3)費補助（療養型病床群） への適切な医療の提供

3/4地域リハビリテーション 老人保健施設へのリハビ 地域 医療リハビリテーション

(都単独事業)医療事業運営費補助 リテーション医療の充実 事業運営費補助金交付要綱

2/3救命救急センター施設整 重症救急患者の医療の確 東京都救命救急センター施

(国庫補助 1/3)備等補助 保と救急医療の体系整備 設整備等補助金交付要綱

1/2救急医療センター施設整 重症救急患者の医療の確 救急医療センター施設整備

(都単独事業)備等補助 保と救急医療の体系整備 等に関する補助金交付要綱

スキンバンク事業設備整 1/2スキンバンク事業設備整 熱傷救急患者の救命率の

備費補助金交付要綱 (都単独事業)備費補助 向上

10/10災害時後方医療施設応急 災害時の重症者の医療確 災害時後方医療施設応急用資器材

(都単独事業)用資器材整備補助 保と医療救護の体系整備 整備事業に関する補助金交付要綱
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2/3東京都災害時後方医療施 災害時の医療施設の機能 東京都災害時後方医療施設

(国庫補助 1/3)設施設整備費補助 維持と重症者の医療確保 施設整備費補助金交付要綱

3/4心身障害児(者)歯科診療 心身障害児(者)の歯科診 心身障害児(者)歯科診療事

(都単独事業)事業運営費補助 療体制の確保 業運営費補助金交付要綱

看護婦等養成所運営費補 10/10看護婦等養成所運営費補 保健婦、助産婦、看護婦

助金交付要綱 (国庫補助 1/2)助 及び准看護婦の充足

院内保育事業運営費補助 2/3院内保育事業運営費補助 看護職員の離職防止及び

金交付要綱 (国庫補助 1/3)充足・確保

看護婦宿舎施設整備費補 2/3看護婦宿舎施設整備費補 看護職員の離職防止

助金交付要綱 (国庫補助 1/3)助

看護婦等養成所施設整備 3/4看護婦等養成所施設整備 看護婦等養成所の教育環

事業補助金交付要綱 (国庫補助 1/2)補助 境の充実

看護婦等養成所設備整備 3/4看護婦等養成所設備整備 看護婦等養成所の教育環

事業補助金交付要綱 (国庫補助 1/2)補助 境の充実

3/4(平成9年度)､2/3(平アルコール精神疾患専門 精神疾患専門病棟へ アルコール精神疾患専門病アルコール

成10年度)(都単独事業)病棟運営費補助 の運営費補助と医療確保 棟運営費補助金交付要綱

4/4(平成9年度)､3/4(平痴呆性老人精神科専門病 痴呆性老人精神病棟への 痴呆性老人精神科専門病

成10年度)(都単独事業)棟運営費補助 運営費補助と医療確保 棟運営費補助金交付要綱

3/4(平成9年度)､1/2(平民間精神病院歯科診療事 入院中の精神障害者の歯 民間精神病院歯科診療事

成10年度)(都単独事業)業運営費補助 科受診の機会確保 業運営費補助金交付要綱

東京都精神障害者援護寮 4/4精神障害者社会復帰施設 精神障害者の独立自活等

運営費補助金交付要綱 (国庫補助 1/2)運営費補助（援護寮） への助言・指導

4/4精神障害者社会復帰施設 自活可能精神障害者への 東京都精神障害者福祉ホー

(国庫補助 1/2)運営費補助(福祉ホーム) 施設提供と社会復帰援助 ム運営費補助金交付要綱

2/3･1/2(平成9)､1/2･医療施設近代化施設整備 精神病院の患者･医療従事者 東京都医療施設近代化施

5/12(平成10)(国 1/3)費補助（精神病院） の療養・職場環境の整備等 設整備費補助金交付要綱

私立学校等結核予防費補 2/3私立学校等結核予防費都 学校等における定期健康

助金交付要綱 (都単独事業)費補助 診断と予防接種の実施

2/3骨髄移植専門施設(無菌 骨髄移植医療の体系整備 東京都骨髄移植専門施設(無菌

(国庫補助 1/3)室)整備費等補助 室)整備費等補助金交付要綱

1/4エイズ診療協力病院(拠点 ＨＩＶ患者の個人情報の エイズ診療協力病院(拠点病院)施

(都単独事業)病院)施設設備整備費補助 保護と院内感染防止 設･設備整備費補助金交付要綱

医療機関等エイズ研修費 1/2医療機関等エイズ研修費 ＨＩＶ診療体制の充実を

補助金交付要綱 (都単独事業)補助 図る講習会･実習等の実施

借入資金残高に年率1.5老人保健施設整備資金利 老人保健施設の整備促進 東京都老人保健施設整備資

％を乗じた額 (都単独)子補給 金利子補給金交付要綱

施設 設老人保健施設施設整備費 老人保健施設の整備促進 東京都老人保健施設施設整備 10/10( )･1/2(

備 (都単独事業)及び設備整備費補助 と療養環境の向上 費及び設備整備費補助要綱 )

(施設)･ (設老人福祉施設等施設整備 特別養護老人ホーム等 老人福祉施設等施設整備費の 3/4 10/10

備) (国庫補助 )費及び設備整備費補助 整備促進 及び設備整備費補助要綱 1/2

3/4社会福祉施設等設備整備 老人福祉施設の業務省力 老人福祉施設業務省力化設

(国庫補助 1/2)費補助 化の促進 備整備費補助要綱

3/4民間社会福祉施設設備改 民間社会福祉施設設備改善民間福祉施設の利用者の処

(都単独事業)善整備費補助 整備費補助要綱遇の充実と地域交流の促進
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（表３－１）補助金の団体別交付状況

（単位：千円）

補 助 事 業 名 年度 日本大学 日本医科 杏林学園 東邦大学 後藤学園 大 和 会

大 学

周産期母子医療センタ 平成９ 3,469 10,408 10,408

ー運営費補助 10 7,038 21,117 22,877

母子医療施設整備費補 ９

助 10 44,744

小児用連続血管造影装 ９

置整備費補助 10 57,470

救命救急センター運営 ９ 168,089 168,608 99,314 69,294

費補助 10 163,126 166,936 97,968 67,968

救命救急センター設備 ９ 109,200

整備補助 10 163,100 26,752

スキンバンク事業設備 ９ 4,000

整備費補助 10 927 500

災害時後方医療施設応 ９ 17,732 10,500 505

急用資器材整備補助 10 5,250 805 652

災害時後方医療施設施 ９

設整備費補助 10 60,352

看護婦等養成所運営費 ９ 38,768 39,500 38,798 37,870 47,894

補助 10 39,106 23,912 39,606 29,518 32,218

看護婦等養成所施設整 ９

備補助 10 7,119

看護婦等養成所設備整 ９

備補助 10 1,986

痴呆性老人精神科専門 ９ 33,698

病棟運営費補助 10 26,901

民間精神病院歯科診療 ９ 3,480

事業運営費補助 10 2,345

医療施設近代化施設整 ９

備費補助（精神病院） 10 23,650

私立学校等結核予防費 ９ 8,339 234 141 411

都費補助 10 9,052 372 107 408 241

骨髄移植専門施設整備 ９ 32,900

費等補助 10 5,257

エイズ診療協力病院 ９ 17,024

(拠点病院)施設設備整 10 2,240 16,347 19,941

備費補助

医療機関等エイズ研修 ９ 175

費補助 10

団 体 計 ９ 236,397 268,941 152,661 189,818 37,870 85,072

10 388,912 235,246 254,758 217,769 29,759 61,464
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（表３－２）補助金の団体別交付状況

（単位：千円）

補 助 事 業 名 年度 明芳会 明和会 光生会 厚生会 博慈会さくら会 聖 路 加

国際病院

平成

医療施設近代化施設整 ９ 165,130

備費補助(一般病院・ 10 67,368 115,589

療養型病床群)

地域リハビリテーショ ９ 226

ン医療事業運営費補助 10

救急医療センター運営 ９ 27,009

費補助 10 48,868

災害時後方医療施設応 ９ 12,000

急用資器材整備補助 10

看護婦等養成所運営費 ８ 12,874

補助 ９ 36,216 7,966 20,132

10 32,888 23,208

院内保育事業運営費補 ８ 6,937

助 ９ 10,084 6,028 1,147 1,147 6,838

10 11,106 3,756 2,318 2,318 7,029

看護婦宿舎施設整備費 ９ 36,188 114,929

補助 10

アルコール精神疾患専 ９ 8,370

門病棟運営費補助 10 4,513

民間精神病院歯科診療 ９ 1,769 3,866

事業運営費補助 10 1,642 2,345

精神障害者社会復帰施 ９ 37,253

設運営費補助(援護寮) 10 37,582

９ 7,956精神障害者社会復帰施

10 8,044設運営費補助(福祉 )ホーム

医療施設近代化施設整 ９ 586,336

備費補助（精神病院） 10 80,582

老人保健施設整備資金 ９ 4,127 12,144 6,535

利子補給 10 3,994 11,576 6,799

老人保健施設施設整備 ９ 200,000

費及び設備整備費補助 10 146,000

８ 19,811

団 体 計 ９ 46,300 18,121 638,875 21,339 407,853 39,009 141,899

10 43,994 7,750 131,382 84,588 268,388 51,186 30,237



- 125 -

（表３－３）補助金の団体別交付状況

（単位：千円）

補 助 事 業 名 年度 仁和会 慈生会 浴光会 同愛記念恩賜財団 桜ヶ丘社会

病院財団母子愛育会 事業協会

周産期母子医療センタ 平成９ 5,204

ー運営費補助 10 10,558

母子医療施設整備費補 ９

助 10 66,333

民間児童福祉施設等整 ９ 2,559 79,047

備費都費補助 10

医療施設近代化施設整 ９ 83,573 371,460

備費補助(一般病院・ 10 133,343

療養型病床群)

心身障害児(者)歯科診 ９ 1,350

療事業運営費補助 10 920

看護婦等養成所運営費 ９ 18,088 23,374

補助 10 14,042 18,090

院内保育事業運営費補 ９ 2,295 725

助 10

看護婦宿舎施設整備費 ９

補助 10 179,845

アルコール精神疾患専 ９ 8,370

門病棟運営費補助 10 7,519

痴呆性老人精神科専門 ９ 39,604

病棟運営費補助 10 32,025

民間精神病院歯科診療 ９ 3,866

事業運営費補助 10 2,605

老人福祉施設等施設整 ９ 49,989 838,098

備費 設備整備費補助 10 1,049,181及び

社会福祉施設等設備整 ９

備費補助( ) 10 4,284業 務 省 力 化 設 備 等

民間社会福祉施設設備 ９ 3,536

改善整備費補助 10

団 体 計 ９ 87,218 5,204 69,928 56,084 1,289,330 23,374

10 134,263 76,891 236,036 1,053,465 - 18,090



- 126 -

２ 組 織

監査対象団体の組織は表４のとおりである。

（表４）団体別役員数等 （平成１１．３．３１現在）

会 長 理事長 理 事 監 事 職 員副理事長 常務理事

名 称 ( 主たる事務所の所在地総長) (副総長)

［ ］副会長

日 本 大 学 (1)名 1名 (3)名 3名 32名 3名 8,219名 千代田区九段南4-8-24

日 本 医 科 大 学 1 4 9 2 4,213 文京区千駄木1-1-5

杏 林 学 園 1 14 2 1,884 三鷹市新川6-20-2

東 邦 大 学 1 2 13 2 1,385 大田区大森西6-11-1

後 藤 学 園 1 6 2 65 大田区大森北4-1-1

大 和 会 1 5 1 280 足立区西新井5-41-1

明 芳 会 1 1 1 1 16 1 2,460 板橋区小豆沢2-6-4

さ く ら 会 1 6 1 183 世田谷区世田谷1-32-18

明 和 会 1 4 2 235 八王子市上川町2150

光 生 会 1 1 1 4 1 232 八王子市美山町1076

厚 生 会 1 1 5 1 145 港区南麻布2-10-21

1 2 14 2 1,165 中央区明石町9-1聖路加国際病院

博 慈 会 1 1 1 11 2 622 足立区鹿浜5-11-1

仁 和 会 1 1 6 2 233 八王子市明神町4-8-1

1 1 1 12 2 220 港区南麻布5-6-8恩賜財団母子愛育会

1 ［2］ 1 4 2 441 多摩市連光寺1-1-1桜ヶ丘社会事業協会

慈 生 会 1 1 7 2 630 中野区江古田3-15-2

浴 光 会 1 1 5 2 230 国分寺市東恋ヶ窪4-2-2

1 1 7 2 561 墨田区横網2-1-11同愛記念病院財団

第２ 監査の範囲及び実地監査期間

１ 監 査 の 範 囲

平成９年度及び平成１０年度の補助事業について実施した（ただし、財団法人博慈会は、平成

８年度分も対象とした 。。）

２ 実地監査期間

（１）衛 生 局 平成１１年１１月１日

（２）高齢者施策推進室 平成１１年１１月１日

（３）福 祉 局 平成１１年１１月１日

（４）団 体

日本大学、日本医科大学、杏林学園、東邦大学 平成１１年１１月２日及び５日

後藤学園、大和会、聖路加国際病院 平成１１年１１月８日

恩賜財団母子愛育会

慈生会 平成１１年１１月９日

明芳会、さくら会、桜ヶ丘社会事業協会 平成１１年１１月９日及び１０日

光生会、浴光会、同愛記念病院財団 平成１１年１１月１２日

明和会 平成１１年１１月１２日及び１６日

厚生会、博慈会 平成１１年１１月１６日

仁和会 平成１１年１１月１７日
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第３ 監 査 の 結 果

１ 事業実績について

（１）補助事業について

平成９年度及び平成１０年度における補助事業の主な実績は、別表１から別表７までのとお

りであり、事業は、別項指摘に関するものを除き、補助目的に沿って適正に執行されている。

２ 指 摘 事 項

（１）衛生局関係

ア 補助金交付要綱の見直しを図るべきもの

消費税法（昭和６３年法律第１０８号）第３０条第１項によれば、事業者が課税仕入れを行

った場合には、課税標準額に対する消費税額から課税仕入れに係る消費税額を控除すること

（以下「仕入税額控除」という ）とされている。。

ところで、衛生局では、災害時後方医療施設応急用資器材整備事業に関する補助金交付要綱

に基づき、当該整備事業を実施しており、平成９年度はＡほか３団体に対し補助金を交付（交

付額 ４，０７３万７，０００円）している。これらの団体に対する補助金額の確定について

見ると、消費税等相当額を加算した金額をもって確定を行っている。

しかしながら、各団体は、補助金で取得した資器材に係る消費税について、仕入税額控除の

計算方法に基づき控除税額を算出することから、表５のとおり、補助に係る消費税等相当額に

団体ごとの課税売上割合を乗じて得た控除税額の全部又は一部を、結果として局が補助金とし

て支出しているのは適切でない。

局は、補助金のうち控除税額分が補助事業者に支出されることのないよう、補助金交付要綱

の見直しを図られたい。

（表５）補助金として支出されている控除税額分（試算）

団 体 名

Ａ Ｂ

区 分

実 支 出 額 ( 修 正 前 ) ① 5,250,000円 12,003,485円

補 助 金 既 交 付 額 ② 5,250,000 12,000,000

③ 250,000 571,428②のうち消費税等相当額

課 税 売 上 割 合 ④ 7.2(％) 23.45(％)

控 除 税 額 ⑤ 18,000 133,999(=③×④)

実 支 出 額 ( 修 正 後 ) ⑥ 5,232,000 11,869,486(=①－⑤)

⑥の場合の補助金額 ⑦ 5,232,000 11,869,000

補助金として支出され ②－⑦ 18,000 131,000

て い る 控 除 税 額 分
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（２）共 通 関 係

ア 補助対象経費の算定及び補助金額の確定を適正に行うべきもの

衛生局が所管する看護婦等養成所運営費補助ほか２補助事業の実績報告について見たとこ

ろ、次のとおり、補助事業者の補助対象経費の算定及び局の補助金額の確定が適正に行われな

かったため、補助金が過大に交付されているものが見受けられた。

補助事業者は、補助対象経費の算定を適正に行われたい。

、 、 、 。また 局は 補助金額の確定を適正に行うとともに 速やかに補助金の返還を求められたい

（ 衛 生 局 ）

（ 医療法人社団大和会 ）

（ 医療法人社団明和会 ）

（ア）局は、看護婦等養成所運営費補助金交付要綱に基づき、医療法人社団大和会が設置する聖

和看護専門学校（３年課程全日制、２年課程全日制及び２年課程定時制）に対し、看護婦等

養成所の運営費を課程ごとに補助している。

しかしながら、平成９年度の補助事業実績について見たところ、

① 各課程に共通する研究費等の経費を生徒数等によるあん分率により配分すべきとこ

ろ、これを行わなかったこと

② 差引額の算出に当たり総事業費から差し引くべき雑収入（主に複写代金）２９９万

１，７５３円について、各課程の学生が複写機を共同使用していることから、各課程に

均等あん分すべきであるにもかかわらず、全額を２年課程定時制に計上していること

などの適正を欠く処理が認められた。

、 、 ， （ ， 、この結果 表６のとおり 補助金３２５万４ ０００円 ３年課程２２５万６ ０００円

２年課程全日制９９万８，０００円）が過大に交付されている。

（表６）補助金過大交付額の算定 （単位：円）

課 程 総事業費 収 入 差 引 額 都補助 補助金 補助金 過大交付額

Ａ Ｂ Ｃ( ) 基準額 Ｄ (修正後)Ｅ (修正前)Ｆ Ｆ－Ｅ=Ａ－Ｂ

76,845,613 58,278,500３年課程

75,088,155 59,275,751 15,812,404 18,068,700 15,812,000 18,068,000 2,256,000全 日 制

－1,757,458 ＋ 997,251

66,918,909 52,546,500２年課程

66,623,986 53,543,751 13,080,235 14,078,000 13,080,000 14,078,000 998,000全 日 制

－ 294,923 ＋ 997,251

29,424,716 12,616,253２年課程

31,477,097 10,621,751 20,855,346 15,748,000 15,748,000 15,748,000 0定 時 制

＋2,052,381 －1,994,502

計 173,189,238 123,441,253 49,747,985 47,894,700 44,640,000 47,894,000 3,254,000

（注）1 Ａ欄とＢ欄の数字は、上段が修正前、中段が修正後の金額で、下段はその増減額である。

2 Ｅ欄の補助金(修正後)は、ＣとＤの少ない方の金額に、２分の１を乗じて得た額の千円未満

の端数を切り捨てた額を２倍した金額である。
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（イ）局は、痴呆性老人精神科専門病棟運営費補助金交付要綱に基づき、医療法人社団大和会に

対し、痴呆性老人に対して専門的に治療を行う精神病棟の運営費を一部補助している。

補助対象となる経費は、精神病棟において専属で従事する職員の人件費（内科医師１名、

看護婦４名、看護助手１名）であり、このうち役付手当は、平成１０年度から補助対象外と

されている。

しかしながら、平成１０年度の補助事業実績について見たところ、表７のとおり、役付手

当５１万９，７１２円（看護婦長２名に対する職能手当）を補助対象経費に計上しているこ

と、人件費の集計計算において看護婦の経費１９万２，８５６円を過大に計上していること

などの適正を欠く処理が認められた。

この結果、補助金１２万円が過大に交付されている。

（表７）補助金過大交付額の算定

区 分 内 科 医 師 看 護 婦 看 護 助 手 計

補助対象経費の 円 円 円 円

実支出額(修正前) 17,672,218 75,353,349 29,959,821 122,985,388①

役付手当の支給 519,712 519,712② △ △

集計計算の誤り 30,000 192,856 306,305 143,449③ △

対象経費( ) 17,702,218 74,640,781 30,266,126 122,609,125修正後 ④(=①＋②＋③)

病 棟 配 置 人 員 1人 15人 10人 26人⑤

17,702,218 4,976,052.1 3,026,612.61人当たり支給額 ⑥(=④÷⑤)

補 助 対 象 人 員 1人 4人 1人 6人⑦

補 助 対 象 金 額 17,702,218 19,904,208 3,026,612 40,633,038⑧(=⑥×⑦)

補 助 基 準 額 12,778,000 7,189,000 6,900,000 26,867,000⑨

補 助 基 本 額 12,778,000 28,756,000 6,900,000 48,434,000⑩(=⑦×⑨)

選 定 額 12,778,000 19,904,208 3,026,612 35,708,820⑪

9,583,000 14,928,000 2,270,000 26,781,000補助金交付決定額 ⑫(=⑪×3/4)

9,583,000 15,071,000 2,247,000 26,901,000補助金既交付額 ⑬

過 大 交 付 額 0 143,000 23,000 120,000⑬-⑫ △

（注）選定額は、⑧と⑩のいずれか少ない方の金額である。
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（ウ）局は、民間精神病院歯科診療事業運営費補助金交付要綱に基づき、医療法人社団明和会が

行う歯科診療事業の運営費を補助している。この要綱の定めによれば、補助金の交付額は、

知事が定める額に診療日数を乗じて得た額と歯科診療に従事した歯科医師１名及び歯科衛生

士、看護婦又は看護助手のうち２名の給与費の実支出額とのいずれか少ない方の額の２分の

１を基本額とし、その１０分の９とすることとされている。

しかしながら、平成１０年度の補助事業実績について見たところ、

① 年間診療日数は８９日と報告されているが、歯科外来日誌及び非常勤職員の出勤タイ

ムカードによれば、８６日であること

② 歯科兼任で診療に従事した常勤准看護婦１名の給与費は、１日当たり１万１，０００

円としているが、賃金台帳及び年間勤務時間数を基に算定すると１日（４時間）当たり

４，７６７円であること

など実績報告書の内容と相違する点が認められた。

この結果、表８のとおり、補助金２９万７，０００円が過大に交付されている。

（表８）補助金過大交付額の算定

区 分 正 誤 過大交付額

25,000円 25,000円 円１日当 非常勤 歯科医師(歯科専従)

5,000 5,000たり 非常勤 看護助手(歯科専従)

4,767 11,000給与費 常 勤 准看護婦(歯科兼任)

34,767 41,000計 ①

86(日) 89(日)年間歯科診療日数 ②

× 2,989,962 3,649,000対象経費実支出額 ③(=① ②)

52,120 52,120都 補 助 基 準 額 ④

× 4,482,320 4,638,680補 助 基 本 額 ⑤(=② ④)

× 1,494,981 1,824,500基 本 額 ⑥(=③ 1/2)

× 1,345,000 1,642,000 297,000補助金交付決定額 ⑦(=⑥ 9/10)

（注）基本額は、③と⑤のいずれか少ない方の金額を基に算定する。
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（別表１）医療施設近代化施設整備事業実績

区分 医 療 機 関 名 年度 整 備 内 容 事 業 費 補助金額

(基 準 額)

平成 新築工事 千円 千円

９ 建物構造：鉄筋コンクリート造 423,773 165,130

厚生会 地下１階地上６階建 (247,695)

一 古 川 橋 病 院 延床面積：9,922.09㎡

10 うち病院・診療所 4,183.69㎡ 855,600 115,589

般 工 期：平成8.8.30～成11. 3.31 (173,384)

病 床 数：49床

病 改築工事

９ 建物構造：鉄筋コンクリート造 284,856 83,573

院 仁和会 地下２階地上５階建 (167,146)

延床面積：6,262.77㎡仁和会総合病院

10 工 期：平成9.10.1～平成13.2.15 480,480 133,343

病 床 数：74床 (266,687)

新築工事

療 建物構造：鉄筋コンクリート造

浴光会 ９ 地上４階建 706,826 371,460

養 国 分 寺 病 院 延床面積：5,056.88㎡ (557,190)

工 期：平成8.11.1～平成10.3.31

型 病 床 数：122床

増築工事

病 建物構造：鉄骨造

光生会 10 地下１階地上２階建 210,231 67,368

床 平 川 病 院 延床面積：728.88㎡ (134,736)

工 期：平成10.9.16～平成11.3.25

群 病 床 数：36床

新築工事

建物構造：鉄筋コンクリート造

９ 地下１階地上４階建 1,448,060 586,336

精 延床面積：6,954.81㎡ (879,505)

工 期：平成9.4.1～平成10.12.31

明和会 病 床 数：125床

神 西八王子病院 改修工事

10 建物構造：鉄筋コンクリート造 483,860 80,582

地上４階建 (120,873)

病 延床面積：3,575.77㎡

病 床 数：102床

新築工事

院 建物構造：鉄筋コンクリート造

東邦大学医学部 10 地上３階建 194,380 23,650

付属 大森病院 延床面積：1,555.37㎡ ( 56,760)

工 期：平成11.2.1～平成12.2.29

病 床 数：36床
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（別表２）救命救急センター運営事業実績

医 療 機 関 名 病床数 年度 取 扱 患 者 数 医 師 等 事 業 費 基 準 額 補助金額

配置数1日平均

床 平成 人 人 人 千円 千円 千円

駿河台日本大学病院 20 ９ 5,581 15.3 69 1,131,564 101,023 67,348

10 5,259 14.4 72 1,163,751 97,737 65,158

日本大学医学部附属 30 ９ 7,501 20.6 51 1,763,641 151,111 100,741

板橋病院 10 7,885 21.6 51 1,673,621 146,952 97,968

35 ９ 12,851 35.2 103 2,413,889 148,971 99,314日本医科大学付属病院

10 11,250 30.8 97 2,407,257 146,952 97,968

日本医科大学付属 20 ９ 5,955 16.3 62 955,847 103,941 69,294

多摩永山病院 10 5,655 15.5 64 1,144,561 103,452 68,968

杏林大学医学部付属 30 ９ 9,239 25.3 73 81 1,690,803 148,971 99,314～

病院 10 9,465 25.9 73 81 1,900,148 146,952 97,968～

東邦大学医学部付属 20 ９ 2,666 7.3 57 727,581 103,941 69,294

大森病院 10 1,993 5.5 57 623,398 101,952 67,968

（別表３）救命救急センター設備整備事業実績

医療機関名 年度 整 備 内 容 事業金額 補助金額

品 名 数 量 (基準額)

千円 千円

患者監視装置 25 96,260(ベッドサイドモニター)

ＥＭＴＥＫ Ｓｙｓｔｅｍ２０００ 1 89,902

(ベッドサイドシステム等１２点)

生態情報管理システム 3 13,338( )セ ン ト ラ ル モ ニ タ ー

日本大学医学部 平成10 全自動血液ガス・電解質分析装置 1 11,900 163,100

附属 板橋病院 人工呼吸器 1 10,560 (244,650)

超音波診断装置 1 9,975

脳低温療法管理解析システム 1 9,870

マルチパラメーターシステムほか３点 4 8,650

計 37 250,455

3 8,600ベッドサイドモニター・セントラルモニター

人工呼吸器( ) 1 7,560サーボベンチレーター

1 6,180エアーフローティングサポートシステム

日本医科大学付 平成10 重症患者用ベッド 1 4,440 26,752

属多摩永山病院 長期人工呼吸器 1 3,000 (163,800)

移動型無菌装置ほか１２点 13 10,349

計 20 40,129

脳低体温モニターシステム 2 40,620

超音波診断装置 1 33,810

人工呼吸器(代謝モニタ付属) 2 15,960

東邦大学医学部 平成９ 患者監視装置(マルチモニター) 4 13,421 109,200

付属 大森病院 人工呼吸器 2 12,755 (163,800)

血液ガス分析装置 1 10,920

電子内視鏡システムほか３３点 34 36,362

計 46 163,848
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（別表４）看護婦等養成所運営事業実績

(定 員）

団 体 名 養 成 所 名 年度 事 業 費 補助金額実員(基準日４月15日現在)

１年 ２年 ３年 計 (基 準 額)

平成 人 人 人 人 千円 千円

(100) (100) (100) (300) 260,260 38,768日本大学医学部附属看護専門

日 本 大 学 ９ 96 98 115 309 (38,769)学校

(100) (100) (100) (300) 258,219 39,106看護婦３年課程（全日制）

10 117 92 90 299 (39,107)

(160) (160) (160) (480) 274,316 39,500

日本医科大学 ９ 0 159 160 319 (39,501)日本医科大学看護専門学校

(160) (160) (160) (480) 228,010 23,912看護婦３年課程（全日制）

10 0 1 158 159 (23,912)

(100) (100) (100) (300) 200,360 38,798

杏 林 学 園 ９ 111 106 95 312 (38,798)杏林大学医学部付属看護専門

(100) (100) (100) (300) 203,974 39,606学校

10 114 105 100 319 (39,606)看護婦３年課程（全日制）

(50) (50) (50) (150) 168,413 18,976

９ 51 51 59 161 (18,976)東京衛生学園看護専門学校

(50) (50) (50) (150) 162,079 14,820看護学科１部

後 藤 学 園 10 48 52 46 146 (14,820)看護婦２年課程（定時制）

(50) (50) (50) (150) 171,147 18,894

９ 55 49 48 152 (18,895)東京衛生学園看護専門学校

(50) (50) (50) (150) 173,487 14,698看護学科２部

10 50 47 42 139 (14,698)看護婦２年課程（定時制）

(30) (30) - (60) 66,918 14,078

９ 34 34 - 68 (14,078)聖和看護専門学校

(30) (30) - (60) 65,072 12,792看護婦２年課程（全日制）

10 31 32 - 63 (12,792)

大 和 会 - - (30) (30) 29,424 15,748聖和看護専門学校

９ - - 34 34 (15,748)看護婦２年課程（定時制）

(35) (35) (35) (105) 76,845 18,068

９ 37 34 - 71 (18,068)聖和看護専門学校

(35) (35) (35) (105) 96,606 19,426看護婦３年課程（全日制）

10 35 33 33 101 (19,427)

(80) (80) - (160) 153,280 24,782

９ 96 95 - 191 (24,783)板橋中央看護学校

(80) (80) - (160) 151,833 22,508看護婦２年課程（全日制）

明 芳 会 10 88 94 - 182 (22,509)

(50) (50) - (100) 74,007 11,434

９ 57 54 - 111 (11,435)板橋中央看護学校

(50) (50) - (100) 74,617 10,380准看護婦２年課程 全日制（ ）

10 55 56 - 111 (10,381)

さ く ら 会 (30) (30) - (60) 108,211 7,966世田谷中央看護高等専修学校

９ 44 40 - 84 ( 7,966)准看護婦２年課程 全日制)（

(40) (40) (40) (120) 101,706 18,088

桜 ヶ 丘 社 会 ９ 46 39 38 123 (18,088)桜ヶ丘青渓看護専門学校

事 業 協 会 (40) (40) (40) (120) 101,374 14,042看護婦２年課程（定時制）

10 41 41 32 114 (14,042)
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(45) (45) - (90) 72,232 0

８ 55 52 - 107 (14,715)

(45) (45) - (90) 79,434 14,884博慈会高等看護学院

９ 50 51 - 101 (14,885)看護婦２年課程（全日制）

(45) (45) - (90) 35,450 10,174

10 0 47 - 47 (10,175)

博 慈 会 (35) (35) (35) (105) 75,944 12,874

８ 40 40 39 119 (15,112)博慈会高等看護学院

(35) (35) (35) (105) 73,467 5,248看護婦２年課程（定時制）

９ 45 36 37 118 (15,288)

(40) (40) (40) (120) 55,887 13,034博慈会高等看護学院

10 44 - - 44 (17,738)看護婦３年課程（全日制）

(20) - - (20) 33,179 9,296

９ 18 - - 18 ( 9,296)同愛記念病院附属高等看護学

(20) - - (20) 24,893 7,188院 助産学科

同愛記念病院 10 17 - - 17 ( 8,412)助産婦１年課程（全日制）

財団 (20) (20) (20) (60) 46,598 14,078同愛記念病院附属高等看護学

９ 26 23 22 72 (14,078)院 看護学科

(20) (20) (20) (60) 45,097 10,902看護婦２年課程（定時制）

10 26 24 22 72 (10,903)

（別表５）看護婦宿舎施設整備事業実績

団 体 名 年度 整 備 内 容 事 業 費 補助金額

(基 準 額)

新築工事 千円 千円

建物構造：鉄骨造、地上３階建 210,735 114,929

博 慈 会 平成９ 延床面積：795.84㎡ (172,394)

工 期：平成9.9.19～平成10.3.31

個 室 数：24室

新築工事

建物構造：鉄筋コンクリート造

厚 生 会 ９ 地下１階地上６階建うち６階部分 139,382 36,188

延床面積：673.22㎡ ( 54,283)

工 期：平成8.10.1～平成11.3.31

個 室 数：15室

新築工事

建物構造：鉄筋コンクリート造、地上５階建

桜ヶ丘社会 10 延床面積：1,629.03㎡ 336,336 179,845

事 業 協 会 工 期：平成10.8.1～平成11.3.31 (269,768)

個 室 数：40室
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（別表６）老人保健施設施設整備及び設備整備事業実績

施 設 名 年度 整 備 内 容 事 業 費 補助金額

(基 準 額)

新築工事 千円 千円

建物構造：鉄筋コンクリート造 施設 666,300 200,000

平成９ 地下１階地上６階建 (200,000)

厚生会 延床面積：9,922.09㎡

工 期：平成8.8.30～平成11.3.31 施設 462,410 140,000ルネサンス麻布

10 老人保健施設(うち4,605.87㎡) (140,000)

開設年月日：平成11.4.12 設備 70,000 6,000

入所定員：100人(ショートステイ20人) (12,000)

（別表７）老人福祉施設等施設整備及び設備整備事業実績

施 設 名 年度 整 備 内 容 事 業 費 補助金額

(基 準 額)

増改築工事 千円 千円

建物構造：鉄筋コンクリート造

平成９ 地下１階地上４階建 施設 77,235 49,989

延床面積：5,505.04㎡ (66,654)

工 期：平成10.1.30～平成11.2.28

開設年月日：平成11.4.1 施設

慈生会 特別養護老人ホーム(3,822.76㎡) 1,581,982 1,028,884

入所定員：80人(うち今回増20人) (1,371,846)ベタニアホーム

10 老人短期入所施設

入所定員：8人(うち今回増6人)

痴呆性高齢者デイホーム(152.36㎡) 設備 82,292 20,297

通所定員：8人 (27,064)

ケアハウス(1,529.92㎡)入所定員：30人

新築工事

建物構造：鉄筋コンクリート造 施設

地上３階建 1,379,034 818,711

延床面積：3,895.60㎡ (1,091,614)

浴光会 ９ 工 期：平成9.3.1～平成10.2.20

羽 生 の 里 開設年月日：平成10.4.1

特別養護老人ホーム(3,816.40㎡) 設備 68,143 19,387

入所定員：90人 (25,850)

老人短期入所施設(79.20㎡)

入所定員：4人
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八 丈 町

第１ 監査対象の概要

都は八丈町に対し、その実施する事務事業の推進に資するため、補助金、交付金及び貸付金を

交付している。その支出額は、表１のとおり、平成９年度２０億６，６１１万余円、平成１０年

度２３億８，７５９万余円となっている。

（表１）都補助金等内訳表

（単位：千円）

区 分 補 助 金 交 付 金 貸 付 金 計

平 成 ９ 年 度 954,854 631,257 480,000 2,066,111

平成１０年度 1,391,531 572,066 424,000 2,387,597

（注）平成１０年度については決算見込額である。

第２ 監査の範囲及び実地監査期間

１ 監 査 の 範 囲

平成９年度及び平成１０年度の補助事業等について実施した。

２ 実地監査期間

（１） 総 務 局 平成１１年６月１８日

（２） 労働経済局 平成１１年６月１８日

（３） 八 丈 町 平成１１年６月２４日及び２５日

第３ 監 査 の 結 果

１ 事業実績について

平成９年度及び平成１０年度における補助事業等の主な実績は、表２のとおりであり、事業は

補助目的に沿って適正に執行されている。
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（表２）都補助金等の局別実績及び主要補助事業

（ ）単位：千円

局 名 平成９年度 平成10年度 主 要 補 助 事 業

総 務 局 1,109,033 990,999 市町村振興交付金、調整交付金、区市町村振興基金

福 祉 局 42,501 39,311 保育所運営事業、ひとり親医療費助成事業

高齢者施策推進室 79,683 90,617 高齢者在宅サービスセンター運営事業

衛 生 局 192,215 209,706 公立病院運営事業、簡易水道事業

労 働 経 済 局 521,138 741,200 農業構造改善促進対策事業、沿岸漁業構造改善事業

住 宅 局 75,000 241,099 公営住宅建設事業、公営住宅家賃対策事業

（注）平成１０年度については決算見込額である。

２ 指 摘 事 項

特に指摘する事項はない。
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八 丈 町 商 工 会

第１ 監査対象の概要

１ 事 業 の 内 容

（１）事 業 の 概 要

八丈町商工会（以下「商工会」という ）は、商工会法（昭和３５年法律第８９号）に基づ。

き、昭和４５年２月に設立された法人であり、地区内における商工業の総合的な改善、発達を

図ることなどを目的に、主として次の事業を行っている。

ア 商工業に関する相談・指導及び情報・資料の収集提供

イ 商工業に関する講習会・展示会等の開催

ウ 商工業に関する調査研究

（２）都 と の 関 係

都は、商工会に対し東京都小規模事業指導費補助金交付要綱に基づき、平成９年度３，２２

７万余円、平成１０年度３，０８３万余円の補助金を交付している。

２ 組 織

商工会は、事務所を八丈町大賀郷２５５１番地２号に置き、会員４９０名で組織され、非常勤

（ 、 、 、 ） 。の役員３０名 会長１名 副会長２名 理事２５名 監事２名 及び職員５名で構成されている

第２ 監査の範囲及び実施監査期間

１ 監 査 の 範 囲

平成９年度及び平成１０年度の補助事業について実施した。

２ 実地監査期間

（１）労働経済局 平成１１年６月１８日

（２）商 工 会 平成１１年６月２２日

第３ 監 査 の 結 果

１ 事業実績について

平成９年度及び平成１０年度における補助事業の主な実績は表１のとおりであり、事業は補助

目的に沿って適正に執行されている。
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（表１）補 助 事 業 実 績

（単位：人、件）

補助対象職員 小 規 模 事 業 者 に 対 す る 指 導 事 業

の設置の状況 経 営 指 導 員 講習会による指導 金 融 あ っ せ ん

年 度 経営 補助 記帳 に よ る 指 導 集団指導 個別指導

（平成） 指導 員 専任 巡 回 窓 口 回数 人員 回数 人員 件数 金額（千円）

９年度 ２ １ １ ６４２件 ６２８件 ４ ５５ １１ ２４６ １１３ ７９９，４００

１０年度 ２ １ １ ７１５ ７０５ ４ ４５ １１ ２７１ １２５ ９６８，８００

２ 指 摘 事 項

特に指摘する事項はない。
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株式会社はとバス

第１ 監査対象の概要

１ 事 業 の 内 容

（１）事 業 の 概 要

株式会社はとバス 以下 会社 という は 一般乗合旅客自動車運送事業 以下 定期観（ 「 」 。） 、 （ 「

光バス事業 という 一般貸切旅客自動車運送事業 以下 貸切バス事業 という 等を営」 。）、 （ 「 」 。）

むことを目的とし昭和２３年８月に設立された会社で、主として次の事業を行っている。

ア 定期観光バス事業

この事業は、路線を定めて定期に運行する自動車により乗合旅客を運送するもので、認可

路線（すべて観光路線）のキロ数は約１，４１８ｋｍ（平成１１．６．３０現在）であり、

邦人向けコース８０ 昼５５ 夜２５ 外国人向けコース９ 昼６ 夜３ の計８９コース（ 、 ）、 （ 、 ）

及び季節的に初詣、納涼等５０（昼３５、夜１５）のコースを運行している。

イ 貸切バス事業

この事業は、乗車定員１１人以上の自動車を貸出し旅客を運送するもので、東京都内（島

しょを除く ）を事業区域としている。。

ウ 関連事業

この事業は、主として自動車運送事業に付帯する下車箇所における娯楽施設の利用及び飲

食等のあっせん、国内航空券、旅館券、ホテル券の販売及び自動車整備事業を行うものであ

る。

エ ホテル事業

この事業は、銀座キャピタルホテル（①本館：地下１階地上１０階客室数２５４室、ベッ

ド数３２５、昭和４７．７開業、②新館：地下１階地上１１階客室数２６９室、ベッド数３

、 ． 、 、 、 ．６１ 昭和５４ １２開業 ③新館 別棟：地上９階客室数４９室 ベッド数４９ 平成２

１２開業）の営業を行うものである。

オ 不動産賃貸業

この事業は 港南ビル ①本館：地下１階地上３階 延床面積４ ３８８ １５ｍ ②新、 （ 、 ， ． 、２

館：地下１階地上４階、延床面積３，６８０．３５ｍ 、③駐車場：１，１６４．６８ｍ ）２ ２

及び京町ニューコーポ（地上３階、延床面積４１３．０ｍ ）の賃貸を行うものである。２

カ その他

会社は、子会社３社に対し、表１のとおり出資している。

なお、表１以外に、株式会社はとバスの全額出資により旅行業を営むことを目的として昭

（ ， ） 、和５６年１０月に設立された株式会社はとバス旅行 最終資本金：３億６ ０００万円 は

業績不振のため平成１０年９月に解散している。
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（表１）出資一覧

発 行 済 株 式 総 数 に
会 社 名 資 本 金 設立年月日 主な事業内容対 す る 会 社 の 保 有 割 合

はとバス興業（株） １億円 100 ％ 昭和44. 4.17 料 理 飲 食 業

（株）シーライン東京 ２億円 51.0 ％ 昭和63. 4.27 観 光 船 事 業

（株）はとバス １千万円 84.0 ％ 昭和38. 9. 3 保 険 代 理 業
エージェンシー 広 告 代 理 業

（注 （株）はとバスエージェンシーの発行済株式総数の１６％をはとバス興業（株）が保有）

している。

（２）都 と の 関 係

都は、会社設立（昭和２３年８月、新日本観光株式会社として発足、昭和３８年株式会社は

とバスに商号変更）に当たり、都が保有していた遊覧自動車営業権（評価額１６０万円）及び

自動車６両（評価額２４０万円）を現物出資している。その後、８回にわたって出資し（最終

出資昭和４７ １ ３１ 第５８期末現在 会社が発行した株式総数９００万株 額面金額１． ． ）、 、 （

株５０円、総額４億５，０００万円）の３７．９％に当たる３４１万４，１５０株（額面金額

１億７，０７０万７，５００円）を保有している。

２ 組 織

会社は、本店を千代田区丸の内一丁目９番１号に置き（主たる事務所は、大田区平和島五丁目

４番１号 役員１５名 代表取締役社長１名 代表取締役専務１名 常務取締役２名 取締役９）、 （ 、 、 、

、 （ ）） 、 。名 監査役２名 非常勤役員４名 及び従業員６６５名で ２室９部をもって構成されている

なお、会社は、平成１０年７月に旅行事業部を開設している。

第２ 監査の範囲及び実地監査期間

１ 監 査 の 範 囲

第５７期（平成９．７．１～平成１０．６．３０）及び第５８期（平成１０．７．１～平成１

１．６．３０）の事業について実施した。

２ 実地監査期間

（１）交 通 局 平成１１年１１月２５日

（２）会 社 平成１１年１１月２６日から同年１２月３日まで
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第３ 監 査 の 結 果

１ 経営状況について

（１）経営成績

、 、 ， 、第５８期の経営成績は 別表１比較損益計算書のとおり 総収益１３７億５ ９８２万余円

， 、 （ ） （ ， ）総費用１３６億９ ３４１万余円で 当期損益 税引後 は前期 損失９億６ １８１万余円

に比較して１０億２，６１７万余円増加し、６，４３６万余円の当期利益となっている。

総収益のうち、営業収益は、１３６億３，７０１万余円で、前期（１２０億９，０１９万余

円）に比較して１５億４，６８２万余円（１２．８％）増加している。また、営業外収益は、

， 、 （ ， ） ， （ ．１億２ ２８０万余円で 前期 １億９ １０４万余円 に比較して６ ８２３万余円 ３５

７％）減少している。

一方、総費用のうち、営業費用は、１３１億５，３２６万余円で、前期（１２３億４，６０

１万余円）に比較して８億７２５万余円（６．５％）増加している。営業外費用は、２億７，

６９８万余円で、前期（２億６，０４５万余円）に比較して１，６５３万余円（６．３％）増

加している。また、特別損失は、２億６，３１５万余円で、前期（８億９００万円）に比較し

て５億４，５８４万余円（６７．５％）減少している。なお、特別損失は、株式会社はとバス

旅行の解散に伴い生じたものである。

次に、経営成績を示す経営比率は、表２のとおりである。

（表２）経営比率

項 目 算 式 単 位 第５４期 第５５期 第５６期 第５７期 第５８期

純利益

総資本利益率 総資本 ％ △ 4.10 0.50 △ 0.69 △ 10.98 0.76

純利益

売上高純利益率 売上高 ％ △ 2.95 0.35 △ 0.51 △ 7.96 0.47

売上高

総資本回転率 総資本 回 1.39 1.44 1.35 1.38 1.61
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各事業ごとの営業成績は、次のとおりである。

ア 定期観光バス事業について

第５８期の営業収益は、表３のとおり、２４億８，０１０万余円で、前期（２３億７，３７

９万余円）に比較して１億６３０万余円（４．５％）増加している。これは、表４のとおり、

主に乗車人員が増加したことによるものである。

一方、営業費用は、２９億４，９４６万余円で、運送費のうち、人件費等を削減したことか

ら、前期（３５億９３８万余円）に比較して５億５，９９１万余円（１６．０％）減少してい

る。

この結果、営業損失は、前期（１１億３，５５８万余円）と比較して６億６，６２２万余円

（５８．７％）減少し、４億６，９３５万余円となっている。

（表３）定期観光バス営業損益比較表

(単位：千円)

科 目 第 ５８ 期 第 ５７ 期 対前期増(△)減 増 減 率

(Ａ) (Ｂ) (Ａ－Ｂ) ( A - B ) / B

営収 運 送 収 入 2,463,507 2,360,019 103,488 4.4％

運 送 雑 収 16,598 13,779 2,819 20.5

業益 計 2,480,105 2,373,799 106,306 4.5

営費 運 送 費 2,697,706 3,172,973 △ 475,267 △ 15.0

一般管理費 251,756 336,406 △ 84,650 △ 25.2

業用 計 2,949,463 3,509,380 △ 559,917 △ 16.0

営 業 損 益 △ 469,358 △1,135,580 666,222 △ 58.7

（表４）定期観光バス営業実績表

区 分 第 ５ ８ 期 第 ５ ７ 期 対前期増(△)減

営 業 日 数 ( 日 ) 365 365 0

運 行 回 数 ( 回 ) 27,969 27,855 114

走 行 キ ロ ( k m ) 1,629,783 1,594,322 35,461

乗 車 人 員 ( 人 ) 641,476 626,793 14,683
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イ 貸切バス事業について

第５８期の営業収益は、表５のとおり、２５億５，５２７万余円で、前期（２８億１，２８

１万余円）に比較して２億５，７５３万余円（９．２％）減少している。これは主に、表６の

とおり、運行回数及び走行キロが増加したものの、車両一両当たりの契約価格が低下したこと

によるものである。

一方、営業費用は、２５億９，５３２万余円で、運送費のうち、人件費等を削減したことな

どにより、前期（２９億７，００６万余円）に比較して３億７，４７４万余円（１２．６％）

減少している。

この結果 営業損失は 前期 １億５ ７２５万余円 と比較して１億１ ７２０万余円 ７、 、 （ ， ） ， （

４．５％）減少し、４，００４万余円となっている。

（表５）貸切バス営業損益比較表

(単位：千円)

科 目 第 ５８ 期 第 ５７ 期 対前期増(△)減 増 減 率

(Ａ) (Ｂ) (Ａ－Ｂ) ( A - B ) / B

営収 運 送 収 入 2,504,401 2,759,272 △ △ 9.2％254,871

運 送 雑 収 50,871 53,538 △ 2,667 △ 5.0

業益 計 2,555,272 2,812,810 △ △ 9.2257,538

営費 運 送 費 2,379,681 2,689,666 △ 309,985 △ 11.5

一般管理費 215,639 280,401 △ 64,762 △ 23.1

業用 計 2,595,321 2,970,067 △ 374,746 △ 12.6

営 業 損 益 △ 40,048 △ 157,257 117,209 △ 74.5

（表６）貸切バス営業実績表

区 分 第 ５ ８ 期 第 ５ ７ 期 対前期増(△)減

営 業 日 数 ( 日 ) 365 365 0

運 行 回 数 ( 回 ) 28,360 26,577 1,783

走 行 キ ロ ( k m ) 6,666,560 6,360,065 306,495

乗 車 人 員 ( 人 ) 1,058,101 960,825 97,276
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ウ 関連事業について

第５８期の営業収益は、表７のとおり、６１億３，３００万余円で、前期（４３億１，９９

２万余円）に比較して１８億１，３０８万余円（４２．０％）増加している。これは主に、株

式会社はとバス旅行の事業を引継ぎ、旅行あっせん事業に本格的に参入したことによるもので

ある。

一方、営業費用は、５８億２，３１９万余円で、売上原価等が増加したことにより前期（３

８億５，８３３万余円）に比較して１９億６，４８６万余円（５０．９％）増加している。

この結果 営業利益は 前期 ４億６ １５９万余円 と比較して１億５ １７８万余円 ３、 、 （ ， ） ， （

２．９％）減少し、３億９８１万余円となっている。

（表７）関連事業営業損益比較表

(単位：千円)

科 目 第５８期 第５７期 対前期増(△)減 増 減 率

(Ａ) (Ｂ) (Ａ－Ｂ) ( A - B ) / B

斡 旋 売 上 3,342,655 4,202,891 △ 860,236 △ 20.5％

営 旅 行 事 業 売 上 2,678,539 0 2,678,539 -

業 自動車整備売上 105,713 110,496 △ 4,783 △ 4.3

収 公 衆 電 話 売 上 77 142 △ 65 △ 45.8

益 喫 茶 売 上 6,023 6,393 △ 370 △ 5.8

計 6,133,009 4,319,924 1,813,085 42.0

営 売 上 原 価 4,771,141 3,373,392 1,397,749 41.4

業 営 業 費 956,305 435,629 520,676 119.5

費 一 般 管 理 費 95,749 49,309 46,440 94.2

用 計 5,823,195 3,858,331 1,964,864 50.9

営 業 損 益 309,813 461,593 △ 151,780 △ 32.9
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エ ホテル事業について

第５８期の営業収益は、表８のとおり、２０億８，８２１万余円で、前期（２１億９，９４

０万余円）に比較して１億１，１１８万余円（５．１％）減少している。これは主に、表９の

とおり、宿泊人員が減少したことによるものである。

一方、営業費用は、１６億４，２５１万余円で、営業費のうち、人件費等を削減したことな

どにより前期（１８億５，１８３万余円）に比較して２億９３２万余円（１１．３％）減少し

ている。

この結果、営業利益は、４億４，５７０万余円となっている。

（表８）ホテル事業営業損益比較表

(単位：千円)

科 目 第 ５８ 期 第 ５７ 期 対前期増(△)減 増 減 率

(Ａ) (Ｂ) (Ａ－Ｂ) ( A - B ) / B

室 料 1,510,708 1,567,254 △ 56,546 △ 3.6％

営 会 議 室 17,189 20,249 △ 3,060 △ 15.1

業 ラ ウ ン ジ 432,978 473,067 △ 40,089 △ 8.5

収 販 売 機 42,088 43,883 △ 1,795 △ 4.1

益 テ レ ビ 26,450 27,261 △ 811 △ 3.0

そ の 他 58,803 67,691 △ 8,888 △ 13.1

計 2,088,218 2,199,406 △ 111,188 △ 5.1

売 ラウンジ 162,384 180,794 △ 18,410 △ 10.2

営 上 販 売 機 27,704 28,900 △ 1,196 △ 4.1

業 原 そ の 他 27,528 34,671 △ 7,143 △ 20.6

費 価 計 217,617 244,366 △ 26,749 △ 10.9

用 営 業 費 1,308,969 1,457,311 △ 148,342 △ 10.2

一般管理費 115,924 150,153 △ 34,229 △ 22.8

計 1,642,512 1,851,832 △ 209,320 △ 11.3

営 業 損 益 445,705 347,573 98,132 28.2

（表９）宿泊人員実績表

項 目 第58期 第57期 対前期増(△)減

営 業 日 数 ( 日 ) 365 365 0

延 客 室 数 ( 室 ) 208,780 208,780 0

宿 泊 人 員 ( 人 ) 190,386 192,678 △ 2,292
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オ 不動産賃貸業について

、 、 ， 、 ，第５８期の営業損益は 表１０のとおり 営業収益３億８ ０４１万余円 営業費用１億４

２７７万余円で、差引き２億３，７６３万余円の営業利益となっている。

（表１０）不動産賃貸業営業損益比較表

(単位：千円)

科 目 第 ５８ 期 第 ５７ 期 対前期増(△)減 増 減 率

(Ａ) (Ｂ) (Ａ－Ｂ) ( A - B ) / B

営収 港 南 ビ ル 367,055 370,808 △ 3,753 △ 1.0％

ﾆｭｰ ｺ ｰ 13,357 13,446 △ 89 △ 0.7京 町 ポ

業益 計 380,412 384,254 △ 3,842 △ 1.0

営費 営 業 費 132,753 144,543 △ 11,790 △ 8.2

一般管理費 10,020 11,856 △ 1,836 △ 15.5

業用 計 142,773 156,400 △ 13,627 △ 8.7

営 業 損 益 237,638 227,853 9,785 4.3

（２）財政状態

第５８期末の財政状態は、別表２比較貸借対照表のとおり、資産総額８４億７，４８９万余

円、負債総額８３億１，１１９万余円、資本総額１億６，３６９万余円となっている。

資産は、前期（８７億５，８９７万余円）に比較して２億８，４０８万余円（３．２％）減

少している。これは主に、長期貸付金等の増加により投資等が２億７，５５０万余円増加した

ものの、未収運賃の減少などにより流動資産が３億４００万余円、減価償却などにより有形固

定資産が２億５，３１４万余円それぞれ減少したことによるものである。

負債は、前期（８６億５，９６３万余円）に比較して３億４，８４４万余円（４．０％）減

少している。これは主に、固定負債が長期借入金等の増加により４億８６７万余円増加したも

のの、流動負債が短期借入金、債務保証引当金等の減少により７億５，７１１万余円減少した

ことによるものである。

資本総額は、前期（９，９３３万余円）に比較して６，４３６万余円（６４．８％）増加し

ている。

なお、子会社の銀行借入れ債務に対して２１億９，７１５万円の債務保証を行っている。
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次に、財政状態を示す財務比率は、表１１のとおりである。

(表１１) 財務比率

(単位：％)

比 率 名 算 式 第５４期 第５５期 第５６期 第５７期 第５８期

流動資産

流 動 比 率 流動負債 34.0 35.5 31.6 32.9 31.5

固定資産

固 定 比 率 自己資本 788.6 703.5 765.3 7,288.6 4,435.0

固定資産

自己資本＋固定負債 145.2 146.0 156.5 174.7 157.3長 期 資 本 適 合 比 率

自己資本

総 資 本 10.9 12.1 11.2 1.1 1.9自 己 資 本 構 成 比 率

以上、経営状況について述べてきたが、会社は、第５８期にも第５７期に引き続き子会社の

解散に伴う多額な損失を処理したにもかかわらず、厳しい経済環境の中で、純利益を計上して

いる。

しかしながら、別項、経営に関する意見・要望事項のとおり、検討・改善すべき事項が認め

られた。

２ 経営に関する意見・要望事項について

（１）会社の財政運営について

第５８期末の財政状態についてみると、借入金が４３億９，７７０万円、自己資本構成比率

が１．９％となっているなど、良好とはいえない状態となっている。

また、子会社の借入金に対して２１億９，７１５万円の債務保証を行っているが，子会社の

財政状態は著しく悪化しており、再建に着手しているものの、更に財政状態が悪化した場合に

は、子会社の債務を弁済することとなる可能性がある。

会社は、財政の安定を図るため借入金の減少に努めるとともに、子会社に対する監督指導を

強化するなど、なお一層の経営努力が望まれる。

３ 指 摘 事 項

特に指摘する事項はない｡
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(別表1) 比較損益計算書

(単位:千円)

第 ５８ 期 第 ５７ 期 増 (△) 減

科 目 金 額 金 額 金 額 率 (％)

(Ａ) (Ｂ) (Ａ－Ｂ) [(A-B)/B] 100×

営 業 収 益 13,637,018 12,090,196 1,546,822 12.8

自動車運送事業収益 5,035,378 5,186,610 151,232 2.9△ △

定期自動車収益 2,480,105 2,373,799 106,306 4.5

貸切自動車収益 2,555,272 2,812,810 257,538 9.2△ △

関 連 事 業 収 益 6,133,009 4,319,924 1,813,085 42.0

ホ テ ル 業 収 益 2,088,218 2,199,406 111,188 5.1△ △

不 動 産 賃 貸 収 益 380,412 384,254 3,842 1.0△ △

営 業 費 用 13,153,267 12,346,013 807,254 6.5

自動車運送営業費 5,077,388 5,862,640 785,252 13.4△ △

定期自動車営業費 2,697,706 3,172,973 475,267 15.0△ △

貸切自動車営業費 2,379,681 2,689,666 309,985 11.5△ △

関 連 事 業 営 業 費 5,727,446 3,809,021 1,918,425 50.4

ホ テ ル 業 営 業 費 1,526,587 1,701,678 175,091 10.3△ △

不動産賃貸営業費 132,753 144,543 11,790 8.2△ △

一 般 管 理 費 689,090 828,128 139,038 16.8△ △

営 業 外 収 益 122,806 191,044 68,238 35.7△ △

営 業 外 費 用 276,987 260,454 16,533 6.3

特 別 利 益 0 174,742 174,742 100△ △

特 別 損 失 263,158 809,000 545,842 67.5△ △

総 収 益 13,759,824 12,455,982 1,303,842 10.5

総 費 用 13,693,413 13,415,467 277,946 2.1

税引前当期純損 益 66,411 959,485 1,025,896 106.9（△） △ △

法 人 税 等 2,050 2,330 280 12.0△ △

当 期 純 損 益 64,361 961,815 1,026,176 106.7（ △ ） △ △

前 期 繰 越 損 失 580,742 331,927 248,815 75.0

当 期未処 理損失 516,381 1,293,742 777,361 60.1△ △
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(別表2) 比較貸借対照表 (単位:千円)

資 産 の 部 負 債 及 び 資 本 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

第 58 期 第 57 期 増(△)減 第 58 期 第 57 期 増(△)減

流 動 資 産 1,215,060 1,519,061 304,001 流 動 負 債 3,858,637 4,615,756 757,119△ △

現 金 預 金 202,515 221,663 19,148 支 払 手 形 11,008 8,090 2,918△

受 取 手 形 0 17,017 17,017 買 掛 金 500,036 413,752 86,284△

売 掛 金 285,706 116,236 169,470 未 払 金 783,675 934,309 150,634△

未 収 運 賃 484,258 751,491 267,233 未 払 費 用 163,313 213,665 50,352△ △

未 収 入 金 10,544 9,895 649 未払法人税等 12,550 13,330 780△

未 収 収 益 15,467 41,040 25,573 未 払 消 費 税 67,814 101,995 34,181△ △

120,000 231,000 111,000 短 期 借 入 金 680,000 1,040,000 360,000子 会 社 短 期 貸 付 金 △ △

貯 蔵 品 22,905 19,682 3,223 1 1,120,400 894,000 226,400年内返済予定長期借入金

前 払 金 27,936 26,412 1,524 預 り 金 51,520 110,488 58,968△

前 払 費 用 11,782 15,030 3,248 従業員預り金 219,045 310,713 91,668△ △

37,805 75,491 37,686 前 受 収 益 80,955 73,527 7,428そ の 他 流 動 資 産 △

貸 倒 引 当 金 3,861 5,901 2,040 0 349,000 349,000△ △ △債務保証損失引当金

固 定 資 産 7,259,830 7,239,909 19,921 168,318 152,883 15,435そ の 他 流 動 負 債

有形固定資産 5,860,948 6,114,092 253,144 固 定 負 債 4,452,559 4,043,882 408,677△

車 両 838,927 901,530 62,603 長 期 借 入 金 2,597,300 2,083,500 513,800△

建 物 3,719,639 3,937,375 217,736 479,925 479,521 404△ 長 期 受 入 保 証 金

構 築 物 45,697 51,836 6,139 800,726 856,367 55,641△ 退 職 給 与 引 当 金 △

機 械 装 置 14,865 18,016 3,151 574,608 624,494 49,886・ △ 長 期 未 払 金 △

137,951 101,466 36,485 負 債 合 計 8,311,197 8,659,638 348,441工 具 ・ 器 具 ・ 備 品 △

土 地 1,103,866 1,103,866 0

無形固定資産 381,922 384,361 2,439 資 本 金 450,000 450,000 0△

借 地 権 343,194 343,194 0 利 益 準 備 金 112,075 112,075 0

38,728 41,166 2,438 その他剰余金 398,381 462,742 64,361そ の 他 無 形 固 定 資 産 △ △ △

投 資 等 1,016,959 741,456 275,503 任 意 積 立 金 118,000 831,000 713,000△

長 期 貸 付 金 448,000 185,000 263,000 0 40,000 40,000退 職 手 当 基 金 △

子 会 社 株 式 210,400 206,400 4,000 0 673,000 673,000別 途 積 立 金 △

投資有価証券 80,247 74,247 6,000 118,000 118,000 0固 定 資 産 圧 縮 積 立 金

114,582 119,435 4,853 ( ) 516,381 1,293,742 777,361長 期 差 入 保 証 金 △ 当期未処分利益 △未処理損失 △ △

そ の 他 投 資 165,617 157,310 8,307 ( ) ( 64,361) ( 961,815) (1,026,176)当期利益 △当期損失 △

貸 倒 引 当 金 1,888 936 952 資 本 合 計 163,693 99,332 64,361△ △ △

資 産 合 計 8,474,890 8,758,971 284,081 負債 資本合計 8,474,890 8,758,971 284,081△ ・ △

、 、 。（注１） 有形固定資産の減価償却累計額は 第58期96億9,051万9千円 第57期94億802万9千円である

、 、 。（注２） 子会社の借入金に対する債務保証額は 第58期21億9,715万円 第57期30億5,755万円である
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株式会社ゆりかもめ

第１ 監査対象の概要

１ 事 業 の 内 容

（１）事 業 の 概 要

株式会社ゆりかもめ（以下「会社」という ）は、臨海副都心の開発整備及び竹芝ふ頭等の。

再開発に伴い、新たに発生する大量の交通需要に対応するため、都心部と臨海副都心とを公共

輸送で結ぶ「ガイドウェイ・中量軌道輸送システム」を導入し、臨海副都心等における交通利

便性及び交通環境を改善することを目的として、昭和６３年４月に東京都と民間との共同出資

により設立され、一般運輸業務を平成７年１１月から、表１のとおり実施している。

（表１）東京臨海新交通臨海線の概要

路 線 名 東京臨海新交通臨海線

区 間 新橋～有明 営業キロ １１.９ ｋｍ

駅 数 １２駅

新橋･汐留･竹芝･日の出･芝浦ふ頭･お台場海浜公園･台場･ 船の科学館・

テレコムセンター･青海･国際展示場正門･有明

構 造 高架構造全線複線、幅員 7.5ｍ (一般部)

方 式 無人運転・側方案内方式・交流三相６００Ｖ(剛体複線式)

所要時間 ２３分 表定速度 ３０ km／ｈ (最高速度６０km／ｈ)

車 両 定員 ３５２人、保有車両数 １２６両、１編成車両数 ６両 、２１編成

(注) 汐留駅は未開業、新橋駅は仮駅である。

（２）都 と の 関 係

都は、会社に対し、平成１０年度末現在、資本金１１０億円のうち、６７％に当たる７３億

７，０００万円を出資するとともに、車両基地用地等の貸付（車両基地用地５万３，９４０．

、 ， ． （ ，５５ｍ の無償貸付 中央管理棟用地１ ８０６ ８５ｍ の有償貸付 平成１０年度賃貸料１２ ２

８２５万余円 ）を行い、線路の支柱・駅く体等の占用を許可している。）

２ 組 織

会社は、本社を江東区有明三丁目２２番地に置き、役員１３名（代表取締役社長１名、常務取

締役１名、取締役８名、監査役３名（うち非常勤役員１０名 ）及び社員１５１名（うち都から）

の派遣職員１０１名）をもって構成されている。

第２ 監査の範囲及び実地監査期間

１ 監 査 の 範 囲

平成９年度（第１０期）及び平成１０年度（第１１期）の事業について実施した。
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２ 実地監査期間

（１）港 湾 局 平成１１年１１月１日及び１１日

（２）会 社 平成１１年１１月２日から同月９日まで

第３ 監 査 の 結 果

１ 経営状況について

（１）事業実績

一般運輸業務は、平成７年１１月１日に開業したが、平成９年度及び平成１０年度の運輸成

績は表２のとおりである。

（表２） 運輸成績

区 分 単位 平 成 ９ 年 度 平 成 １ ０ 年 度

年 間 一日平均 年 間 一日平均

営業日数 日 365 365

営業キロ キロ 11.9 11.9

旅客 定 期 人 6,945,360 19,028 8,873,520 24,311

人員 定期外 人 19,171,777 52,525 19,667,836 53,884

計 人 26,117,137 71,554 28,541,356 78,195

運輸 定 期 千円 1,204,428 3,299 1,234,312 3,381

収入 定期外 千円 5,504,711 15,081 5,597,944 15,336

計 千円 6,709,139 18,381 6,832,257 18,718

運輸雑収 千円 123,247 337 140,964 386

収入合計 千円 6,832,387 18,718 6,973,222 19,104

（２）経営成績

平成１０年度の経営成績は、別表１比較損益計算書のとおり、７億９，６０７万余円の経常

損失となっている。

これは、営業利益５億６，８３６万余円を計上したものの、支払利息等の営業外費用の負担

が大きいためである。

営業損益について見ると、営業収益は、平成９年度（６８億３，２３８万余円）に比較して

１億４，０８３万余円（２．１％）増の６９億７，３２２万余円となっている。

これは、年間旅客人員が前期（２，６１１万余人）に比較して２４２万人増加したが、通勤

定期券の値下げ（割引率３６％から５０％へ）等による減収分を吸収したうえで増収となった

ものである。

営業費用は、平成９年度（５９億９，９５０万余円）に比較して４億５３５万余円（６．８

％）増の６４億４８５万余円となっている。

これは、運送費が人件費の増（前年度比較１５人増加）及び車両修繕費の増加などに伴い２

億２，４５３万余円、減価償却費が車両編成数の増及び電力設備等の増強に伴い１億６，２７

５万余円、それぞれ増加したことなどによるものである。
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次に、営業外損益について見ると、営業外収益は、平成９年度（２，８８７万余円）に比較

して１，０２５万余円（３５．５％）減の１,８６３万余円となっている。

これは、利率の低下による受取利息の減収等によるものである。

また、営業外費用は、平成９年度（１４億３，７３１万余円）に比較して５，４２４万余円

（３．８％）減の１３億８,３０６万余円となっている。

これは、長期借入金の減による支払利息の減少などによるものである。

以上の結果、当期損失は、７億５，９６７万余円となり、前期繰越損失が２９億７，５３０

万余円あるため、当期未処理損失は３７億３，４９７万余円となっている。

なお、経営比率については、表３のとおりである。

（表３）経営比率

（単位：％）

年度 平 成 平 成 算 式
項目 ９年度 １０年度

営業利益
経営資本営業利益率(％) 11.9 8.8

経営資本

営業利益
営業収益営業利益率(％) 12.1 8.2

営業収益

営業収益
経営資本回転率(回) 1.0 1.1

経営資本

総費用
総費用対総収益比率(％) 128.4 111.4

総収益

支払利息
支払利息対総収益比率(％) 18.1 17.0

総収益

(注) 経営資本は、総資本から建設仮勘定及び投資を差し引いたものである。

（３）財政状態

、 、 ，平成１０年度末における財政状態は 別表２比較貸借対照表のとおり 資産合計４９３億３

５６４万余円、負債合計４２０億７,０６２万余円、資本合計７２億６,５０２万余円となって

いる。

、 （ ， ） （ ． ）資産は 平成９年度 ４８９億２ ５８５万余円 に比較して４億９７９万余円 ０ ８％

増加している。

これは、流動資産が４，８９９万余円、繰延資産が１億９,３６８万余円それぞれ減少した

ものの、固定資産が６億５，２７４万余円増加したためである。

固定資産の増加は、建物が２億６７０万余円、構築物が６億９，６８２万余円それぞれ減少

したものの、車両が４億３，６０７万余円、機械装置が１２億３，１９７万余円それぞれ増加

したことによるものである。
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負債は、平成９年度（４０９億１１５万余円）に比較して１１億６，９４６万余円（２．９

％）増の４２０億７，０６２万余円となっている。

これは、固定負債である長期借入金が、１７億８，９０２万余円減少したものの、流動負債

である短期借入金が２８億５，０６８万余円増加したためである。

短期借入金の増加は、車両の購入等の資金を短期借入金で調達したことなどのためである。

資本は、平成９年度（８０億２，４６９万余円）に比較して７億５，９６７万余円（９．５

％）減の７２億６，５０２万余円となっている。

なお、有利子負債等の状況及び財務比率については、表４及び表５のとおりである。

（表４）有利子負債及び支払利息の状況
（単位:千円）

年度 平成１０年度 平 成１０年 度 平成９年度末 増(△)減

項目 末残高 (Ａ) 増 加 減 少 残 高 (Ｂ) (Ａ－Ｂ)

長期借入金 37,255,205 0 1,789,020 39,044,225 △1,789,020

短期借入金 3,789,020 3,789,020 938,340 938,340 2,850,680

計 41,044,225 3,789,020 2,727,360 39,982,565 1,061,660

年度 平成１０年度 平成９年度 増(△)減

支 項目 (Ｃ) (Ｄ) (Ｃ－Ｄ)

払 長期借入金 1,185,977 1,243,537 △ 57,560

利 短期借入金 2,794 0 2,794

息 計 1,188,771 1,243,537 △ 54,766

（表５）財務比率

（単位：％）

年度 平 成 平 成 算式
項目 ９年度 １０年度

流動資産
流動比率 118.8 44.7

流動負債

自己資本
自己資本構成比率 16.4 14.7

総資本

固定資産対長期資本比率 98.4 105.5 固定資産

長期資本

以上、経営成績及び財政状態について述べてきたが、平成１０年度は経常損失を計上している

が、運輸収入などの営業収入が増加している。今後とも経費の削減や一層の営業収入の増収努力

など、より効率的な事業執行に努められたい。

２ 指 摘 事 項

特に指摘する事項はない。
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(別表1) 比較損益計算書

(単位：千円､％)

平成１０年度 平成９年度 比較増( )減△

科 目 （Ａ） （Ｂ） C=(A)－(B) (C/B) 100×

営 業 収 益 6,973,222 6,832,387 140,835 2.1

営 運 輸 収 入 6,832,257 6,709,139 123,118 1.8

運 輸 雑 入 140,964 123,247 17,717 14.4

経 業 営 業 費 用 6,404,858 5,999,500 405,358 6.8

運 送 費 2,800,997 2,576,454 224,543 8.7

損 一 般 管 理 費 337,425 316,349 21,076 6.7

諸 税 244,119 247,134 △ 3,015 △ 1.2

常 益 減 価 償 却 費 3,022,315 2,859,562 162,753 5.7

営 業 利 益 568,363 832,887 △ 264,524 △ 31.8

営 営 業 外 収 益 18,632 28,887 △ 10,255 △ 35.5

受 取 利 息 9,852 19,711 △ 9,859 △ 50.0

損 業 保険代理店収入 449 255 194 76.1

業務受託収入 7,121 6,892 229 3.3

外 雑 収 入 1,209 2,027 △ 818 △ 40.4

営 業 外 費 用 1,383,069 1,437,312 △ 54,243 △ 3.8

益 損 支 払 利 息 1,188,771 1,243,537 △ 54,766 △ 4.4

開業準備費償却 193,685 193,685 0 0

益 雑 支 出 611 88 523 594.3

経 常 損 失 796,073 575,538 220,535 38.3

特別 特 別 損 失 0 41,600 △ 41,600 △ 100

損益 労災見舞金 0 41,600 △ 41,600 △ 100

特 別 利 益 40,200 0 40,200 ―

保 険 金 収 入 40,200 0 40,200 ―

税 引 前 当 期 損 失 755,873 617,138 138,735 22.5

法 人 税 及 び 住 民 税 3,800 3,800 0 0

当 期 損 失 759,673 620,938 138,735 22.3

前 期 繰 越 損 失 2,975,306 2,354,367 620,939 26.4

当 期 未 処 理 損 失 3,734,979 2,975,306 759,673 25.5
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(別表2) 比較貸借対照表
(単位:千円､％)

資 産 の 部
平成１０年度 平成９年度 比較増( )減△

科 目 （Ａ） （Ｂ） C=(A)-(B) (C/B) 100×
流 動 資 産 2,149,178 2,198,173 △ 48,995 △ 2.2

現 金 及 び 預 金 1,782,615 1,793,908 △ 11,293 △ 0.6
未 収 金 136,382 96,148 40,234 41.8
貯 蔵 品 24,590 27,382 △ 2,792 △ 10.2
前 払 費 用 201,471 210,614 △ 9,143 △ 4.3
未 収 消 費 税 3,852 26,429 △ 22,577 △ 85.4
立 替 金 0 43,118 △ 43,118 △ 100
その他流動資産 265 571 △ 306 △ 53.6

固 定 資 産 46,992,780 46,340,306 652,474 1.4
有 形 固 定 資 産 46,139,194 45,482,093 657,101 1.4

建 物 11,969,545 12,176,251 △ 206,706 △ 1.7
構 築 物 21,953,196 22,650,016 △ 696,820 △ 3.1
車 両 7,769,148 7,333,075 436,073 5.9
機 械 装 置 3,442,377 2,210,407 1,231,970 55.7
工具 器具 備品 211,924 160,358 51,566 32.2・ ・
建 設 仮 勘 定 793,001 951,983 △ 158,982 △ 16.7

無 形 固 定 資 産 812,209 812,063 146 0.0
借 地 権 809,183 809,183 0 0
電 話 加 入 権 3,026 2,880 146 5.1

投 資 等 41,376 46,150 △ 4,774 △ 10.3
長 期 前 払 費 用 41,376 46,150 △ 4,774 △ 10.3

繰 延 資 産 193,686 387,371 △ 193,685 △ 50.0
開 業 準 備 費 193,686 387,371 △ 193,685 △ 50.0

資 産 合 計 49,335,644 48,925,852 409,792 0.8
負 債 及 び 資 本 の 部

平成１０年度 平成９年度 比較増( )減△
科 目 （Ａ） （Ｂ） C=(A)-(B) (C/B) 100×
流 動 負 債 4,804,702 1,850,054 2,954,648 159.7

短 期 借 入 金 3,789,020 938,340 2,850,680 303.8
未 払 金 689,498 607,869 81,629 13.4
未 払 費 用 65,454 70,162 △ 4,708 △ 6.7
預 り 金 15,895 17,215 △ 1,320 △ 7.7
未 払 法 人 税 等 3,292 2,705 587 21.7
前 受 運 賃 193,950 166,744 27,206 16.3
賞 与 引 当 金 47,591 47,016 575 1.2

固 定 負 債 37,265,921 39,051,104 △ 1,785,183 △ 4.6
長 期 借 入 金 37,255,205 39,044,225 △ 1,789,020 △ 4.6
退職給与引当金 10,716 6,879 3,837 55.8

負 債 合 計 42,070,624 40,901,158 1,169,466 2.9
資 本 金 11,000,000 11,000,000 0 －
欠 損 金 3,734,979 2,975,306 759,673 25.5
当 期 未 処 理 損 失 3,734,979 2,975,306 759,673 25.5

(うち当期損失) ( 759,673) ( 620,938) ( 138,735) (22.3)
資 本 合 計 7,265,020 8,024,693 △ 759,673 △ 9.5
負 債 ・ 資 本 合 計 49,335,644 48,925,852 409,792 0.8
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